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第1章
都市基盤施設の被害と復旧
本市の逍路に係る被害は 144件に達L、檎りょうは24橋に被害があった。
公園は、 123か所に被害があった。市の管理する河991では、 一部で擁壁傾
・護岸胤壊などの被害が、水路は約3kmにわたって擁壁 ・譴岸の傾斜、崩壊、

亀裂損似などの被害があった。また、中島911の護岸に被害が発生L、大U
の河911水が堤の内開へ流入lfe。 1月2OH、宮田市長が県災害対策本部に
tlil"き、貝原知事に漏水防止工事を緊急要請。県は、応急復lH対策と Lて、
鋼矢板の打設、士砂投入を施工Lた。水道施設の中でも、配水管および給
水管は大きな被害を受け、市内の配水管すべてに水が行き渡るまで2週liu
を要Lfe。この時期平常時では市内全域でEl鼠20ガ面前後の祝水実紹があ
るにもかかわらず、 178当Rは14ガmを配水するのがやっとであった。水
道局の屯話は嗚り放Lで情報を撒理する澗もない状況であった。地因発生
頂後、被災地では瞬時に260li軒の停屯が起こったが、午前7時30分には
停屯軒数は100万軒まで減少。翌18H午前8時には、まだ40万軒が停屯L
ていた。地囮発生6A後の 1月23EIに応急送俎体制が整い、屯力供給がほ
ぼ完了Lた。市営バスでは、塚ロ・武陣営業所をあわせた巡行本数1,962
本巾477本、 24％に欠行が生ヒた。

●第1節 士木施設

川、神崎川沿いで地盤が液状化し、近路にも大きな

被¥が発生した。

柄りょうについては24栢に被也があり、そのほと

んどが支承の狽傷である。被古の状況からみて、束

西方向か南四方向に振動したと考えられる。また、

梱艮15m未満のものについては被，1｛がなかった。

| 1 道路・橋りょう I 

木市の近路に係る被害は144件に逹し、とくに被

害が大きかったのは、築地地区と戸ノ内地区であっ

た。築地地区の地形はほぼ平坦で、涌抜ゼロメート

ルの低地であり、沖i'tl円のため地盤はII吹弱である。

このため築地地区全域にわたり地盤が液状化 し、

家屋の（到壊や糾斜、地盤沈 Fが起こり、近路にも人・

きな被甚が発生した。また、戸ノ内地区でも1日猪名

用語の説明

支承 ：

椅げたの村i屯を均等に支えるため、柄台や摘脚と

栢げたの間に設Ii','.されているもの。屯1,1位の辿過やi/IIt

疫変化による橋げたのたわみや仲縮を1'1滑にする機

能をもつ。

尼崎市内道路の被災状況（地震災のみ）

被災内容 ：舗装の陥没、うねり、亀裂、側溝破似、 絃石（fll壊、法而崩壊その他 （平成9年3月末視化 ・金額：千lリ）

I{1 り，t う 災 」"l 路 災 合 I, 1 
泌格規格 I箇｝所孜 ！被災延.km IU Ill金行[I 箇Jfr数 被災延l<m,復 Ill金額 筒J所数 被災延km i¥l 111金窟（
一般国逍 7 1,458 3,112,145 全 線 12,500 2,600,168 13,958 5,712,313 

/"―I< I 道 6 602 140,000 16 7,451 860,000 22 8,053 1,000,000 

I Ii 道 24 2,049 225,873 144 45,342 2,277,750 168 47,391 2,503,623 

tl:）数値は、公J~」・・木施設災祁復ll]1t菜における究＇足箇所にかかるもののみを及示

I 
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| 2 公園・河川 l 
公園については、縁石、石釈み、ブロック塀の破

狽、咬水などの池底の也裂による漏水や園路等舗装

の亀裂・陥没など123か所に被害があった。とくに

北雁替市民プールは、支持杭の約80％が切断・狽傷

を受け、建物が領斜するなど多大な被官を受け、全

而建て替えとなった。

本市の管理する河川については、 一部で擁槌煩斜・

淡岸崩壊などの被忠が、また、水路については約3

kmにわたって擁墜・護岸の傾斜、崩壊、亀裂狽傷な

どの被宙があった。治水 LのI:！j超から、 上のうによ

る補強、切梁による補強を行った。

公園内の舗装も破捐

l701第3部 復18から生活再建へ

| 3 港湾施設 1 

沌湾・油岸では27件、 31低504万6,000円の被1岳が

あった。

公園の被害状況
(iii（立 ：千円）

公 I村名 I Iな被',1f状況 1被＇，1:金窟I-.... -- ・言 ＂ 

武 1出敗町緑地 束）笠破担
6,993 

石栢み崩壊

橘 公 園 園路陥没 6,880 

北雁替公園および 園路イ彫裂
244,198 

同市民プール プール建物拍船

魚つり公園 連絡栖破担
17,270 

竹理棟周辺l（（r没
,1ー、1し 、^己、 公 園 アリーナ天井材蕗

8,096 
総合体 ff館 ド

運 J 11 緑 地 園路陥没 10,273 

元 浜 緑 地 悩路陥没
11,165 

池破似

） ?; 原 公 園 プール村／および
27,872 

市民 プー ル プールサイドflift'j
城 址 公 湖 1：：塀亀裂

25,477 
池破狽

武，）1!川公園 石栢み破担 2,887 

束 町 公 園 園路陥没 1,648 

|— |{ ij 公 園 ブロック坊t破捐 621 

浜 田 公 園 束1谷破損 1,854 

上食満公 lふ1ブロック塀破狽 1,803 

猪名川風致公園 石B'tみ破ili 9,450 

河川の被害状況
(il1位：千円）

iIIJ 川名 じな被，り状況 被占金窟I

西 t;r 松 ) 1 | 涎lや担傷 22,416 

大 品 JI I 淡岸ill傷 192,717 

又 兵 術 JI I 護片；狽勧 4,062 

大閲洲ボンプ勘 ボンプ狽9絡 1,669 

西高洲ボンプ場 ボンプ狽傷 578 

迷 JI I 護岸頻斜 84,779 

常 松 J 11 護岸捐傷 33,032 

生 島 J 11 淡岸狽偽 7,004 

野 | i ij JII 渡！祖月勧 24,073 



兵／Iド県尼崎沌↑1理事務所発行
「阪神・淡路大震災復IFl,lc録汁U• 7)[ • 

川ーよみがえるウォーターフロント」か

ら抜粋

◎東海岸町地区胸壁災害復旧工事

東涌岸町の涌岸保全施設である胸墜（延長1,113.6

m)は完全なhii製には至っていないが天端邸さが不

足し、悔岸保全施設としての機能を喪失している状

態だった。

なお、このItilにある7J＆の陸I1,I'，J(4.5m wx 1.85m 11 

~14.5m wx 2.0m尺延長180.7m)についても不同

沈下により機能を衷失していた。

被災原因は、当初設計で想定した（設計水平紺度

Kh=0.15)以 Lの地磁力が作）ljし、埋め立て地盤

が不同沈下し、躯体の沈下、法線の不陸を引き起こ

したものと考えられた。

復旧断而は延長が長いことから、上庄、水／毛の変

化に応じて打ち妍し1区間、取り城し•新設12-<“.|｛りに分

けて全6断而を採川した。新設断而は打ち附し工法

では艇体の安定が保てないため、自立式鋼矢板こL法

として地盤邸、 1：質により 3断lfiを採用している。

◎尼崎間門災害復旧工事

昭和25年に阪神地方を製った「ジェーン台風」を

哭機としてエ染生迎と市民生活を恒久的に守るため、

西は阪神 ・武｝車川駅から＃ii岸線を周り、東は神崎川

上流の新幹線邸架までの総延長28kmにも及ぶ第一線

防潮堤と、防潮災I村のエ勘への出入口として1沿j|JIj式

防潮堤（尼崎1、I|'ij|J']）の建設が決定され昭和29年に完

成をみた。

尼崎1-/1り「＇」は建設後 30年以上を経過し、主要樅造で

ある111,ij室内の鋼矢板設岸の腐食が進み、大地店の際

には（到製する危険性がiはまった。一方、尼崎市を守

る第一線防潮捉は大地俎に対応した耐俎設計による

補強工事が進んでおり、最煎要施設である尼崎1-,'1fj門

も同様の補強が必嬰不可欠なことから、新1111'，JI'りの建

設が1-,'l'，J|＇1（改良）工事として事菜採択された。

新II1'，Jl"Jの施 r：はII(｛和61年）irから始まり、平成5年

股に 「新第二1枯l|＂」」が概成し、平成6年5月から供

川を開始した。これと並行して 「新第一1i’Il|＇1」の建

設は平成5年度から始まったが、施心11に阪神・淡

路大俎災が発生し、第一間1"］を中心に被災した。

第一11,1＇,j|"」は、西側に建設中の新第一間l"Jが完成し

て今の役‘lillを終えるまでは新第—|1,l'，Jl"J と合わせた 2

人しでの迎Jljを続ける）j針で、簡場な補修Jj法を選訳

した。

具体的には、第一11,Iil|＂j西側護It1は、航路側にはら

んだ全而に新たな渡岸を造り、東側蔑作は切断され

たタイロッド等を考磁してI=!立構造とした。

製n」?J［は平成7年5月から11月末までの‘I"・年liil
で行い、 12月から供川を再l州した。

被災状況

(1) ,,,,'，Jl"J本体：船舶の人出迷のための機能

① 新第二間I"]

耐低設計により施」註されたので、11',',Jl"J本体には狽

勧はなかった。しかし、周辺地盤は放大70cmの沈ド

があった。

② 第一r,'l'，Jl"J

前後扉喉に被‘占はなかったが綱矢板構造の1枯l室護

炸：法線が）位大30cm東側に変化したことに伴い、護）や

の1溜墜を派ねた控版が製れ、タイロッドも1波断し

た。また、周辺地盤が放大lm沈下した。

(2) 受変心設備 ：I枯JIII『'J扉開I別の＇心源設備

受変＇，似設備そのものに被礼｛はなかったが、これを

収納している姓屋の周辺地盤が沈下し、床スラブの

Fに空洞が生じたことで受変屯設備が飢いた。

また、第一、新第二1沿l|＂」に通俎するための動力線

は、その大部分が地下埋設していたため、地盤沈ド

により緊張）］が働いた状態となった。破断はしてい

ないが、不安定な状態にあった。

(3) 防潮提

bl地が開いたり、前後のずれが生じた。

(4) 排水機J品：防潮捉内の竹理水位維持機能

被内はなかった。しかし、周辺の島枠が壊れて公

埋土砂が流出し、それを排水ボンプが吸い卜げると
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ボンプを担傷する危険性があった。

◎ー級河川中島）l|災害復旧助成事業

(1) 被害の概要

兵庫県と大阪府の様界を流れ、大阪湾に注ぐ中島

川、左門殿川の右岸堤防は市域の3分の 1が涌抜ゼ

ロメートル地帯である尼崎市周辺市街地への没水を

防ぐ目的で昭和28年に建設されたが、その後第2室

戸台風等により高潮災害を被り、 2度のかさ上げ補

強を施して現在に至っている。今回の地店によって

堤体の沈下、表裂護岸にひび割れが発生した。とく

に下流寄りの約1.0km閻の損傷が大きく 、通常の悩

潮時でもひび割れ部から袖水が見られ、堤内地のエ

場、家屋床下に没水した。堤防下の地盤は、地表か

ら4~5mが表土 ・盛土lti、その下にN値2~15の

シルトおよび砂陪（沖釈砂質土陪）が5~8m、さ

らにその下にはN値2~5の沖籾シルト、粘土l曽

（沖稲粘性土l円）が約15m分布している。

(2) 被害の特徴

① 堤防天端の沈下

昭和43年にかさ上げされたL型のコンクリート床

版は直径406mm、長さ 8~10mの鋼管杭に支持され

ているが、床版は杭とともにO.l~l.8mほど沈下し

た。沈下は、下流から2.0km区1i北］が著しく、漏水は

この区閻で発生した。3.6kmより上流は川表側に控

え杭式綱矢板を打ち、 0.P.+3.0mまで盛土を施し

ており、押さえ盛土的な効果があったのか沈下変状

は10cm程度と少なかった。

② 川表，裏護岸のひび割れ

堤防のり面は、全区閻にわたって川表、裏とも無

筋コンクリートで施工されており、沈下の大きかっ

た2.0kmより下流は表、裏とも 1~2列の連続した

幅 1~15cmのひび割れが生じていた。このうち、

0.5~0.6kmの川表での変化が著しく、 1~1.5割の

のり面が水平に近い状態となっていた。

③ 裏護岸の沈下

天端のL型擁監下は盗土が施され、裂のり面はコ

ンクリートで保渡されている。堤体および股岸がL
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型擁壁より10~50cm沈下して擁槌床版下は空洞化し、

裏泄岸との問に段差が生じていた。

④漏水

堤内地盤謀が0.P.土0.0~0.6mと低い1.0~2.0

km区］｝りでは、潮位が高くなると川裏の下部ひび割れ

部および施工目地から漏水し、応急仮工事により平

成7年2月4日に梱水を止めることができた。

漏水は延長100m当たり47t Is (6回の簡i易観測

俯平均）が確認され、ほとんど濁りもなく塩水その

ものであった。

⑤ その他

L型擁墜上は一般道路として開放されていたが、

次のような変化が生じ、車輛は通行不能となった。

(a) 縦断方向に10m問船で設けられている目地

に10cmの段差が生じた。

(b) ほぼ水平だった路而が極端に川側に低く領

vヽた。

(c) 一部の床版が破製した。

(3) 応急仮工事

地俎直後から潮位が高くなる (0.P. +l.50m程

度）と漏水が発生し、民家の床下にも没水した。放

似すると破堤するおそれがあるため、短期間で確実

に漏水を止める目的で現堤防より川側に約15m離れ

た場所に鋼矢板 (m型、 f=9.0m、0.P.+3.0m)

を打ち、その間を0.P.+3.0mまで盛土する工事に

沿手。 平成7年 1月29日に鋼矢板打設が完了し2月

18日に盛土を完了した。

◎東海岸町の2基のクレーンの被害

1号クレーンは、 1号岸槌のデタッチドビアが涌

側へ移動し、ボータル（門樅）部分が座屈した。ま

た、デタッチ側の車輪が脱輪した結果、浦岸側へ倒

壊するおそれがあったため解体した。

2号クレーンは、 岸壁の変位の結果、走行用レー

ルがIlllがった。本体ではセンターボス トが破断し、

内部の配線が切断された。旋回用の車輪も脱輪し、

上部フレームの変形や配線ダクトの破損などの被習

があった。



●第2節水道施設

|.:•(1) 水道施設の被害

水道施設の中でも、配水管および給水管に大きな

被害を受け、市内の配水管すべてに水が行き渡るま

で2週間を要するなど市民生活に大きな彩勝を及ぼ

した。

本市水道施設の被宙状況としては、自己施設の柴

島取水場から神崎浄水楊にかけての取水、祁水、浄

水、配水施設については、構造物の監に小さな亀裂

が生じた程度で施設の機能を担なうような大きな被

'占はなかった。しかし、木市の給水砧の約80％を供

給する阪神水道企業団では、猪名川事菜所系の祁水

管の一部が拍壊した。また、尼崎事業所で、消甜設

備が狽壊したことなどにより、配水池の溜まり水を

細々と配水せざるを得ない状況となった。この時期、

平常時では市内全域で日姑20万吋前後の配水実船が

あるにもかかわらず、 17日当日は14万m'を配水する

のがやっとの状態であった。

配水管については、市南部を中心として130件の

被習が発生した。地域別では、南部に被害が多く、

とくに国道43号以南で56％にあたる73件の被宙が発

生した。また、地区を限定した楊合、地盤の液状化

現象のみられた築地、戸ノ内、東而岸町では、 45%

配水管工事現場

にあたる58か所の被害が発生した。

被害の特徴としては、口径の小さい250mm以下の

配水管が全体の88％を占め、また被害の形態として

は、 44％が管体部の破担であり、そしてそのほとん

どが鋳鉄管 (CI P)であった。次に多かったのは

継手部の離脱35％で、そのほとんどがダクタイル鋳

鉄管であった。

給水管に至っては、市全域で約 1万3,000件もの

被害があった。このうち水道局で修繕し被害状況を

分析できたものが、 6,108件であり、内訳は道路上

1,330件、宅地内が4,778件であった。被害の特徴と

しては、ほとんどが20mm以下の小口径管 (82%)で、

管種は、硬質塩化ビニル管 (Vp、81%)、被害形

態は、割れ、亀裂 (78%）が多く、被害箇所は、継

手 (45%）および管休 (30%)が大部分を占めてい

た。

地区別で見ると、本庁地区が1,230件、小田地区

が525件、大庄地区が692件、立花地区が1,323件、

武／市地区1,337件、園田地区1,001件であった。

門
「床下から水が刹れ、家が頻きそうだ」

「水漏れで盤が落ちてきた。早く修紐にきて」

「道路で水が漏れている」

「水が出ない。いつ回復するのか？」

「2, 3日前に修紐を申し込んだのにまだ来ない。

早く修紐に来てほしい」

と悲壮な電話が昼夜を問わず相次いだ。修紐伝票を

占き終える前に次の軍話。局庁舎の軍話はり鳥り放し

で梢報を整理する間もない状況であった。

こうした状況から、復旧工事は通報のあった漏水

箇所に対しては、水道局の直営および修紐工事委託

業者4社を総動員のうえ、手当たり次第に修紹に向

かわせた。当然、この体制で対応できる状況にない

ことから、道路漏水の修紐には心得のある市内の土

木業者 1社1社に屯話で、また、宅地内漏水の修紹

は公認業者組合を窓口として、公認業者に取り急ぎ
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応援を要請した。さっそく当日には土木業者2社の

応援を得ることができた。

翌18日からは、各社が体制を整えて続々と応援に

駆けつけ、）は終的には市内土木業者29社、公認業者

64社となった。しかし、こうした応援を得ながらも

復旧体制としてはなお不十分な状況で、さらなる体

制の増強に苦應していたところ、22日に兵！印県から

応援の必要性の有無についての照会があり、ぜひに

もと要諮した。兵1氾県が大阪府と調整のうえ、2513

から木市公認業者組合を通じて大阪府下12市町の公

認業者組合の応援が得られることになった。さらに、

翌26日から大手建設会社1社の自発的な応援を得ら

れ、宅地内給水管の復旧工事にあたる作業班を大幅

に増強することができた。

このころ、 「ちょっと修紐してもらっただけなの

に3万円かかった。どうしてこんなに閻いのか」

「通りががりの業者に修繕を頼んだら、高額の修紐

料を諮求された」などの苦ti'.J'が相次いだことから、

27日からの車両広報に悲徳祁法の注意を加えるとと

もに、 1月30日の市報に掲載を行った。

地紺災雹による水道管破拍は、寒波による破損と

迩い、構造物の揺さぶりにより整、タイル、コンク

リートなどの亀裂に合わせて水迫管の切断や抜けが

発生する。このことから、修繕箇所も 1か所に止ま

らず、台所、風呂楊、洗而所と破狽箇所が数か所に

及んだり、家の砧礎の下の部分での（波狽など複雑多

岐にわたったことで修紐に時間を要した。修復不可

能といったものについては、 当而のJ＼文低限の給水を

確保するため、メーター付近への立水栓の仮設樅や

キャップ止めなどの応急的な処附工事を無伯で行っ

た。

また、市外からの応援業者は本市の地理に不案内

であったため、水逍局の職員のほか下水道局の職員

や公認業者組合にも応援を求め、道路案内者として

各応援業者の作業班に配附した。

地店発生後 1か月を経過したころからH々の修紐

受け付けも大幅に減少してきたことから、復旧体制

を縮小しながら、最終的に受け付け件数が平年並み

174第3部 復1日から生活再建へ

になった3月25日をもって一応の復旧を完了した。

水道局では、この間延べ2,206班、 5,585人が作業

にあたり、配水管130件、給水管6,765件合計6,895

件の復旧工事を完了した。

なお、公認業者が直接市民から依頼を受け、独自

で修紐したと報告を受けたものを合わせると、給水

管の復旧工事件数は、 1万3,324件に及んだ。



配水管被害箇所分布図
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●第3節下水道施設

下水道のボンプ場 ・処理場では、 土木・建築施設

の樅辿物に亀裂 ・陥没 ・不等沈下などが発生し、機

械 ・屯気設備においても機器の一部に損傷 ・変形な

どの被害が発生した。このため、処理勘で下水処理

に一時支節を来したが、直接、市民生活に支即とな

る被害には至らなかった。これらの機能回復のため

の応急処・i在は2月上旬にすべて終了した。

管きょについては、管の一部に狽偽 ・クラックな

どの被害が発生し、漏水筒所が多くみられた。また、

地盤の液状化発生地域では、管の浮上による勾配不

良があったが、人孔 ・管きょの破壊といった重大な

被宙はなかった。

下水道施設の被害状況
（平成9年3月26日現在）

施 没` 名

処理勘（全体3)

東部第1浄化センター

東部第2浄化センター

北 部浄化センター

ボンプ楊（全体8)

大庄 ・栗山 ・尾浜 ・邸田 ・富松

・中在家の各中継ボンプ勘

管渠

〇幹線管渠（全延長約82km)

（ 
暉 1,650mm以上の幹線54)

路線のうち36路線に被古

〇枝線管渠 （全延長約951km)

（ 
管内目視割在で、何らかのI
被宙があった延長約34kmに

ついて管内をテレピ調．在

注 ：l(） 内は饂、 i暉 で内1t
2 事務牝は除いている
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被 ‘,1; の 内 容 被 ‘、If 額

汚泥掻寄機チェーン脱輪およびフライト板破拍、汚 (7件 33,896千円）

泥浪縮梢汚泥掻寄機拍勧、配管ダクト類の担偽、建物 27件 112,657千円

および場内舗装のイU裂、コンクリート構造物の亀裂

および継手部の狽偽、 l"J扉およびフェンスの捐勧等

水処理施設機械等の支節により、一時師易処理

をしたが、北部浄化センターは 1月18日、東部

第2浄化センターは 1月25日、東部第 1浄化セ

ンターは2月2日に邸級処理に復した。

除塵機チェーン脱輪、ボンプ基礎狽偽、沈砂池、放 (3件 13,332千円）

流渠および冷却水槽の亀裂、屋上防水シート破狽、 12件 36,896千円

建物および場内舗装のイ〇裂、照明器具破担、フ ェン

スの狽偽等

管ジョイン ト部の一部拍偽、管クラックによる漏水 4件 74,959千円

等で、とくに重大な被出はなし

（ 
復旧延長 約27km 補修必要饉所324か所

） 路線比率約67%

人孔、管のクラック、ジョイント部の破担等で、漏 (24件 217,047千円）

水、とくに液状化発生地域では管の浮上による勾配 44件 958,580千円

不良等があったが、人孔、管の破壊というような重

大な被害はなし

（ 復旧延長約19km うち布設替延長約 7km ) 
全延長に対する比率 約2%

計・
(34件 264,275千円）

87件 1,183,092千円



●第4節 電力施設

関西電力株式会社神戸支店発行

「兵Fl1県南部地店被害からの復旧の概嬰

（応怠復1H編）」 から抜粋

1 応急 ・仮復旧基本方針の確立

地紺発生直後、瞬II寺に260万I|i.fの停電が起こ った

が、 7時30分現在の約100万fl:の供給支節に対処す

べく被宮状況を掌握した結果、健全な設備または仮

留め等、手匝しすれば使える設備がかなりあること

が判り、 fl,1嬰の減退もあって、台風時などに行う仮

復旧 • 本復旧という 手順とは変えて、その前の段階

の 「応急送fじ」という体制をとることとした。

即ち、送軍 ・変地設備については、使える設備に

より系統を構成し、拍壊の恐れのある鉄塔は支線に

より仮留めすることとした。

停電エリア (-Ill停電工＇］ アと含{;)

I /17 7: 301.11在盟品りロココ
1/18 s:oo現在内ぶ）ア 亡Iコ
I /20 6: 00現在恨甜てコ

（家aの焼失、捐壌囀によリ送電できなtヽ
約2万戸は合哀ない）

〇孜字 ：1/20 6:00現在の停電回線数
（一郎送電Sc)
1/23 15:00現在応息迭讚完了

h•[＇1じ設Viiiについては、地中線部分は後にし、出来

るだけ架空線で送り込むこととし、また一部担偽の

少ない遁柱を使うとか、切れた'1じ線を繋いで使川す

るとか、あるいはルートを変更して健全な設備から

延長していくという形で進めた。

停止した火力発電所については、破狽した防振金

物等を応急修理し、使用不能となった水タンクは別

系統を使用する等により、再起動することとした。

2 復旧対策の基本

(1) 地震発生直後の対応

当社の給⑯所 ・ 変⑮所•発‘iじ所等においては、 交

替勤務により24時11¥I休制で軍力系統の監視 ・運転等

にあたっており、また営染所においては、祐直者を

ii，tき夜1叫ijの事故等にviiiえている。

地紺発生時、中央給⑯指令所では、軍力衛要が

1,270万kWから940万kWに怠降ドするとともに、

周波数が定格の60Hzから瞬IMJ的に60.45Hzまで上外
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した。軍源側は、火力機が次々に停止し、迎転中 ・

起動中の35機のうち、大阪湾から播磨灘にかけての

沿岸にある12機が自動停止した。

幸い水力発⑮所や若狭の原子力発軍所には彩勝は

なかった。結局、176万kWの発氾支節が生じた。

そして送発電設備、配雷設備の被害により、兵lflI県

南東部、大阪府北部、淡路島を中心に、当社の4分

の 1にあたる260万軒が停軍した。

地店発生とそれに伴う大規模の停囮発生を把握し

た給霊所は、直ちに機器の操作指令を出し、これを

受け、発氾所は出力変更を行う一方、変⑯所では紺

力機器を操作して飩全な系統への切替えや別ルート

からの送軍を試みた。その結果、 午前7時30分には

停⑮軒数は100万軒まで減少できた。

一方、営菜所では宿匝者がお客さま等からの軍話

対応や各所への連絡を行い、屯力所では無人変屯所

等へ出勤し、被害状況の確認等にあたった。

(2) 応急復旧

① 電力供給系統の応急復旧

氾力の術給については、 幸い原子力発軍所が紐全

であったこと、待機中の発電機を起動したこと、お

よび自動停止した12機の火力機中4機がその日のう

ちに迎転を再Iji1したこと等、ならびに地店によりil,1

要が減少したことから、間題はなかった。

一方、送変屯設備については、他力供給網の上位

系の50万V系統が健全であり、被害を受けた275kV

以下の系統に対して、健全な設備を使い275kV系統、

77kV系統、 6kV系統等という形で順次下位系統を

構成することにより復旧していった。

これにより、地店発生当日の夜20時の停軍軒数は、

約50万軒に減少した。また、翌18日午前8時には、

一応すべての変電所において不完全ながら供給体制

をとることができた。 しかし、配電設備の被雹が大

きく、この時点ではまだ40万軒が停軍していた。

② 配電設備の応急復旧

配園設備では、家屋や建物の（到壊などにより 3千

本以上の軍柱が狽助・切担し、焼失したもの 1千本
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以上、液状化現線に伴う領斜等を含めると 1万本以

上の'1じ柱が被古を受けた。

加えて軍線の断混線もあり、神戸支店管内では、

6kV高圧配⑯回線の31％にのぼる回線が被宙を受

けた。とりわけ三宮営業所では、被密が全回線に及

んだ。

今回のi且災では各地でライフラインが寸断された

が、特に屯気は人命の救助 ・忍者の治療、防災 ・役

旧・被災者支援の実施、被災者の精神的不安の解消

等には不可欠であり、一刻も早い遥気の復旧が望ま

れた。

復旧にあたっては、全社から応援要員をはじめ邸

所作業車、穴掘建柱車等の機動車を被災営業所に集

めた。工事部門の協力会社からも、当社の変諮に応

えて、近畿全域から大址の人艮・機材の手配 ・派辿

がなされた。

また、全国の雷力会社から応援の申し出を受け、

各社から多数の応援嬰員や邸圧発軍機車等の支援を

受けた。

応急復旧にあたっては、早期送俎を目指して折れ

た電柱に副木を当てて使うとか、切れた屯線を繋い

で使うとか、また多人数の復旧人員に対する指揮命

令を徹底させるためプロック化するなど、混乱の中、

知恵を絞り工夫を凝らしながら、祈実に停心範囲を

狭めていった。

また、復旧作業の実施にあたっては設備安全、作

業安全、公衆安全を当社社員が確認した後、送俎す

ることを徹底し、二次災害の防止に万全を期した。

被災事業所では、道路の担壊と車の大渋滞のため

食料や宿泊施設等が満足に用慈できない劣悪な琢i撹

の中での過酷な作業となったが、軍カマンとしての

使命感をバネに昼夜分かたず全力をあげて復旧に取

り組んだ。

その結果、地震発生6日後の 1月23日に応急送屯

体制が整い、送電可能なお客さまへの祝力供給がほ

ぼ完了した。

因みに、応急送泣完了までの7日1lilの神戸支店に

おける復旧動員数は、最大約5,700人、合計では
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3万1,750人にのぼった。

(3) 復旧に向けての取り組み

① 仮復旧

バイパスケープルや仮設線によって仮の系統を構

成したもの、応急復旧時点よりも侶頼度、送屯容位：

をより強化しておく必嬰のあるものについては、 3

月9日に改修工事を終えた。

② 本復旧

木復旧は、基本的には遁力設(iiiiを俎災前の状態に

復旧していくことであり、 3段階に分けて実施して

いくこととしている。

まず、梅雨入りまでに地割れや地滑りなどの恐れ

がある地域の屯力施設の二次災雹発生を防止する。

次に、屯力術要がビークを迎える夏までにトラン

スの交換などを行い、供給力を確保する。

i立後は、台風シーズンまでに風水害への備えを整

え、復旧に時I~りを要するものについては、十分手立

てをし、少なくとも年度内完了を目檄に進めること

とする。

なお、地中線等長期にわたるものについても梢カ

的に対策を進めていく 。このため、神戸支店の人員

も約200余名を増強した。

③ 本格復興

今後、新都市構想にマッチした電力設備の形成が

求められるであろうが、これについては、地域の復

興計画に合わせて設計 していく方針である。

3 被害状況の復旧対策の概要

〇 尼崎営業所の配俎設備被害の特徴

激しい揺れによる電柱の折担・傾斜が被害の大部

分を占めており、この他、鉄塔付近の地割れによる

部材の変形、管内南部の川に而した箇所での電柱沈

下等が発生した。

このため、管内の全配線306回線の内、 28回線

(9.2%）が被害を受けた。

設備被害率は、電柱2.2%、電線1.8%、変圧器

3.2％であった。

地中線関係については、配軍線事故原因となる狽

傷は見られなかったが、液状化地域での管路折損、

人孔破担、ケープルが引っ張られる現象があった。
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尼崎営業所

1 被害の特徴

(1) 外線関係

① 鉄塔付近の地割れにより部材の変形が発生

した。

② 激しい揺れによる軍柱折拍および頻斜等が

900本

③ 管内南部および川に而した箇所での電柱沈

下が約100本

④ ボルト外れによる落下防止金具の未取付箇

所で変圧器の頻斜が約1,100件

⑤ 変圧器リード抜けによる事故 ・不点の多発

が約110件

⑥ 変圧器内部のコイル断線が発生した。

⑦ 同iliI！ケーブルや増幅器の焼損が発生した。

(2) 内線関係

① 家屋支持点外れが約1,780件

② 計器 • BOXの破損が約280件

③ 家屋の揺れによる屋内配線の断線

④ キュービクル内計器用変成器リード線の混

触が多発した。

⑤ 計器用変成器のずれ、ボルコンカバー破拍

による短絡が発生した。

⑥ 平型DV線の断線が多かった。

⑦ 架空ケーブル引込線で支持点付近の柱 ・槌

の被習が多かった。

(3) 地中線関係

① D/L事故原因となる損傷は見られなかった。

② 目に見えないためモニター等が入らない。

③ 液状化地域での管路折担、人孔破狽ケーブ

ルが引っ張られる現象があった。

④柄の両端、変園所引出口等堅固な構造物と

の取出口の管路折拍が多かった。

⑤ 現場打人孔がプレハブ人孔に比べて破損率

が高い。

2 復旧作業で苦労した点、工夫した点

(1) 外線関係

① 初期調査段階から俊先順位づけを行い早期
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復旧に役立った。

② 熊線の混侶で苦労したが、携帯‘'じ話が早く

用意され非常に良かった。

③ 事故復旧においては、事故箇所が複数以上

あり送屯には十分注慈を払った。

④ ガス漏れ発生箇所の付近は送⑮を見送った。

⑤ 液状化した後の頻斜手直しは、工事方法が

難しい（ジェット哄射方式でうまくいったも

のもある） 。

(2) 内線関係

① 仮送屯については、伯れない作業も行った。

② 支持点の仮支持にいろいろ工夫した。

③ 大災宮であり全般的に閻所作業車 ・材料 ・

工具等が不足した。

3 復旧体制関係

(1) 外線l具l係

① 近郊の寮に若年社員が多数おり、比較的早

く出社でき、体制もH6 • 7伊丹激雷事故時

に確立されておりスムーズにできた。

② 南支店の応援により被也調杏 ・仮復1日工事

の体制が整えられた。

③ 自宅近くの他事業所へ出社しても、復旧作

業の役に立てなかった。

(2) 内線関係

① でんき工事ホームセンターの協力があり非

常に助かった。

② お客さまセンターサービス係の7名が内線

復旧に加わった。

4 工事関係、資材調達関係

(1) 外線関係

① ⑯柱煩斜が大部分を占めているが、迎柱班

が1班しかなく応援に頼らざるをえなかった。

② ’iじ柱煩斜に伴う側洲の｛波担の修理が多く、

手問取った。

(2) 内線関係

① 支持点外れの多発による内線工事が不足し、

雨水没水によるクレームが発生した。

② 地磁発生の1週l1ij後から全撤申込みが多く



なり、対応に追われた。

5 その他（お客さま対応等）

(1) 外線閾係

① 余震に対して神経質になられており設備の

説明に苦労した（ 「絶対に倒れないか？」と

しつこ<|ilかれた）。

② 「大丈夫です」の言薬で安心されるケース

もかなりあった。

③ 高所作業車でエ市中、落下しそうな瓦の取

り外しを依頼された。

(2) 内線関係

① 軍気と火災をダブらせた印象を与える明確

な根拠のない報道に士気の低下を心配した。

② 天災ということで仮復旧送軍できたときは

喜ばれた。

③ 支持点外れによる家屋狽傷で賠恨関係の'fi

I}りに困った。

④ ‘i屈気湿水器の転倒に関する申し出が多発し

た。

⑤ 各避難所から照明の依頼があり投光器の取

付をした。
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●第5節ガス施設

大阪ガス株式会社発行「阪神 ・淡路大厖

災 被害・復旧記録」 から抜粋

地震当日の活動 ・措置

1 供給停止

地震発生直後から設骰された本社および各事業所

の対策本部では、状況把握に努めた。当初は正確な

状況把握は困難であったが、行政機関、テレビ・ラ

ジオからの梢報、顧客からの通報、さらにヘリコプ

ターを飛ばしての目視により、多数の家屋の（到壊や

火災、高速道路の損壊など、想｛象を絶する被害が認

められた。

当社では地店対策として、供給区域を地域別に8

つのスーパーブロックに分割し、これらをさらに55

のミドルプロックに分割して、地紺発生時に被害の

大きいプロックを分離、独立させ、そのプロックへ

の供給を停止できるようにしている。

今回の厖災では、被害の状況と大規模な供給停止

による顧客への影密度合いや復旧の困難さなどを比

較勘案し、 二次災害防止の観点を優先して17日午前

11時30分に 「神戸2」 「神戸3」の供給倅止を決定

した。続いて、 17日のうちに「大阪北7」 「神戸1」

「神戸4」プロックの供給を停止した。

また18日以降には、神戸5ブロック内で二次災害

防止のため3つの団地への供給を停止するとともに、

ガス管内に水が流入して供給に支節が出たため、 14

か所で局部的に供給を停止した。最終的には供給を

停止した戸数は85万7,400戸となった。

これは過去蚊邸である昭和53年6月の宮城県沖地

厖における約15万戸の供給停止を大きく上回り、 当

社はもとより日本のガス事業者として初めて経験す

る大規模な供給停止となった。
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追加供給停止の日時と戸数
（地俎によりガス管内に水が流入し
供給支節が発生したため供給を停止）- . -. 

復Ill 対（~|＇lt故発IK Ill不良発生
倅Il：戸数

11 II、i の 均 所 戸数

1月18日 大阪市
4,003 4,003 

5: 00 大正区節町

1月18日 盟中市
519 519 

8: 00 千里園

1月18日 大阪市
1,619 1,619 

15: 00 西淀川区佃

1月18日 大阪市
454 454 

17: 00 此花区面島

1月18日 伊丹市
804 804 

17: 00 中野西

1月18日 伊丹市
97 97 

22: 00 池尻3丁目

1月19日 尼崎市
3,022 3,022 

10: 00 立花町

1月19El 神戸市
403 403 

11 : 00 北区花山台

1月19日 大阪市
103 103 

16: 00 此花区伝法

1月19日 尼崎市
166 166 

17 : 00 常松1丁目

1月20日 尼的市
396 396 

16: 00 束本町

1月21日 神戸市
497 497 

13: 00 北区附5条

1月21日 尼崎市
81 81 

18: 00 南塚口

1月23日 神戸市北区
299 299 

23: 00 大池見山台

A ロ 計 12,463 12,463 

復旧活動

1 活動開始

復旧活動は二次災害防止のために供給停止した顧

客約86万戸を対象として行った。またこれと並行し

て、被害の比較的軽微な尼崎地区 （兵ilt供給部エリ

ア）、淀川地区（大阪供給部エリア）、北摂地区

（北部供給部エリア）では供給を継続しながら被害

箇所の修繕を行った。

地俎発生当日、まず地店の彩密の少なかった南部・



東部・京都・奈良・和歌山の各地区から、応援隊を

兵｝出および大阪、北部の供給継続地域に派辿し、訓

れ箇所および差水箇所の修紐を進めた。供給継続地

域の漏れ修繕は、 1月31日まで312班、 2,235名の体

制で実施した。

また、供給停止操作後、中圧設備の点検を進めて

いた中1£供給隊も 1月19日には新たに発足した中圧

修紐隊と協力して本格的な中圧復旧作業にi(t手した。

当社では日木ガス協会の 「地店・洪水等非常市態

における救済措的要網」に基づき、1月18日にガス

協会近畿部会を通じて救援を要甜した (H木ガス協

会では 1月17日に先辿隊10名の派辿を行い、 当社対

策本部と協議を開始） 。 1月191:1には第1次応援隊

が到好、翌 1月20日には第2次応援隊も到沿し、供

給停止地区の低圧禅秤網の後旧作業を開始した。当

社の部隊も、供給継続地区の漏れ修紐（乍菜が完了 し

次第、順次、供給停止地区の復IFI作業に合流し、 2

月上旬には本格的な復旧体制が整った。

2 （以旧作業の進捗

似旧にあたっては、まず病院、火召料勘、ゴミ焼却

楊などの社会的に重嬰な施設へ早期にガスを供給再

l}i1するため、ならびに低圧供給顧客の復旧を進める

際に必嬰となるガス供給源を早期に確保するため、

中）!:E@管の復旧を24時間体制で実施した。中｝Eの似

旧作菜では、ガスの庄）Jを段階的に上げながら漏れ

箇所を発見し、修紐を行う。このため、復1H作菜は

ガス圧力の舛降の紐り返しとなり、作業を安全かつ

効率的に行うため、工事会社と緊密に連携をとりな

がら作業を進めた。この結果、 2月11日には一部の

路線を除き中圧供給顧客の役旧と低圧復旧のための

供給源を確保することができた。

低圧で供給している顧客の復旧にあたっては、供

給を停止した5つのミドルプロックに合計220余り

の復旧セクターを設けた。そして、地区別に各修紐

隊が20前後の復旧セクターの復旧を担当した。作業

は 「1日でも早 く1戸でも多くの顧客を復旧する」

という観点から、被宙の軽微な供給継続地域の周辺

部分から1}り始した。復旧作業は現地対策本部から離

れた地域で行われるため、川西、 宝塚、 三田、明石

などに前進基地を設け移動時間の短縮をはかった。

復旧作業地域が激i立地区に進むにつれて様々な困

難に遭遇した。このため、対策木部では、現楊の状

況にあわせてどのようにすれば役旧作業が効率的に

進むかを検討し、ハード・ソフト両而から様々なこ［

夫を行った。

復旧作業を最も困難にしたのが、水の流人である。

当初は釧路沖地袋の実紹などから1セクターを4~

5日間で復旧できると想定していたが、ガス管内に

大iitに流入した水や土砂の排出に手1iij取り、 1セク

ターの復旧に 1巡1/cil以上かかることもあった。阪神

間では六甲Il」と涌にはさまれた坂の多い街並みが続

き、邸台で入った水がガス管内を流れ低い所にたま

る。このため、顧客のガスメーターを外すと水が勢

いよく出てくる現楊や1トン以上の水を抜いてもま

だ水が出続ける現場もあった。水の流入があまりに

行政区別の供給停止戸数

「 t r 政 区 供給倅 Il：い数 | 
神 戸 市 493,050 

束 灘 区 86,700 

灘 区 63,550 

中 央 区 70,500 

兵 hli 区 63,200 

長 El:l 区 64,600 

須 魃 区 32,400 

亜 水 区 87,300 

北 区 12,200 

西 区 12,600 

尼 崎 市 3,650 

明 石 市 24,200 

西 ,ItとrI 市 170,400 

芦 屈 市 37,600 

伊 丹 市 2,100 

宝 塚 市 69,100 

J 11 西 市 39,500 

猪 名 J 11 町 5,200 

大 阪 市 6,150 

豊 中 市 500 

池 田 市 50 

豊 能 町 5,900 

ムロ 計 857,400 
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も多いため、急きょ、吸引式の水抜き機を染入し、

現場で利用した。また、液状化現象の発生している

現場では、管内に土砂が流入しガス管をふさいでい

る場合もあった。このような現楊では、下水管の洗

浄に利用する碍圧洗浄Iliとバキュームカーが威力を

発揮した。

この他、道路渋滞による現楊到舒の遅れを避ける

ため、組合の協力を得て早朝出勤を行い、少しでも

作業に早く充f手できるよう努めた。

また、この頃になると（到壊した家屋が道路を塞ぎ、

復旧作業に克f手できない現場が増えてきた。このよ

うな路線では、修紐隊は次のセクターの復旧に進ま

なければならないため、道路に埋設されているガス

の木支管や顧客への引き込み管を切断し、調究継続

路線として修紐隊から復旧フォロー隊に復旧業務を

引き継いだ。

週末や雨の日、夜間も作菜を続け、 3月10日には

復旧対象となる顧客の80％を復旧することができ、

俎度7の激厖地区を残すのみとなった。前進基地も

この帯状の未復旧地区の周辺に集中させた。この激

iは地区では、ガス管内の水、 土砂に加え、（到壊家屋

が大幅に増え、各戸への引き込み管を本支管から切

り離す作業などで復旧効率は大幅に低下した。この

ため、作業効率を向上させるため、復旧先行隊とよ

ばれる引き込み管切り離しの専門部隊を編成した。

また、（到壊家屋の解体・整地を行っている場合には、

ダンプカーなどの出入りが多く復旧作業に沼手でき

ないため、エ期の調整や臨時供給の手配などを行っ

た。
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●第6節 電気通信施設

日本「E信叱話欄尼崎支店作成府料「尼崎

支店における『阪神・ 淡路大俎災』に伴

う被‘If及び復旧活動について」から抜粋

尼崎支店における取組み経緯

1 /17（灼 ＊大地磁発生

・CUSTOM迎用開始

・支店災古対策本部設itt

・災害復lH活動Ilii始

1 /18(水） ・臨時公衆俎話及び特設公衆氾話設irt|｝f•J

始

1 /19（木） ・市役所災害対策用臨時回線の設irt|｝fl

始

1 /2CX金） • 本社法人営業部等と連携した屯要ユー

ザー対応1)ij始

1 /21（土） ・市役所にTV会蔽システムを設irl

1/22（日） ・難聴者対策用FAXの設iiit1:）i]始

1 /23（月） ・営業窓l1に来客者殺到し、 CUSTOM

による1t務輻校のため 「仮II寺受付」処

理に変更

• ⑤B 回線増設 (528回線）

・武附B、尼崎C、SLICPKGWI設 (48

回線）

1 /24（火） ・窓口に来客者殺到したため10時50分で

閉鎖

・匝常工事グループを編成する。

（大ロユーザー対応）

1 /25(水） ・殺到する来客者へ 「仮受付」で対応し、

営業時間を維持

1 /26(木） ・104回線の設定先変更 （神戸⇒大阪）
1/27（剣 ・尼崎C、尼束C、尼北D、SLICPKG

咄設 (552回線）

・支援者用のCUSTOM端末 (3台）の

坪1設丁．事

1 /28(土）～ 1/29(日）

・営業窓口及び116の臨時開店

1 /30(月） ・キャプテンによる店災梢報提供

（阪神尼崎駅）

・「避難場所FAXおことづけサービス」

の開始

1 /31（灼 ・仮設住宅への屯話取り付け作業の開

始

2/4（サ ・；営業窓口及び116の臨時開店

2 / 5 (13) ・ライフライン屯話帳を避難場所に配

付

2/6（月）～ ・通勤困難社はへ宿泊施設の措ift

2/7（火） • CULTASのサービス開始

2/9（水） ・尼束B、SLICPKG増設(224回線）

・尼崎SO工事レスキュー隊編成

2/11（サ ・営業窓口及び116の臨時I'm店

2/17（金 • SOエ市筍稼働支援の第一陣到滸

（北涌道、四国、北陸から100名）

2 /20（月） ・支店災害対策本部から復旧本部へ変

更

3/5(1:1) ・尼崎市合同慰虚祭

3/9（木） ・尼崎市俎災復肌Jiり本計画策定委且会の

l紺催

n 通信サービスの確保状況

1 故即処理件数

(1) 一般加入屯話サービス

① 1月28日以降持越し修理を解消し、即日修

理のサービス水郡まで回復

② 1月31日の応急役旧完了宜耳までに1,875

件の故仰修理、通常の約2.5倍

③ 故悴箇所は、引込線が34%、屋内線や屯話

機等宅内設備が60％を占める。

④ 修理菜務に当たっては、支店の総合メンテ

ナンス担当 (4人配附）によるTEに当たる

支援

(2) 公衆軍話サービス 〔全公衆＇iじ話の点検

(3,372台）〕
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【故障修理状況】

累積受付件数

300 
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① 点検の実施

l) 委託公衆は社員による電話と訪問調査、

キャビネットは公共電話サービス、直営公

衆は共済会

2) 公衆電話故節：故節率 357件 (10.6%)、

金庫充満 87件 (2.6%)

3) 施設罹災： BOX 17件 (3.0%)、キャ

ビネッ ト 73件 (6.6%)

② 支店の公衆軍話担当による故即修理のTE

支援 (2人配i位）及び金庫充満対策の実施

(3) 専用線サービス

① 故節発生は2月1日以降、平常時（約2件／

日）まで回復（累計修理回数： 82回線）

2 設備の被害状況

【故障箇所の構成］

項 n
被災件数

nWi件数
未りげ't数

＊数値は平成7年3月15日現在

叫 t伍斜等Iケープル故即 Iケーブル唾Fl引込 垂 FI11込 切断 1と う 近 1竹格／MM
230本

128 

102 

21件

21 

゜

紐
一38
-

。

1,450件

1,450 

゜

215件

215 

゜
1口三冒tI:

注） ：「未措i社」については、今後計画的に措位していくこととしている。
※サービス回復が困難と判断される回線数 （約1,100回線）
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3 サービス同復が困難と判断される回数線

（約1,100回線）

Ill 復旧額及び減収見込み額

1 復旧額

辿（ふ郎ii | 4低円

舎
9. 
r
h.
 

[ ：I::木設備 2. lt-o：円
線路設備 1.9低1:1_1

0.2低円

2 秘木料金の減収見込み額

、F成 6年｝g
7年｝g

1̂1 ＂ト

7低4,700万円

2低 800万円

9低5,500万円

3 仮設住宅等への対応

平成7年3月14日現在

阪股 (E宅 1筒／rr2:I 1;，60? I 1:1卜：：4.(
l|i1:r；(t宅等

介，ii・
23 

46 

182 

1,782 

100% 

35% 

＊工事実施率：先行L:lt数を示し、開通数とは一致しない

IV 災害救助措慨及び大ロユーザ対応

1 特殊公衆屯話等の設i性

(1) 設i社1竹i所

(2) 総同線数

(3) 軍話機数

92か所

220回線

110台

(4) 難聴者FAX 91台

(5) おしらせFAX 10か所、 19台

2 災害対策用臨時心話の設iifi

(1) 市役所関係 102L 

(2) 教育委員会 12L 

(3) 県密 lL 

(4) 新聞社 3L 

(5)復旧工事（水道、新幹線等） 14L 

〇阪神 ・淡路大俎災に伴う尼崎支店の災害似IHの実

施について

1 実施状況

(1) 通侶サービスの確保実施状況（被災した通信

サービスの復旧 ・確保への取組み）

① 尼崎支店災害対策木部の設附 (1/17AM 

8:00技サセンター⇔PM2:00支店長盗）

② H々尼綺市災古対策本部‘点に出向き、被災

状況及び尼崎市災古対餃本部の動向に関する

梢報の早期把樹とそれに碁づく設備対応の実

施

③ 尼崎市役所への災：占対策用等臨時屯話の設

i社 (102回線） 、特設公衆電話の投骰 (220回

線・電話110台、 FAXllO台）及びTV会議

回線の設ii',：

④ 急珀する転出人オーダーに対応するための

SOエ市実施体制の確立

1) S 0工事レスキュー隊（自支店10名）に

よるSO工事の実施（約250件）

2) 他支社からSO工事支援部隊の派追

(4支社⇒約100名）
3) CUSTOMオーダー投入体制の強化

（木社等）

⑤ 他支社から所外復旧工事支援部隊の派追

(2支社⇒約50名）
⑥ 仮設住宅に伴う一般加入者端子(1,248端子）

及びISM端子 (26端子）削設

⑦ 交換機の巽常措骰及び網措骰

⑧ トラヒックh砂IIに伴う ZCへの回線咽設

(5 B560回線）

⑨ 104回線（尼崎Bu)を神戸NPSから大

阪NPSに振替 (30回線）

⑩ 法人＇，営業部と連携した被災地からの転入人→

口91ユーザーの回線復旧措附 （屯話222、回

線 ・ 専用 7 同線 • INS4 回線）

(2) 被災者への支援実施状況

① 避難者へのライフライン確保に向けた「特

設公衆屯話」の設附

【92か所、 220回線】

[ ~1月19日 27か所

~l月22日 60か所

~l月30日 5か所

,

4
 

線

線

線

回

回

回

5
5
5
0
1
5
 

ー

② 「おことづけFAX」の設附

1月25日 10か所 29回線
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③ 店災梢報のビデオテックス設i社（阪神尼崎

駅構内 ：1 月 30日サービス 1:）•t1始）

〇お客様サービス

今回の阪神・淡路大厖災における料金措的として、

①基木料の減免、②支払期限の延長、③料金改定時

期の延伸、④ライフライン確保のための利用停止解

除等の措i社を行った。

なお、支払期限の延長については一般諮求思を対

象とし、口座振替のお客様は通常どおりの振替とし

たことから、 「料金お問合せセンター」を設骰しロ

座振替のお客様の支払期限延長のお申し出を受ける

こととした。

基本料等の減免について

(1) 減免内容および対象地域

被災地における軍話の基本料等を、地磁当日 (1

月17日）から2月末日まで無料とした。

なお、3月以降も利用できない厖話の碁本料等は

引き続き無料とするとともに、回線役旧に伴う工事

も無料とした。

また、2月1日から実施した料金改定に関して被

災地におけるすべての軍話の基本料は7月末日まで

現行料金のままとした。

① 被災地 (11市7町）

兵庫県 神戸、尼崎、西宮、芦屋、伊

丹、 宝塚、川西、明石、 三木、

洲本市、禅名郡の津名・淡路・

北淡 ・一宮町、東浦 ・五色町、

三原郡の西淡町

大阪府 盟中市

② 対象加入者 約200万加入

③ 加入瑶話の収容区域と、市町村の様界が必

ずしも一致していないことから、周辺地域も

含めて対象地域とした。

(2) 減免対象料金

回線使用料、配線使用料、機器使用料、付加機能

使用料等の月額料金

(3) 料金減免のお客様周知

料金減免対象のお客様に、諮求1}等に減免内容を

188第3部 復18から生活再建へ

記載したお見舞い文を同封した。

お見舞い文送付期閻

：平成7年1料金月D群～2料金月C群

(4) 支払期限の延長

① 一般諮求柑でお支払のお客様

1) 1月中に支払期限の到来するもの

3か月の延長

2) 2月中に支払期限の到来するもの

2か月の延長

3) 3月中に支払期限の到来するもの

1か月の延長



●第7節交通機関

地店発生後、塚口営染所では、午前611寺ごろ、運

行管l|！代務者が路線パ トロールに出発していった。

一方、武叩営業所では、出廂させるかどうか塚LI

営業所に相談しようとするが、連絡小能となってい

た。

塚口営業所では、路線パトロールllIから、道路状

況は信号機が点いていない程股で人きな被宮はない

との報告を受けるとともに、営業所周辺にも大した

被害がなかったことから、各乗務員に対し異‘粘を発

見した場合、ただちに迎行を中止し、報告するよう

指示して出Irltさせた。

ただし、 92勤務中16勤務について、欠行となった。

武／ili営業所では、闊lj所長が出勤してきたので、迎

行管.El！代務者が路線パトロールに出た。

営業所から宮 ノ北団地に向かう途中、国道171号

線から宜ノ北団地までは、屋根瓦などが追路に散乱

していたが、バスの運行は注意すれば可能であった。

次に、宮ノ北棚地から祁松まで行き、‘iit松の新幹線

,:':j架下では、橋脚が落下していたが、 lm程駿であ

り、この時点ではバスは十分通過可能な邸さであっ

た。西屁協l丁目で電話連絡しようとしたが、多く

の人が叱話待ちしていたため、 無線でその旨連絡し

た。四屁似 1Tlゴから時友を辿り武1ili之；即駅までパ

トロールを実施し、武｝車之荘駅から西武／il'lを通り、

武／J忙元町 1丁目から武｝rl哺6店街をへて営業所に帰所

したが、西武／ilIから武｝出元町 1丁目のItilは、プロッ

ク塀が｛到れており、迫路の幅3分の 1ほどまで散乱

していたが、バスの）ヤ側通行は可能であった。

道路は晋段に比べすいており、阪急電車が不通と

なっていたこともあり、途中のバス停には、乗客は

ほとんどいなかった。バスの運行が迎れたり、欠行

したりしていたが、乗客の茜tiりやIt::lい合わせはほと

んどなく、むしろ他のバスが運行していないのに、

市バスが迎行していると聞いて、びっくりしたり感

心したりしている様了であった。

塚口営業所では、運行計画担当課職員が南部へ路

線パトロールに出発していった。

パトロールを始めたこるは、（且号が作動していな

かった程度で、路線 1：は大きな支節は認められなかっ

たが、南部地域へ行くほど被‘出が大きくなっていっ

た。中浜交差点付近では追路冠水により通行不能と

なっており、中洲栖道路の陥没、東涌岸町交恙点迫

路の陥没などが確認された。

武卯営業所では、ようやく無線により塚口怪；業所

が出hliさせていることが確認できたことから、でき

る限り安全運行に努め迫路状況などに注怠して迎行

するよう指示し、全車を出）！Itさせた。

体験

出庫すぐに常松から武碓之荘までの間を運行した。

常松までの回送途中、新幹線高架下では、橋げたが

上から約2m程度まで落下し、線路が空中に浮いて

いた。道路には橋げたの大きなコンクリート片が散

乱しておリ、一部道路をふさ＼、で＼‘たが、I;'スの高

さすれすれで、道を選んで通過することができた。

常松ての乗客は2~3人で、途中の停留所でも各l

人程度の乗車しかなく、通常武庫之荘ま での乗客が

30~35人はあるのに、 6~7人程度であった。

バスのダイヤは、地震の影界でかなり遅れ等があ

リ乱れて＼‘たが、乗客からは一言の苦情もな〈 、む

しろ「I¥スは運行して＼‘な＼ヽ のではな＼、かと心配し

ながら待って＼‘た」と＼‘った声をかけられ、かえっ

てこのような状況でIくスを運行して＼ヽることに感糾

された。

運行中、マンションが傾＼ヽて＼‘たり、道路がひぴ

割れて＼‘たリして、走行環境は良〈なかったが、車

の通行益が廿段よリ少なく、道路の安全な部分を選

んで走行することができた。

また、阪怠電車が不通になっておリ、そのことを

乗客に話すと 、びっくリしてどこかに連絡するため

に公衆電話のところへ行く人が多かった。

なお、武庫之荘から発車するバスには、ほとんど

乗客は＼‘なかった。
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塚口営業所では、明倫中学校前の屯柱が倒壊し、

通行不可能との報告が入り、 50番波洲稲薬荘線およ

び18• 19番南部循環線の出屈敷から大庄西までの区

間については、蔽初は、国追2号線、その後43号線

に切り替えて迎行した。

午後に電柱が撤去されるとともに、正常迎行に戻

した。

引き続き路線パ トロール車から異状報告が入り、

う巨lなどの対応に追われた。

束佑j洲栂付近の道路陥没で迎行不能となり、あわ

せて南初島町付近の道路状態不良、東湘岸町交差点

の逍路陥没、大邸洲町付近の中島川股岸沿いの迫路

崩壊等により、53• 54番東涌岸町線の運行を中止し

高洲バス停留所の被害

た。

八幡栂付近中浜バス停付近と中洲栂付近の道路陥

没により、80• 81番中浜線の出屋敷から第三発軍所

間と83番の出屋敷一神戸製鋼間の迎行を休止、 63番

浜田線は中浜から八幡梱経由大浜 1丁目までの間を

道慈から逍邸町6丁目経1山元浜間にう回し、運行さ

せた。守部公園付近でガス枷れが発生し、同公園1)1j

道路が通行できなくなったため、 16番西部循紺線R

については、水幽llII4丁目から西武印までを尼宝線

と園田西武IIli線を迎ってう回迎行を行うとともに、

49番南武即・七松線についても水拡llII4丁目から南

武hli之荘5丁目までを尼宝線を通ってうl亘l迎行させ

た。

l<;x)第3部 復1日から生活再建へ

引き続き路線パトロール車から異状報告が入り、

う回などの対応に追われた。

また、各地で道路渋滞が発生、とくに市西部地域

の渋滞が著しく、 早出勤務により出liliしたバスが渋

滞のため入／巾が大輻に遅れたことから、午後に出胆

する車両の手配が非常に困難となり、その対応に追

われた。

塚口営業所では、当日の175勤務のうち33勤務が

確｛呆できず、また、人附遅れが続き30分未禍の遅れ

が23勤務、30分以上60分未満の遅れが10勤務、60分

以上の遅れが17勤務の計50勤務で、全体の29％の彩

惣となる。 最大は 6 時1/•il27分の遅れ。 また 、 塚 l:J • 

武1巾営業所をあわせた巡行本数1,962本中477本、24

％に欠行が生じる。武hli営業所では、とくに阪神尼

崎方面iに迎行しているバスの遅れや、尼宝線の渋滞

による欠行、遅れがしだいにひどくなり始めたため、

午後過ぎごろに宮ノ北団地方而へ行く路線の主なバ

ス停 （宮ノ北同1地、髭茶屋、‘iit松など）に、 「地磁

の彩密に伴う道路渋滞、通行止めのため、迎行ダイ

ヤが乱れていますのでご了承ください」といった内

容のお知らせ文を掲示した。

事務職員についても順次出勤してくるが、この時

点で出勤できた局および塚EI営菜所の事務職員は30

人中22人であった。

交通局災宙対策会議を設附し、その際、各課の主

な事務分担を、下表のとおりと決めるが、所屈戦員

については弾力的に対応し、細l~j手の空いている戦

員が応援することとした。

交通局各課の主な事務分担

：務 ：北1 鱈対策1;t11:i力：l；}f；：との連絡

竺圏it：担当：笠 I 芸菩五菩：：；：〗［：：~；〗：
交通局災害対策会議後、市内各地の被古状況およ

びう固迎行状況等に基づき、必要なバス倅等への案



内石板等の設i荘を行うため、案内看板の作成を行う

とともに、設骰作業のため分担して各パス停を回っ

た。

また、乗務員から被害報告が入るたびに現楊へ急

行し、その状況把掘に努めた。

武庫営業所では、ガスはすみやかに復1日したが、

水道が断水していたため、食鎚が機能しなくなった

ことから、職員の昼食と夜食の対応と して水の補給

およびにぎり飯を、 27日までの1刷午前1回午後1回、

塚口営業所から搬送した。水洗便所については、近

くの水路から、ボリバケツで必要に応じて水を汲み

上げ対応した。

災害対策本部梢報班には、正午現在の「稼働率、

欠行路線数及び影密人員数」について報告を行った。

以後、午後 1時現在、 4時現在で報告した。

計画推進担当課職員が再度路線パトロールに出発

し、武／車営業所南側道路から武叩川堤防への道路に

体験

道路のあちらこちらにガレキの破片が散乱してお

リ、非常に走行しに〈かった。

とくに常松の新幹線高架下は、運行していても、

時々余震の影界でパラバラとコンクリートの破片が

上から落ちてきておリ、その散乱した破片を踏みつ

けて運行しなければならな＼‘状況であった。常松の

高架下の信号機は、傾斜していていつ倒れても不思

議ではない状況で、結局午後9時ごろ警察のバトカー

が来て、非常に危険なのでそこは通らないようにと

指示があリ、通行止めとなった。

乗客は、非常に少なく、午後8時43分宮ノ北団地

発武雅之荘行きは、常松で1人乗車しただけであリ、

その他の運行でも 1運行せいぜい5人までの乗客で

あった。

夕方、営業所から宮ノ北団地へ回送する際、武庫

支所の前に給水車が来て、そのまわリに人垣ができ

て＼‘てなかなか通れなかったことや、武廊之荘駅前

の喫茶店横の電線が垂れ下がった状態になった時に

運行が遅れた程度で、 40番武庫之荘線45番武庫元町

線等の北部の運行は、他の幹線のような、と〈にひ

ど＼ヽ渋滞には会わなかった。

亀裂を確認した後、尼崎港の道路陥没の補修につい

て、尼崎港管理事務所業務課に依頼に行く。その後、

阪神尼崎ロータリーで乗客案内を行った。

|1月18日1

始発から西昆陽線等の運行を休止するための準備

に追われた。

市内の道路渋滞の状況を調査するため、各課分担

して、 主に事務職員が中心となり市内の路線パトロー

ルを実施した。引き続き、この日以降3月31日まで

毎日午前6時から午後11時にかけて路線バトロール

を実施した。バトロール車は24日までは2台、 25日

以降は交通規制が強化されたため3台にJ.t1やした。

山陽新幹線の常松付近の高架栖げたが崩れ、宙吊

りの状態であったが、 17日はその下の常松から西昆

腸へ向かう道路について通行できるものと判断して、

宮の北方面のバスを運行していた。 しかし、落下の

危険性が非常に高くなったため、 18日始発から通行

不可能となり、41番西昆賜線の迎行を休止するとと

もに、 40• 40-2番武ili之荘線については、武／il！之

荘から武庫工業高校パス倅までで折り返し運行を行

ぃ、 40-3番常吉武叩之荘線については、武！liエ染

閻校から武庫之荘間のみの運行、 16番西部循珠線R

については阪神尼崎から武祁元町1丁目閻のみの運

行とし、 17番西部循環線⑲については、武庫元町か

ら武/fl'(工業邸校までの間は、尼宝線を通ってう回運

行を行った。

| 1月19日1

道路状況や異常事態に対して運行指示が的確に行

えるよう、全課長と労働組合代表で、地厖対策特別

協謡会を設骰した。

尼崎泄方向転回のため、住金物流（株）の正門敷地に

乗り入れられるよう依頼した。

取様事業部の臨l1寺停留所設附のため日東化成（松に

依頼した。

八幡栖付近の道路陥没が復旧したことから、 80• 

81 • 84番中浜線および63番浜田線を正常迎行に戻し

た。

東靱洲柄付近の道路陥没が復旧したことから、 54
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番東悔岸町線の阪神尼崎一尼崎迷間を正‘常運行に戻

した。ただし、尼崎港での方向転回場所については、

従来東海岸町淡岸道路を使って方向転回していたが、

当該部分について亀裂等が人り走行できなくなった

ことから、住金物流聡の正門部分を使って方向転回

を行った。

宮ノ北団地方面臨時述行のため、尼宝線イズミヤ

~II寺友問の運行について、阪神バスに屯話で了解を

得た。

| 1月2013|

地店対策特別協議会を開催し、宮ノ北団地方面に

ついては、他に公共交通機関がないこと、およびこ

のまま放附すると乗客逸走が激しくなるおそれがあ

ることから、至怠に対応する必要があったため、始

発から武庫ノi士を出て尼宝線を北上し、此協里交差

点から国道171号線を経由して髭茶屋へ行き、宮ノ

北団地へ向かう臨ll寺路線を設定して運行をl:lfJ始した。

猪名寺2丁目付近の山協新幹線邸架栢げたが崩れ

ており、今後、落下の危険性があるとのことで、同

椛げた下の道路が、午後2時30分から通行不可となっ

たことから、 20番猪名寺線は、山陽新幹線高架下を

通過せず、その手前の側道を左折し、 JR猪名寺駅

に入らず、そのままう回して阪急園田へ向かう運行

とした。また、 JR猪名寺駅バス停は、新幹線側道

に臨時停留所を設附した。

| 1月2111| 

中浜町から大浜1丁目の道路で、水道工事を行う

ため通行不可能となったことから、80• 81 • 83番中

浜線および63番浜田線の、道邸から八幡柄、大浜 1

丁目閻については、逍慈から道邸6丁目、元浜間を

通りう回迎行を行った。

中l,9•b) Il堤防が決壊するおそれが生じたため、緊急

時に付近住民の避難輸送が行えるよう要訥があり、

緊急時の輸送計画を策定した。

|1月22日1

85番中浜線（ファミリーパーク行）については、

1月22日の日I@日は俎災の影惣により、それ以降は

ファミリーパークが俎災後のガレキ処分楊となり 1
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阪急武庫之荘バス停留所

月29日以降休園となったことから、迎行を休止し、

83番中浜線として迎行を行う。なお、ファミリーパー

クは、そのまま閉l沿lとなったことから、 3月31日を

もって、同路線は廃止とした。

| 1月23日1

宮ノ北団地方而路線の朝タラッシュ時における乗

客調杏』を実施した。

地俎対策特別協議会を開催し、 53番東悔岸町線に

ついては、兼客の要紐により阪神尼崎ーJR尼崎1Hl

のうち阪神尼崎一尼崎泄 (54番の路線で迎行するた

め尼崎池についてもバス停扱いした）の間について

のみ、運行を始発から開始した。

| 1月24日1

宮ノ北団地方面iの朝ラッシュII寺における乗客調杏

を実施した。

同日および翌25日に地磁対策特別協談会を開催し

た。 1月27日、中洲栂が落下の危険性があるとのこ

とで通行不能となったため、始発から81• 83番中浜

線は、出屋敷から追慈の間を国道43号線を使ってう

回迎行を行った。

また、中浜町から大浜1丁目の道路での水逍工事

の完了に伴い、道謡から大浜1丁目までう回迎行80・

81 • 83番の中浜線および63番浜田線は、同区間につ



いて、始発から正前運行に戻した。

宮ノ北団地行き臨時路線のうち、北行については、

尼宝線が大渋滞となり身動きのとれない状態であっ

た。このため、常松 1丁目の国逍171号線側道付近

の住民に対し、特別にバスが側迫を通行することの

了解を得た後、武卵之荘を出て45番武即元町線の経

路によって武lilt営業所前を通り、国迫171号線側道

を経て171号線を北上し、髭茶屋から‘呂ノ北団地へ

向かう経路による迎行を1}り始した。

| 1月29日1

戸ノ内柄および躁川栂間が陥没のため通行不可能

となったため、 10• 11番東部循珀線および23番神崎

線については、 戸ノ内から一度阪急園田方而へ戻り、

束l~i[H栢から弥生ケ丘を通って遊女塚へ向かう経路

により、う回迎行を行う。また、額n1バス倅は休11-.
とした。

| 1月30|］| 

戸ノ内栢および採川栂Itりが復lnしたため、 10• 11 

番東部循卯線および23番神崎線のうl!!Iについては、

始発から正常迎行に戻した。

53番東涌岸IllJ線については、阪神尼崎一尼崎悲1甘l

の54番の路線で迎行を行っていたが、南初島町付近

の道路および束涌岸町交弟点の追路陥没が復旧した

ことから、南初島町から閑椛事業部北側迎路へう回

し、大高洲町、東悔岸町は通らず、そのまま北上し

て阪神尼崎への巡行を1柑始する。なお、印槌事染部

のバス倅については、北側逍路に1臨IIM'ift{J所を設ii11'.

した。

| 2月5H I 
全停留所に、渋滞により迎行が大きく乱れている

旨の掲示を行った。

| 2月26日1

西宮市合1,,-J慰虚祭への輸送のため、バス10台を配

車し舒切迎行を行った。

53番東海岸町線については、・大高洲町、東汁aI半IllJ

は通らずに述行していたが、道路状況改苦により、

一部巡行形態を変更し、閑境事業部北側逍路から左

折して南下、大邸洲町、東涌岸町を通って尼崎泄先

の住金物流（中村のIEI.Iliiりで方向転回して戻る経路によ

り、始発から全而復lHとした。

渋滞笠への対応のため、乗合車両155両に無線機

を設ittした。

|3月5日1

尼崎市合同慰霊祭への輸送のため、バス 3台を配

屯し代切迎行を行った。

|3月15日1

猪名寺2丁目付近の新幹線高架下が通行可能とな

り、20番猪名寺線は始発から全而復IFIとした。

|4月1日1

常松付近の新幹線高架下が通行可能となったこと

から、岩ノ北団地行きの路線については始発から全

面似ILlするとともに、臨時迎行については終了した。

|4月3H| 

常松付近の新幹線閲架下が開通となった彩勝を把

握するため、武／Jlt北部地域の乗客実態調査を実施し

た。

|4月12EI|

JR神戸線の復旧 (4月 1日）に伴う、武／ili之荘

からJR立花までの乗客の培加への対応として、 5

番武／ilt立花幹線のI臨II寺増発を 1日に3本迎行した。

|4月17日1

5番武／il:｛立花幹線の臨時姻発を 1日に 6本の運行

とした。

| 5月22日1

交通渋滞に伴う遅れ対策として、 50番波洲 ・稲薬

荘線および18番南部循紺線について、市役所止めの

臨時使の迎行（特別勤務で対応）を開始する。また、

定時性確保のため、 6番武印大庄幹線および80番中

浜線関係について特別勤務を設定するとともに、 63

番浜田線および71番元浜線の平日分の巡行を2時間

に1本とした。

|6月12日1

阪急電車が全面開通し、阪急姐IIIがダイヤ改正を

行ったことに伴い、 45番武／iじ元町線および46番西武

/Il！線の平日分について巡行ダイヤの変更を行った。
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|6月19日1

阪急軍車がダイヤ改正を行ったことに伴い、 40番

武即之荘線および41番西昆陽線の平日分について迎

行ダイヤの変更を行った。

|6月24日1

阪急電車がダイヤ改正を行ったことに伴い、 40番

武庫之荘線、 41番西昆陽線、 45番武血元町線および

46番西武1庫線の土l@EI分について巡行ダイヤの変更

を行った。

|6月25日1

阪急電車がダイヤ改正を行ったことに伴い、 40番

武昭之荘線、 41番西昆賜線、 45番武卯元町線および

46番西武印線の日1l附・祝日分について運行ダイヤの

変更を行った。

|6月26日1

阪神電車全面開通の影想を把握するため、阪神尼

崎・出屋敷で乗客実態調査を行った。

| 7月29日1

交通渋滞に伴う遅れ対策として、6番武庫大庄幹

線の土耀El分について 3本を迎休措i位するとともに、

63番浜田線および71番元浜線の土曜日分運行の一部

を2時間に 1本とした。

|9月4日1

磁災関連の交通規制の時間帯が8月7日に一部変

更になったのに伴い、50番波洲・稲業荘線、 18番南

部循珠線および6番武印大庄幹線について、特別勤

務を廃止するとともに、それまでう回迎行していた

6-2番武即大庄通勤急行および14番西部循際線に

ついて、 12時以降の分を正常運行とした。

l12月7El. 9日・10日1

俎災後の乗客流動を把握するため、武！車北部地区

で、乗客実態調査を行う。

|12月12日・16日・17El|

阪急沿線3ターミナルにおいて、乗客実態調査を

行った。

1平成8年 1月18日・20日・ 21日1

1月8日に厖災関連の交通規制の区間の変更（市

内西大島から西宮市札場筋へ）があったことに伴い、

1941第3部 復18から生活再建へ

乗客流動を把握するため、阪神出屋敷 ・武叩川、J

R立花の各ターミナルで、乗客実態調査を行った。

| 1月23日・27日・28日1

阪神尼崎 ・杭瀬、 JR尼崎の各ターミナルにおい

て、乗客実態調査を行った。

| 1月25日1

遅れ対策として実施していた6番武庫大庄幹線の

土晰日分についての3本の運休措附を解除し、 正常

迎行とした。

|3月9日1

2月19日に紺災関連の交通規制が全面解除となっ

たため、14番西部循珠線について、う回を全面解除

し、正常運行とした。



| 2 山陽新幹線 l 
西日本旅客鉄道株式会社発行「阪神 ・淡

踏大俎災 鉄迫役旧記録誌」から抜粋

山陽新幹線については、新大阪～姫路間を中心と

して広域的に被塞があり、合計8か所で栢りょうの

桁の落下、高架柄の柱の担壊による床版の低下等の

いわゆる落柄が発生したほか、阪神地区や神戸市匝

区から明石市内にかけての広範囲で邸架栖の柱の狽

壊・狽偽や桁ずれ等の被害が発生した。

尼崎市内の被害

種別 ら） ］所 (Iメ： 1iil) 

叩（新大阪～新神戸: 23.53km) 

西屁賜

時友邸架栖（新大阪～新神戸 528.90km)

とくに尼崎地区、西宮地区の被害は甚大であった。

今同被害を受けた新大阪 (518k 202m)から姫路

(601 k 280m)までの83k078m (JR東涌部分を

除く）において 6割を占める闘架栂構造の被害は、

水平地店力による彩密で、鉛直部材である柱がせん

断破壊したものが主である（鉄道施設耐俎描造委員

会中間報告） 。その結果、新大阪～西明石間で8か

所落柄し、武庫川柚りょうの栢脚を始め多数の橘脚

や柱が拍偽を受けた。

落下箇所等の柱被害は、被害程度により(、 I、

Illに分類した。 Iタイ プは、柱部分にひび占1jれが生

じたもの、 Iタイプは、被りコンクリートが約1落し、

主鉄筋が鉱出した状態のもの、 111タイプは、主鉄筋

が柱断面外に湾lllI、突出し、柱部コンクリート圧壊

したものであり、新大阪～姫路IM]で708本の柱に被

宙を受けた。

落橋した橘りょう（単版、 PC桁等）の被宙は、

落柄したものの、端部のコンクリートが欠落する程

度の軽微な担勧であった。蕗栢簡ii所以外の栖りょう

では72連の桁ずれが発生し、沓が担偽を受けた。沓

の担偽状況は、下沓の一部（ツメ等）が担傷したも

の、下沓の本体部分がfil傷したもの等で、約500個

の沓に被‘二占を受けた。

柱被災状況表

地 区
被災タイブ別柱数 | 

I n 皿 I, I・ 
尼崎地区 91 130 60 281 

518k202m 

~529k800m 

L=llk598m 
※柱等の被災タイプの分類

I :柱部分にひび割れが生じたもの
II :主として被りコンクリートが位1)落し、主鉄筋がi沿li
した状態のもの

ID:主鉄筋が柱断而iに酒1111、突111し、柱部コンクリート
が圧炭しているもの

JR  路線図

旦
4)」8日全通
｝爪 [JR新幹線】

• 

,＇ 
13 
―↓

t
 

-nr 

•• 

1月30日

巡転T’il;il

2月208

運転再l)＂
lFIJ9FI 

運転nt1}il

1月1813

迎転再開

【JR神戸線】
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し上＝—-一阪神雹気鉄道株式会社作成咲料から抜粋

1月17日（刈 ・阪神大俎災発生 (5時46分）

全線で運転を中止

・鉄道非常事態対策本部 （本部長 ・飯

塚卓尉務取締役鉄道事業本部長）を

設i荘

18日（水） • 本線梅田～甲子駄1|1il と西大阪線で運

転を再開（西大阪線は17時30分から）

• JR、大阪～尼崎間で迎転再開

・阪急、梅田～西宮北口間で運転再

開

19日（木） • JR、尼崎～甲子園口閻で運転再開

23日（月） ・甲子園～三宮間で代替バスの運行を

開始

25日（水） • JR、甲子園口～芦屋間で運転再開

26日（木） ・甲子園～碍木閻及び武I車川線で運転

を再開

・鉄逍事業本部に 「阪神大厖災復旧部」

を新設

28日（こI:) •国道43号にバス専用レーンが設定さ

れたことに伴い、冑木～三宮閻にノ

ンストップの代替バスを追加運行

30日（月） • 30日と31日の二 日1廿l、三宮～邸速神

戸IH]で代替バスを阪急と共同で運行

•JR、神戸～須魃間で運転再lti.j

2月 1日（水） ・三宮～閥速神戸間で迎転再開

6日（月） ・悩速神戸～新I}阻］地間で運転再開

・阪急、花隈～新開地間で巡転再開

7日（火） ・紺災で被災した車両を御影留i沿線か

ら尼崎車卯に回送中、尼崎駅西方で

脱線。始発から11時ごろまでダイヤ

が乱れる

8日（水） • JR、芦屋～住吉間で運転再開

11日閲 • i『木～御彩間で迎転再Iji-l

13日（月） ・阪急、御影～王子公園111]で運転再開

20日（月） ・岩屋～三宮間で運転再開

・不通区Iii]を含む定期乗車券、回数乗

車券による阪急御影～王子公園IMJへ

の振替輸送を開始

•J R、灘～神戸間で運転再I}iJ

26日（日） ・皇太子御夫妻が西灘のエTIt現J易訪問

3月 1日（水） • 西灘～岩屋IM]で迎転再開

13日（月） ・阪急への振替輸送区間を御影～三宮

|｛りに延長

・阪神御影と阪急御彩を結ぶ連絡バス

の運転を開始。代替バスの迎転区間

を御影～西灘l甘jに変更。ノンストッ

プ便は中止

・阪急、王子公園～三宮1{-tlで運転再開

25日（土） ・甲子園で第67回選抜邸校野球大会1片l

硲。俎災の影密で球楊への自動車の

阪神路線図
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12月6日 2月）日二十 2.4km 

注）日付は1}IliiiiB

2月20日 3月1日

2.4km 十言 6月26日開通

3. I km 

2月11日 1月26FI

9 2.5km + 8. 5km 1 
1月18日

14. I kin 
四大阪線 1月18日

武hll)Il線 1月26日
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乗入れが禁止されていたため、 11日

閻の開催期間中229本の臨時列車を

増発

31日（金） • 神戸市営地下鉄、 全線、全駅歯業再

開

4月1日（土） • JR、住吉～潜間が開通し全通

8日(±) • JR新幹線、新大阪～姫路間が開通

し全通

9日（日） ・梅田～御影間の所要時間が32分から

23分にスピードアップ

6月1日（木） ・阪急への振替輸送区間を夙川～三宮

間に延長

・阪急、岡本～御影IM]と三宮～花隈閻

で運転再開

12日（月） ・阪急への振替輸送区間を今津～三宮

間に延長

・阪急、西宮北口～夙川が開通し全通

18EI（日） ・山陽、西代～板宿間が開通し全通

22日（木） • 西灘新高架駅（下りホーム）供用開始

・神鉄、 i奏川～長田間が開通し全通

25日(El) ・代替パスの運転終了

26日（月） ・御影～西灘間が開通し、本線全通

算1章＠都市基盤施設の被害と復）日1197



I 4 阪急電車 I 
阪急電鉄株式会社作成質料から抜粋

(1) 本社対策本部の設骰について

阪急軍鉄株式会社では、 当日の午前9時30分に山

口益生常務（現専務）取締役鉄道本部長を総括沢任

者とする対策本部を設附し、①被害状況の把握②輸

送復旧計画の策定③代替輸送計画の策定④漱道施設・

電気施設・車両等の復旧計画の策定⑤報迫機関への

発表等広報活動⑥被災社員の救援活動などを行った。

(2) 尼崎市域の被宮状況と復旧 ・役典について

阪急神戸線では、 1月18日に梅田～西宮北口駅間

で運転を再開した（西宮北口駅発5時17分、梅田駅

発5時58分） 。

また、阪急伊丹線では、 1月21日初発より塚口～

新伊丹駅間で運転を再開した（塚口駅発5時00分、

新伊丹駅発5時10分）。

(3) 応急対策について（代替バス輸送）

阪急伊丹線の被害にともなって 1月18日から塚口

～伊丹駅間で代替バスの運行を開始。 1月21日に塚

口～新伊丹駅間で運転を再開したことにともなって、

運行区間を新伊丹～伊丹駅IM]に縮小し、 3月10日ま

で代替パス輸送を行った。

阪急路線図

198第3部 復旧から生活再建へ
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第2章
被害集中地区（簗埴・戸J内・東剛ID)
築地地区は、地形がほぼ平坦で海抜ゼロメートルの低地にあり 、沖積層

に覆われ地下水の位慣が硲いため、地盤の液状化現象が生じた。地俎発生後、

街の復興に向けていち早 く立ちJ:がり、 平成7年2月26日には築地地区復
興委員会が発足。復興委員会は平成7年10月18Bに市長にあて土地区画整

理事業と住宅地区改良事業との合併施行によるまちづくり案を提出Lfe。

戸ノ内地区では、家屋の倒壊や傾斜とともに、 1B猪名911、神崎911沿いな
どで液状化が起こり、地区内1,500戸中、 31戸が全壊、 218戸が半壊Lた。
戸ノ内町南地区では昭利163年にまちづくり協議会を設立。 俎災後、協議会

の規約を改正L、活動を続けている。戸ノ内町北地区では、平成7年11月18

Bにまちづくり協議会を設立Lた。
東園田町8T目地区は、木造建築物が大半を占め、老朽化が進んでいた
ことなどにより760戸のうち434戸が全 ・半壊Lた。厖災以繭から 「地区内
道路が狭い」「公園がない」「木造住宅が密集Lている」などの声が多くあり、
俎災復興を機にまちづくりを進めたいという機運が硲まり、 7月30日には

八T目まちづくり協議会が正式発足Lた。

| 1 築地地区 l 
| •:•(1) 地区の概要と被害状況

゜
凰!ll!，＿砒約―

築地地区は、市域の南東部に位硲し、阪神俎鉄本

線の尼崎駅、 大物駅からおおむね 1kmの距離にあり、

東側は左門殿川を隔てて大阪市に接している。地区

北側には国道43号線と阪神高速逍路神戸線が東西に

走り、西側には主要地方逍尼崎糀線が走るなど広域

的役割の強い道路が通っている。

江戸時代17世紀中ごろ、埋め立てにより造成され、

尼崎城の城下町として栄えた築地町は伝統的な家屋

が残り、 当時の雰囲気、街区樅成を残し、敷地のIti]

口は狭小なものが多く、建物も密集している。

地区人口は厖災時には約2,400人 （約1,100世術）

であり、戸数の半数以上が借家で宅地についても約

3分の2が100m'以下の過小宅地である。当然、邸

齢化も進んでいる。

◎I!町．．町用窃湯
地形がほぼ平坦で涌抜ゼロメートルの低地にあり、

沖私倍に股われ地下水の位io'.が邸いため、今回の1且

災により地盤の液状化現象が生じ、 地区内1,100世

術中10戸 (13棟）が全壊、292戸 (217棟）が半壊し、

80％近くの家屋が不等沈下、傾斜した。

液状化で傾いた家屋

第2章＠被害集中地区Im



『:•(2) その後の対応、取り組み

゜
I'ト和和h'" [ m 

被宙の大きかった築地地区を復典地区の一つとし

た。 （以下ー復躾整備内容）

• 土地区画整理事業により、都市計両道路（築地南

城内線）の新設を含む道路邸盤を整備するととも

に防災機能をもった公園を配硲する。

・没水対策を兼ねた液状化対策（盗土）を行う。

・住宅地区改良事業により不良住宅を買収、集合換

地を行い、改良住宅を建設する。

・住工の分離を図り、住宅地区内では可能な範囲で

中邸附化を即る。

＠国＇罪酢''":mμ伊事
地店発生後、地元社会福祉協議会を中心に復旧活

動を行いながら、街の復肌に向けていち早く立ち上

がり、平成7年2月26日には地元の借地 ・1汁家、エ

楊、地主、婦人会、子ども会からなる築地地区役OO

委員会（常任委且会18人、委員会39人）が発足した。

また、5分科会 （地権者、持家、借地 ・1昔家、商

業、 工業）もあわせて発足した。

さらに応急仮設住宅入居者も委員に加えるととも

に、各町内会の組長や班長を含めたブロック会

(145人）を設けた。

R 劃＇佑 1;m9耳Z四 0
地区での復煎計画の検討は委員会を中心に、市か

らの派辿コンサルタントと市が共働して作業を進め

た。住民へのアンケート調査を行い、委員会、分科

会で順次議論、検討を重ねていった。再度のアンケー

ト調査後、復典委員会は平成7年10月18日に市長あ

てに土地区画整理事業と住民地区改良事業との合併

施行によるまちづくり案を提出した。

「築地地区復奥まちづくり案」

0 まちづくりの目椋

明る＜住みよい環様を保ち災害に強いまちづくり

0 まちづくりの柱・内容

＊ あたらしい即様基盤づくり

• 安心して住める土地

2CD第3部 復旧から生活再建へ

没水対策 ・液状化対策をあわせ抜本的な対策を構

じる必要性がある。

• 安全で魅力ある通り

人に俊しく、街のシンボルとなり、緑盟かな辿り

を造る。

・憩いと安心のある公闘

築地の中の殺重なオープンスペースとして、また、

防災而での配應を含めて公園の拡張や新設、再整備

を行う。

• まちを縁取る周辺緑地

浄化センター内の運動楊や緑地の保全、 1屯下J11の

水質浄化と護岸美化の存続が紐まれる。また、 JR

尼崎池駅跡地を住宅整備用地として活用するほか、

人が集まる魅力的な水際空間とする。

＊ 気持ちの良いすまいづくり

・築地らしいすまいづくり

安心して快適に住めるすまい （減歩の低減と建物

共同化支援策の活用や邸齢者にやさしいすまいづく

り） 。

・住宅（公的箕貸住宅）の整備

騒音・日照対策に留意し城下町にマッチした住宅

建設を行い、できるだけ多くの戸数を供給していく。

・住工の分離

住みよい困境づくりを基本とし、エ楊等の活動閑

境と共生できるようにする。基本的に工場は地区の

南側に集約する。

＊ 歴史を伝える文化づくり

•まちなみ、まちかどづくり

仰格迫路を築地のシンボル通り（新本町通）とし、

歩道や街路樹と家並を一体的にする。戎栢付近等の

築地の玄関口にはそれぞれ街角の広楊と公益的施設

や住宅 ・店舗等の配府をあわせて行い、魅力的な空

間にする。

・地区周辺とのつなぎ

旧国鉄尼崎泄駅跡地の利用。北側の阪神尼崎駅中

央 ・三和廂店街、城址公園等との行き来を安全かつ

気楽に行えるようにする。

・公共公益施設づくり



派出所、郵便局、社会福祉会館等生活の利便性を

邸める施設の整備が紐まれ、皆が気軽に利用できる

コミュニティ施設を充実する。

•まつり、お地蔵さん

築地の歴史的シンボルとして受け継いでいく。

0置，か荊店E'99il濯
1) 面的整備手法

地元住民の賛同を得て、事業計画の決定および事

業認可までの手続きを進め、その後、本格的に事業

沿手するに至った。

手法としては、まちづくりの大枠として、地区内

13.7haを被災市街地復輿推進地域としての指定を

得て、 土地区画整理事業のほか、住環境の改恙とい

う視点から住宅地区改良事業も同じ区域に祁入し、

地区外街路事業 （築地南城内線16m道路）との合併

施行で行う。

・被災市街地復典推進地域指定

平成7年8月8日

・築地店災復映土地区画整理事業

都市計画決定 平成7年8月8El 

事業計画決定公告 平成7年12月27日

事業計画決定 平成7年12月27日

・住宅地区改良事業

地区指定 平成7年9月14日

事業認可 平成7年12月13日

・街路事業（都市計画道路築地南城内線）

|•:•(3) これからの課題など

土地区画整理事業と住宅地区改良事業との合併施

行により面的に整備を行うが、これからは整備後に

どのように保全していくかが課題である。

゜地区内は海抜ゼロメートル以下であるため、汝水対策とあわせて液状化対策のために、平均lm程度

の盛土を行う。ほぼ全住宅の移転を行い、新設逍路・

既存道路の拡幅や公國等の公共施設整備を行うため、

整備後の保全と有効利用を行うためのルールづくり

が必要である。

＠ 
住工の分離を図り、土地利用を純化させていく中

で、整備後、再び宅地の狭小化を起こさせないため

の指祁が必嬰である。

R 
尼崎城の城下町としての歴史的穀観を残した町並

み整備を行っていくため、その保全に必要な支援制

皮の確立が求められる。

鳳，＇匹r"’J..'“'鼻

.. 況t訊し野§沼研景事

I卜999，硲9,7“FF平、＂瓦匹認畢

都市計画決定 平成7年8月8日

事業認可 平成8年3月8日

2) 地元対応（説明会、相談所）

まちづくり案を基本理念に細街路の解消、防災公

固の性格を有した公園、身近な避難楊所としての小

公園の設骰、減歩率等について説明会を重ねた。

まちづくりを行うにあたり、被災住民の個々の生

活再建などさまざまなニーズに対応すべく現地相談

所を9月から12月まで毎週2回、1月から3月まで

毎週1回、いずれも午後2時から6時まで築地福祉

会館に開設した。

l
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1 2 戸ノ内地区 1 

|MI) 地区の概要と被害状況

゜
1.F翡匹闊鳩

戸ノ内地区は、阪急園田駅の南東約2.0kmに位説

し、周囲を猪名川、藻川、旧猪名川、神崎川に囲ま

れた輪中地域である。

この地域は、硲末から明治年間にかけては純）此村

地帯であったが、大正12年、地域中央部にモスリン

紡歓株式会社戸ノ内工場が設立され市街化されていっ

た。その後、昭和17年には工場は軍僻工島に買収さ

れたが、空製により被災した。地域北部の農村集絡

は、戦後も旧集落的形態を残しながら現在に至って

いるが、モスリンエ勘跡地には、昭和30年、特飲街

区が形成された。昭和31年5月に売春防止法が成立

し、廃業するものが相次いだが、施設の多くは貸工

場に転用されていった。そのため、この地区は、住

棗境などの点で多くの課題を残すとともに、住エ混

在による閑撹悪化という新たな課題も抱えることと

なった。

そこで、住媒悦整備の視点からの対策が最煎要で

あり、旧特飲街を含む南西部区域を職住近接の良好

な住閑橙地区として整備するため、昭和53年度から

段階的に住宅地区改良事業を実施しており、昭和61

年度に第1.第2地区が事業完了した。昭和56年皮

から第3地区の事業を継続しており、平成7年1月

17日を迎えることとなった。

＠ 鼠叫＇ 謂喜瑶清
今回の店災により、家屋の倒壊や煩斜とともに、

旧猪名川、神崎川沿いなどで液状化が起こり、地区

内1,500戸 (1,148棟）中、 31戸 (23棟）が全壊、

218戸 (94棟）が半壊し、道路およびライフライン

にも被害が生じた。

202第3部 復旧から生活再建へ

倒壊した家屋

|•:•(2) その後の対応、 取り組み

゜
＇ず冨愕母罪，~

磁災直後から平成7年2月上旬にかけて被沓の実

隙を把握するとともに、 二次災害などを防ぐための

応急的復旧を進めた。

l) 被宙状況調査

・家屋（到製状況の調杏

・液状化状況の調査

・道路、公園、下水逍、改良住宅等の公共

施設の被宙状況調査

2) 応急的復旧

＠ 

・落下危険物 （瓦など）の除去

・道路、通路上の支仰物 （瓦、土砂など）

の集釈、撤去

・流水、流入防l|：のための土のう梢み

•安全対策パ リカーの設l符など

罰由H"ー威 m
被災家屋が多数に上った当地区を復典地区の一つ

とし、被害状況、これまでのまちづくりの取り組み

経過などを踏まえ、地区の課題を整理し、実態に応

じた事業手法等を検討した。

・従前からの住宅地区改良事業を拡充し、新たに密

集住宅市街地整備促進事業を祁入し、良質な住宅

の建設を行うとともに、民間による多様な住宅供

給を誘迎する。

・エ楊の再配骰を行うとともに住こ［の分離された良



好な住宅街区の形成を図り、道路、公園等の整備

も行う。

R 
1) 戸ノ内町南地区まちづくり協議会

戸ノ内町南地区では11召和63年11月19日にまちづく

り協脳会が設立され、まちづくりの方針案や盤備計

画案を策定するため約150回の会合を重ね、 平成4

年10月に 「戸ノ内町南地区まちづくり計画」をまと

め、市長へ提案した。屈災後、平成7年7月12日に

協議会の規約を改正し、市に提案した 「戸ノ内町南

地区まちづくり計画」案の推進と、 1品災の教訓を生

かしたより良い住棗境の確保を目的とした協議会の

活動を続けている。協議会では、市の役oo計画案の
検村を行い平成7年8月21日に計画案を承認し、ま

た、市提案の改良事業計画案についても検討を行い、

平成8年 3月10日に改良事業計画案の承認を行った。

2) 戸ノ内町北地区まちづくり協談会

戸ノ内町北地区では、この厖災を契機に、 平成7

年11月18日にまちづくり協議会を設立し、遅れた都

市機能の回復と災忠に強い安全な町、若者が住み舒

＜魅力ある美しい町にするための地区のまちづくり

計画を立案するための活動を始めた。協謡会では、

市提案の改良事業計画案についての検肘を行い、平

成8年3月17日に計画案を承認、あわせて密集整備

計画案についても承認した。

3) 地元承認を得て

復典に向けたまちづくり計画案の合邸形成が比較

的早い時期にできたのは、このまちづくり協議会の

活動によるところが大きい。磁災前から自分たちの

「まち」に対する慈識が高く 、勉強会などを通じて、

まちづくりのあり方や事業手法について研究してき

た成果であろう。

冨 J？柑，：，，

の整備計画の承認申請を平成8年3月22日に行い、

老朽住宅の建て替え促進や道路等の公共施設の賂備

改善を図っていくこととした。

住宅地区改良事菜

・施行而稲 （第3地区） 4.07ha 

（第4地区） 6.16ha 

（第5地区） 6.02ha 

・地区指定日 平成7年12月13日

・事業認可日 平成8年 3月29日

密集住宅市街地整備促進事業

・整備計画申諮 平成8年3月22日

・整備計画承認平成8年7月10日

|.:• (3) こ証らの課題など

良質住宅の供給はもちろんのこと、地区交通を処

理する道路として緑地整備とあわせた補助幹線道路

の整備を行う。これは、地区から集散する交通を機

能的に幹線道路へ誘甜する交通処理機能逍路のネッ

トワーク化である。

また、住工分離については、地区内の工場の工業

地域への移転・誘祁を図り、集団的工楊の整備を目

指していく。

今後は、改良事業と密集事業の時期的な整合を図

りつつ、地元住民の理解と協力を得て、事業計画に

基づく戸ノ内地区の復肌を進めていかなければなら

ない。

。I't．炉罰E胴＇99,渭事
改良事業については、継続中の第3地区の拡大と

新たに第4、第5地区の地区指定申請を平成7年8

月29日に行い、改良住宅の建設と地区施設の整備を

行っていくこととした。

密集事業については、隣接する東園田地区と一体

一
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| 3 東園田町8丁目地区 1 

|•:•(l) 地区の概要と被害状況

゜東園田町8丁目地区は、尼崎市の北東部に位i荘し、その北側を名神高速逍路と阪急神戸線、さらに東西

を河川に囲まれた地域である。昭和42年ごろに、民

問が開発した低質買貸住宅地であり、その後一部が

持ち家化し、現在は老朽木造買代住宅と長屋形態の

狭小な戸建住宅が密集し、公共施設は少なく、逍路

は幅員4m程度の私誼が格子状に走っている。

地区内の建物は、住宅総数760戸 (280棟）中、木

造の建物がほとんどを占め、借家が約60％を占めて

いる。地区内建物の所有 ・構造関係については下表

のとおりである。

1.町．屈霰屠

地区内建物所有関係 （紺災前）

（平成6年12月31日現在）

三I{{，` I持2:［口：ロ
地区内建物構造関係 （俎災JliJ)

（平成6年12月31日現在）

木 造 I木造以外 i合 計分

数

数

•I 

J
 
宅

区

住

棟
742 

276棟

18 

--4棟
760 

280棟

◎駅＿躙嗜；昂場
木造建築物が大半を山める地区内では、老朽化が

進んでいたことなどにより760戸のうち434戸が全・

半壊し大きな被害が生じた。

公投解体総数は421戸となっており、全体の約55

％を占め、自力解体建物も相当数あり、被災家屋の

実数はさらに多い。

被害状況については右上表のとおりである。

地区内の公費解体実績

（平成7年12月20日現在）

持187家 I※ :3(93?|合 76:I
区分

住宅戸数 （棟）

公11解体 （棟）
解体＊

＂木買＝木辿買代住宅

7
＿％ 4
 

414(69) 

72% 

421 

55% 

| •:•(2) その後咳寸応、取り組み

。I'沼罰『雹 t
東園田地区はf品災以前から住珠檄が問題とされて

おり、今回の店災の被害で、災害に強いまちづくり

と住環様の改善が急がれることとなった。復典計画

の中では、復輿地区の一つとして位骰づけられ、密

集住宅市街地整備促進事業等の面的整備手法で地区

整備を図ることとなった。

◎ 
俎災以前から地域住民間では、 「地区内道路が狭

い」 「公園がない」 「木造住宅が密集している」

「迩反建築物が建設されている」などの声が多くあ

り、紺災復輿を機にまちづくりを進めたいという機

迎が高まり、市の働きかけもあって、 6月9日には

商店主らが中心となって郡備会が設立された。その

後、 7月30日には「明る＜住みよい環境を保ち、災

宮に強いまちづくりを推進する」ため、八丁目まち

づくり協議会が正式に発足した。

R 
市は、被災住宅の復典、生活道路整備、民閥住宅

共同建て替えなどの索案を説明し、具体化に向けて

協議会および地元権利者との話し合いを進め、地元

内でも勉強会や検討会を重ねていった。住民の慈見

としては、

•まち全体を開発ゾーンにして住みよい住環境にし

てほしい。

・広い逍路と公園を造ってほしい。

・面店街の活性化、広い商店街道路を。

・補飢を具体的に示してほしい。

・民間住宅共同建て替え方策を示してほしい。

冒， lf平'：↑蕩

駅隅退覇瀦， 199 郷，霞湯
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東園田町8丁目地区内の被害

・地区の役躾は民間業者でできる。

• 土地は自己利用したい。

など多様な慈見に及んだ。

゜
璽正玄＇』咄辛罪国露＇屈＇ ＇硲9

平成7年8月にまちづくり協議会は、①市が提案

しているまちづくりの方法、計画案について②まち

づくりに塑むものについて一 の 「まちづくりアン

ケート」を実施し、慈見 ・要糾の集約を図った。

平成7年10月と 8年1月に、まちづくりに校成と

の住民邸向に沿って、復躾計画推進についてまちづ

くり協議会から市へ申し入れをした。

0国1’ド咽9況＇99/i濯
住宅の復朕、生活道路の整備等を内容とする復興

事業を推進することとし、その手法として全地区

(2.48ha)を密集住宅市街地整備促進事業区域と

し、そのうち一部 (0.82ha)を全面買収型の住宅

地区改良事業により改良住宅を建設し、良質な住宅

を供給し、地区施設の整備を行っていくこととした。

住宅地区改良事業

地区指定 平成8年3月12日

事業認可 平成8年3月19日

密集住宅市街地整備促進事業

整備計画申諮平成8年3月22日

整備計画承認平成8年7月10日

， らヽの課題など

゜
鼠序喧t'罰国匹塁“'量

地区 (2.48ha)内では狭い迫路に老朽化した木

造住宅が密集し、公共用地率はわずか4％にすぎな

い。このような住宅地における災宙に強いまちづく

りのために、逍路や公園などの公共施設の整備が必

嬰である。

◎ ＂軒l}翼t尋↓符9渇會1.
この紺災で半数以上の家屋が被災したため、．住宅

の復陳を図るために地区の一部区域について面的整

備手法により高l爵集合住宅を建設していくが、建築

計画に際しては公共の空間を多く確保し、また日照、

圧迫感、プライバシー等その他周辺や居住者への影

翌に配應して、地域全体で良好な住政＇i撹の形成を図っ

ていくことが必要である。

R置平洋輝窃叫t19..  
地区の中心地に面店街があり、4m道路の両側に

日用品店等の店舗 (22)が辿立している。人が行き

来し、集い、交流する楊としてまちの中心となる所

なので、この廂店街の活性化が問われている。今回

逍路を拡幅していく計画であるが建物が逍路いっぱ

いに建っているので、店舗に影惣が生じ、このため、

廂店主の事業協力が欠かせない。

゜
国叱＃惑開碍7•'

地区内の従前の建築物は、敷地いっぱいに建築さ

れて建ぺい率迩反など迩反建築物が多数を占めてい

た。加えて狭い道路であるため住環楼上問題であっ

た。今回の地俎により木造集合住宅が多く滅失し、

その跡地に再び戸建て住宅等の建築行為がなされて

いる。地域を良好な住宅地にしていくために、迩反

建築をなくすよう地域と辿携した適切な建築指祢が

必要となっている。

゜
駅釉'II尾＇ 詈罰喝珈≫

木辿箕代住宅のほか、狭小な敷地に建つ長屋、 戸

建て住宅も多くみられることから、現在の住宅のま

までは狭い道路の解消も難しい。このため共同化に

よって土地の邸度利用を図り、空地を確保しながら
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整備を進める必要がある。

R I出狐怜判沿既＇，，il濯雫滋霞SO
（代替用地の確保）

改良事業地区内には平成8年9月から用地買収交

渉に入り、 土地の買収や住宅の買収 ・除却（補償）

を行っている。更地の地権者の一部では今後も貿貸

住宅を経営していくために代替地を希望する人がお

り、 住宅の地権者の多くは持ち家であったために改

良住宅への入居を希望せず、代替地や地区外転出を

希望している。また、補償金額では新しい住宅が購

入できないなどの問題が出てきている。このため、

密集地区内と地区外を含めて早急にまとまった土地

の確保などが必要である。

庄 篤3部 復1日から生活再建へ



第3章
公共施設等の被害と復旧
市内の公共施設は、幸いにも崩壊に至った建物はなかったが、多くが大

小何らかの被害を受けた。内・外壁の亀裂、窓ガラスの破損、クイルの落

下やモルクルの制離、プロック塀の倒壊などが至るところでみられた。 一

部の学校施設などは建物の構造体にも被害を受け、使用できなくなった。

被害が比較的少ないところでも室内のキャビネットや偏品が散乱L、職員
はまずその片付けをLなければならなかった。また、復lBにあたっては、
災害復1Bに係る補助申胡や緊怠時の工事契約などの事務に追われることに
なった。 Lか L、おおむね長時l目の事務の停滞はなく 、業務を再開するこ
とができた。

市役所本庁舎の建物は柑当な被害を受けた。とくに中鮪および南館の渡

り廊下部分の被害が多く、平成8年3月1日から工事に着手 Lた。各支所

では住民記録オンラインの関係機器類には被害がなく、 H常の業務を確保

できた。城内出張所は建物崩壊の危険性があるため、平成7年1月27Hか

ら建物が閉鎖され、その後、場所を阪神尼崎駅繭南側ビル1階に移転L「阪
神尼崎駅繭出張所」として平成8年8月12BにオープンLた。

●第1節教育施設等

I•:•(1) 学校園の被害の状況

阪神 ・淡路大磁災で尼崎市立の学校施設97校l閥す

べてにわたって大小何らかの被害を被った。

被害の主な内容は、柱・ 壁面のクラック、校舎つ

なぎ部分の破拍脱落、給水管の破狽による漏水 ・断

水、ガス管の破捐によるガス訓れ、窓ガラスの破拍

などである。

とくに被沓が大きかったのは、城内小学校、立花

幽小学校、水幽小学校、武1出南小学校、武祁北小学

校、小園小学校、立花中学校、尼崎邸等学校の8校

であった。

被害状況は右表のとおりである。

，学校名

城内小・

城内中

琴城分校

立花西小

水訟小

武Jil1南小

武9il1北小

小園小

立花 中

尼崎励

大規模被災校の主な被害状況

被 ‘、I: の 状 況
・校舎2階廊下の床板、梁、壁に構辿

クラック

•西（如所棟半壊

・琴城分校の柱、梁に構造クラック

・北、 南校舎および渡り廊下の柱、梁、

床板、墜に構辿クラック

• 南校舎中階段 2 、 3 階の柱に樅造ク

ラック

• 南校舎と西校舎問の渡り廊下の破拍

• 南校舎の柱に樅造クラック

•渡り廊下の破損

・北、南校舎の柱に構造クラック

•渡り廊下の柱に描造クラック

・北、南校舎の柱、梁に描造クラック

•渡り廊下の柱に描造クラック

・中校舎の柱に構辿クラック

・北、南校舎の柱に構造クラック

・体有館の柱に構造クラック

＇ 
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I•:•(2) 学校園の復旧へのあ吟

゜
Iヽ罷両嘉硲r濯

地裳発生後、すみやかに職員が学校に出向き被祖

状況の確認、把握に努めた。危険と判断される箇所

は、 学校と協力して立ち入り禁止の措似としてロー

プ等を張った。さらに落下や（到壊が懸念される内外

壁、塀等について応急的な措i社を行い、児甑生徒の

安全を確保した。なお、学校は地域住民の避難所と

なっていることから給水関係の復l日は急を要したが、

同時多発のため対応に困難をきたし、復旧は数日1ii]

深夜まで及んだ。

また、大規模被災校の中で、近隣校の教室を惜り

なければ授業ができない学校については、新年度か

ら元の学校で授業が再開できるよう応急仮設校舎の

建設に沿手した。

震災直後の応急仮設校舎の設匹状況

l学校名 if•辿教屯 特別教‘各 竹理IIr,i{ | 

立花西小 21室 6室 9室

武ili南小 14室 6室 7室

武／ill北小 20室 3室 8室

小園小 26室 6室 7室

立 花中 4室 3室

尼崎邸 27室 10室 12室

応急仮設校舎の建設

208第3部 復旧から生活再建へ

大きな被害を受けた市尼高体育館

＠ 累用料褐頂． 罰匹隅'需釈窃開鳩
復旧方法は、 「補修」 「補強」 「改築」に分類さ

れるが、大規模被災校8校の復旧にあたっては、日

本建築学会の建築構造専門家に建物診断を依頼した。

建築構造専門家の当初調究結果では、城内小学校

の使所棟のみが 「半壊」、その他は 「大破」以下と

の判断がなされた。この判断に基づく復旧方法は、

城内小学校便所棟のみが改築、他の学校は補強によ

る復旧であった。これを受けて、災宙復興本部と復

旧方法を協厳し、 8校を耐俎壁補強により復旧する

ことを決定し、耐店設計に沼手した。

しかし、耐俎偲補強を実施すれば、他都市の事例

から窓開口部を著しく減少させることが判明した。

そのため、他の工法について建築構造専門家に相談

の結果、柱補強によるものであれば、あまり窓開口

部を縮小せず、教育斑様の悲化を招かずに補強がで

きる旨の助言を得た。災害復卯本部とさらに協謡し

た結果、耐虚槌補強から柱補強へ工法の変更を決定

する。

こうして、柱補強報告由が完成し、建築構造専門

家の最終指就を得るため6月29日に東京都立大学、

7月20日に新潟大学を訪問し、城内小学校 （苓城分

校含む） 、立花中学校、尼綺邸等学校3校の半壊確

認、 5校の補強による復旧の指祁を受けた。この指

心を踏まえ、尼崎市としては、89校の補修、 5校の

補強、 3校の改築を決定し、 国の在定を受けるべく

復旧事業計画也の策定作業に沿手した。



・大規膜被災校8校の建物診断を実施した建築描造

専門家（敬称略）

,--------------------------------., 
I I 

I I 

東京都立大学 助教授 芳村学

日本大学教授 安逹洋

千鉗工業大学教授 石栢一彦

工学院大学 教授 近藤附哉

工学院大学 教授 広沢雅也

新潟大 学 助教授 加藤大介

東京大 学 購師 川口健一

日本工業大学教授 桑原文夫

-------------------------------」

R 冒；布ザ冒芍／i,＇罷阻勁［＇耕 ！”
学校施設の役旧にあたっては膨大な経股が必要で

あり、尼崎市単独での復旧は不可能である。

国は、 「公立学校施設災害復1日国庫負担法」に基

づき財政措骰を実施することとなっており、その額

などの決定にあたっては、文部省が大蔵省の立ち会

いのもとに現地調究を実施することとなっている。

・現地調査の日程

＊応急仮設校舎

＊補修校

＊補強校

＊改築校

平成7年3月8日～3月10日

平成7年4月20日～6月21日

平成7年7月5日

平成7年7月26日

• 国の現地調査の状況

大蔵省の調査官は全国から動員されたこともあり、

初期の査定では調在官により査定内容が異なるなど

混乱し、究定が深夜にいたる学校もあった。しかし

査定結果は、本市の事業計画の内容でほぼ承認され

た。

国の査定結果

区 分 校 数 介 、と 額

補修校 89 14低9,900万円

補強校 5 49低4,000万円

改築校 3 52低7,700万円

計 97 117tijl,600万円

゜
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国の現地調査を経て、難波小学校ほか88校の補修、

立花西小学校、水営小学校、武印南小学校、武胆北

小学校、小園小学校5校の補強、城内小学校（琴城

分校含む） 、立花中学校の中校舎、尼崎高等学校3

校の改築による復旧が決定した。

応急仮設校舎での授業を余俊なくされている子ど

もたちのために、快適な学習環境をより早く取り戻

すため、また、国の災害復旧に係る予算が、平成7

年度予符とされたことに伴い、事務手続きの関係

（明許繰越、事故繰越）上、平成9年度までに復旧

を完了する必要性があることから、ただちに復旧計

画の策定に珀手した。

復旧計画の策定にあたっては、補修工事について

は平成7年度中の完了、補強工事については平成8

年度中の完了、改築工事については平成9年度中の

完了を基本と した。

さらに、改築校の復旧計画の策定にあたっては、

①厖災前の教育機能を低下させない②本市の厳しい

財政事梢を勘案し、できる限り市単独経費を抑制す

る一 という方針の中で、より良いものを建設する

ための協脳を重ねた結果、①城内小学校は、都市美

の観点から現校舎のデザインを残す②尼崎邸等学校

は、グラウンドの確保のため商陪化を図る③尼崎麻

等学校にはエレベーターを設四し、城内小学校と立

花中学校については、いつでもエレベーターを設硲

できるようスペースを確保してお<― などの改築

計画を策定し、 12月の市諮会で当該改築計画に基づ

く改築工事投の補正予符が承認された。

〔復旧計画の概要〕

補修校

ア事業按 20億6,000万円

イ 補修スケジュール

〇難波小学校ほか87校園

設計•も⑰な平成 7 年 7 月～12月

補修工事平成7年10月～平成8年3月

〇尼崎産業高等学校

設計 ・籾冥 平成7年7月～12月
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補修工事平成8年2月～8月

補強校

ア事業股 51低9,000万円

イ 補強スケジュール

〇立花西小学校

設計 ・栢符 平成7年9月～平成8年 1月

補強工事平成8年3月～平成9年 1月

〇水批小学校

設計 ・和i符 平成7年9月～平成8年1月

補強工事平成8年3月～8月

〇武lilI南小学校

設計 ・釈符平成7年9月～平成8年 1月

補強工 事 平成8年3月～12月

〇武／il1北小学校

設計 ・梢符平成7年9月～平成8年2月

補強工 事平成8年3月～12月

〇小園小学校

設計 ・私名［ 平成7年9月～平成8年2月

補強工事平成8年3月～平成9年 1月

改築校

ア事業投 78低1,000万円

イ 施設概要および改築スケジュール

〇城内小学校（琴城分校含む）

く施設概嬰＞

鉄筋コ ンクリー ト造り 4階建て 4,876m' 

1階管理諸塞、2• 3階醤通教室、4階特別教

室

く改築スケジュール＞

設計 ・籾符平成7年10月～平成8年5月

解体工事平成8年2月～6月

発掘調森平成8年2月～8月

改築工事平成8年10月～平成9年10月

〇立花中学校（中校舎）

く施設概要＞

鉄筋コンクリート造り 4階建て 2,862m' 

1 • 2階普通教室、3• 4階特別教室

く改第スケジュール＞

設計・和tr,t 平成7年10月～平成8年5月

210第3部 復旧から生活再建へ

解体 工事平成8年2月～5月

改築工事平成8年10月～平成9年7月

〇尼崎高等学校

く施設概要＞

鉄筋コンクリート造り 7階建て 14, 720m2 

1 • 2 階管理諸室、 3 ~ 5 階普通 • 特別教室、

6 • 7階体育館

く改第スケジュール＞

設計 ・籾符平成7年10月～平成8年6月

解体工事平成8年3月～8月

改築工事平成8年10月～平成9年12月

゜
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難波小学校ほか88校の補修工事については、文部

省・大蔵省の現地調査が終了後、予定どおり平成7

年7月から設計、同年10月から工事に順次沿手した。

補修工事も予定どおり、尼崎産業i'，:Ii校を除く88校は

平成7年度中に、尼崎座業高校も平成8年7月に完

了した。

立花西小学校ほか4校の補強工事についても、 予

定どおり平成7年9月から設計に沿手し、補強工事

は、平成8年2月の市脳会で契約案件が承認され、

3月から舒手、平成9年1月に予定どおり完了した。

城内小学校ほか2校の改築工事については、文部

省 ・大蔵省の現地調査が終了後、改築規模等につい

て関係部局等と検討を加え、平成7年10月中旬に復

旧計画がまとまり、ただちに設計に沼手する。設計

が完了後、平成8年8月に工事諮負の仮契約を締結

城内小学校の被害



し、 9月の市識会で工事の契約案件が承認され、 10

月から工事に沿手 した。

◎ 教育総合センター ・視聴覚センター

本館東側通路床が破狽し、 一部が盛り上がった。

玄1具］前床が破狽し、食幽階段のタイルも破拍した。

施設内部では、 4階にある励沸器が（到れ、 1階まで

水びたしになった。また、 LL教室にあるパソ コン

のモニターテレビ4台が、机」：から飛び落ち故節し

た。コンビュータ室の柑架が倒れた。 3階では、梢

報コーナーにあるぎっしりと本が並べられた1り架が

（到れた。しかも、 患架の支柱や棚板がゆがみ、図害

の整理は困難を極めた。ほかに管理や事業担当の部

屋にある柑架等も倒れ、地下では、非常用溶電池が

破担した。修理が済み、 正＇常に運 営できるようになっ

たのは、平成7年12月26日だった。

|•:•(l ) 社会教育施設 □ー
社会教育施設についても、そのほとんどに被害が

発生した。

中央図也館では建物本体には大きな被唱がなかっ

たが、城塀をイメージして石垣上に築かれた白い塀

に深い亀裂が生 じた。

北図柑館では外壁と内槌に亀裂が生 じたほか、 UF

架が壊れて図困の多くが散乱した。

両図思館では散乱した図也の整理のため、開館ll寺

閻を短縮せざるをえなかったものの 1月20日からは

業務の一部を再開した。 5月23日からは自動車文即

を再開、 5月26日には中央図柑館が、 6月8日には

北図思館が開館時間を通前に戻 して業務を完全に回

復させることができた。

中央公民館でも外壁と内壁に大きな被害を受けた。

他の公民館もまた規模の大小はあるものの同様の状

況であった。なお、大庄公民館ではガス漏れや敷地

の一部に液状化現象が発生した。

一 ＼ ＼ 

¥ \◄ 
ー
i,＇ ． 

城塀の亀裂（中央図書館）

散乱した図書（北図書館）

外壁に生じた亀裂（大庄公民館）

第3章＠公共施設等の被害と復旧I211



地俎直後から各公民館に避難する市民があったが、

職員がそれぞれ指定避難所に誘祁した。

その後、公民館では主催事業を5月8日から再開

し、その中で紺災関連として 9講座を実施した。

一方、社会教育部の職具が避難所や家屋調究事務

等に従事するために、公民館では1月26日から5月23

日まで分館の夜問の利用を倅止した。武lil1公民館と

稲菓荘分館は第2次避難所に指定されたため、全公

民館が完全に業務を回復するには6月25日を待たな

ければならなかった。、震災当日以降、平成6年度中

の主催事業や楳I係団体の会蔽のほとんどを中止した。

田能賀料館では大きな被古は免れたものの、展示

追物が落下して破拍した。

3月5日、武月l公民館がグループ迎絡会と共催し、

被災児旅らを対象に人形劇や映画会などの「ファイ

卜むこっ子」を実施したほか、同連絡会が3小学校

の避難所で巡回映画会を実施した。

本市の文化財保渡行政の拠点施設である文化財収

蔵）iれは、大きな被害を受けた。ガス ・水道管破担、

大小の X状クラック多数、玄I具l階段沈下、 1階事務

室と作業室の床がたわみ、展示ケースが割れ、追物

収納コンテナおよび図む棚等のすべてが（到壊した。

そのため、平成7年12月から翌年3月まで、事務所

と狩料を移転し、復旧工事を行った。

歴史柚物館準備室では市報を通じて被災した歴史

質料の調査と保存を呼びかけ、梢報提供のあった楊

社会教育・スポーツ施設の主な被害と復旧状況

・施設名 被 ‘,I[, 状況 復 Ill 状 況 等 I 
中央図む館 外樅（石垣、城塀）に亀裂。 1月20日から淵館時間を短縮して業務の一部を再開。3月1日からは

圏むの散乱 「お話会」や講座、 5月23日からは自動車文庫も再開。5月26日から

通常の開館時Ill]に復帰

北図印館 外壁 ・内偲に亀裂。也架破担 1月20日から開館時間を短縮して業務の一部を再開。6月8日から通

因也の散乱 常の開館時間に復帰

中央公民館 外堡と内墜、床に亀裂。大ホー 5月20日から6月9日まで 「災宮対策講座一阪神大俎災から学ぶ」を

ルと楽屋の壁破拍 5回にわたって開催

大庄公民館 外壁、内壁に亀裂。敷地の一 6月13日から6月27日まで「阪神大紺災一被災地からのメッセージ」

部に液状化現象 を3回にわたって開催

その他の 外墜、内墜の亀裂。ガラス破 順次業務を再開。ただし分館の夜ltil利Jllについては5月23日から再開。

公民館、分館 拍等 稲業荘分館と武／ilt公民館は第2次避難所に指定されたため、前者は6

月1日に、後者は6月25日に平常業務を回復。主催事染は5月8日以

後、準備が賂った施設から開催

文化財収祓il! ガス ・水追管破狽。ガス漏れ。 12月から翌年3月まで復旧工事。その1iiJ、市民プールに事務所移転。

x状クラック多数。1階床た 収蔵狩料等を小学校に一時移動。平成8年4月1日から、文化財収蔵

わみ。附架、展示ケース等大 印での事務を再開した。展示スペースは、平成9年7月から再開をし

破。追物収納コンテナ等転（到 た

総合体育館 メインアリーナでは天井の金 3月1日からトレーニング室の菜務のみを再開。4月1日からはすべ

網が、サブアリーナでも天井 ての業務を再淵

コンクリートが落下して、そ

れぞれのフロアーが破拍

地区体百館 小田 ：内壁の一部に亀裂 大庄、立花、武庫、脳田の各体育館は1月25日から通常業務を再開。

武JIil: 2階窓ガラス破拍 小田体有館は2月1日から、本庁体有館は屋内プールとともに4月1

園田：外墜タイル落下、玄捌 日から通常業務を再開。全館の一般供用開始は7月1日

ホール円柱上部倒離

大庄 ：外壁モルタル俵lj離

学校開放施設 ナイター照明の水銀灯、ボー 7年度中に順次修理を実施。条件整備が完了した施設から供用を開始

ル破担
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合は訪間調在を実施した。学芸員が出動した回数は

平成7年12月までに延べ74回に及び、その結果、合

計2,688点の汽料の寄賠を受けた。また、平成7年

11月21日から12月3日まで、中央図む館で「被災汽

料が語る歴史」と題して展示会を開催した。

各施設の復I日工事は国｝！li補助等を受けて順次沼手

し、平成7年炭中には完了した。

| •:•(2) スポーツ施設

市内のスボーツ施設のうち、学校開放施設である

城内小学校など8校では、ナイターの照明設備が被

宮を受けた。記念公園総合体育館ではメインアリー

ナの天井の金網が落下し、フロアーに穴があいたほ

か、サプアリーナについても天井のコンク リートが

落下してフロアーに穴があくという被也を受けた。

しかし、 3月1日から通常業務の一部を、 4月1日

からはすべての菜務を再I}i]することができた。

各地区体育館のうち、本庁体育館では外墜と内槌

のほかプールサイドの墜に亀裂が生じた。園田体育

館では外部タイルが落下し、玄恨lホールのI:CJ柱上部

が刻離した。小田、大庄、立花、武叩の各体育館も

外壁や内壁に亀裂が生じるなどの被害を受けた。

大庄、立花、武卵、園田の各体育館は 1月25日か

ら、小田体育館も2月1日から通常の営業を再Iji]し

たが、市立屋内プールと本庁体育館の再開は同複合

施設内の本庁地区会館が避難所になったこともあり、

4月1日となった。

スボーツ振典事菜団は、 2月8日から18日まで88

か所の避難所へ出向き巡回健康指祁を実施した。

各施設の役旧工事は国Jilt補助等を受けて順次舒t手

し、平成7年度中には完了した。

| 3 青少年教育施設 1 

胄少年教育施設の被害は、青少年センターをはじ

め児童館や児甑ホーム、 if少年会館、胄少年いこい

の家など広範囲にわたっている。

しかし、府少年センター旧館（こども科学ホール・

寮室等）および城内 ・難波児旅館、城内児窟ホーム、

城内胄少年体育道勘を除いてはその被宮程度は比較

的小さいところが多く 、施設の修紐等によって早い

時期に復旧できた。

胄少年センター旧館については、1且災による被災

度が高く要注慈と判断し、平成7年 1月26日に、施

設への立ち入りを禁止し、寮生全員が避難、食鉱も

閉鎖した。平成8年3月11日に改修工事が完了した

ことにより、平成8年3月20日から寮生の入寮を再

開した。

城内児窟館は、施設の老朽化に1且災が重なったた

め、危険建物として供用を中止し、淵明小学校に事

務室を棉え、同校の体育館や1附明公民館などを利用

して児派の活動に供した。旧県克阪神投護学校尼崎

分校を改修し、平成8年10月1日に移転し、事業を

再開した。

城内児iitホームは、城内小学校が建て替え中のた

め、現在（平成9年12月）においても応急仮設の施

設で迎営している。

立花西小学校の別棟の教室で迎営している立花西

児蛮ホームは、直接の被客は少なかったものの、校

舎本体が危険建物と指定されたため、学校とともに

立花小学校へ移転し、 平成7年4月10日まで立花児

窟ホームと合同で迎常した。

また、小園児旅ホームは、小園小学校が被災によ

り、校地内にあるホームを臨時の職員寮として使用

したため、 平成7年4月10日まで同校の休育館に移

転して迎営した。

城内胄少年体脊道楊は、城内児甑館と同様、店災

後、（共用を中止していたが、旧県立阪神狡護学校尼

崎分校特別教室棟を改修・移転し、平成8年12月18

日に（共用を再開した。

また、立花青少年体育逍場については被宙はなかっ

たものの、日本道路公団が施工する名神高速道路店

災復旧補強工事の支悴となるため、供用を中止した

後、建物を撤去し、その後改築工事に消手して、平

成9年 1月7日から供用を再開した。
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胄少年教育施設の被害状況および復旧状況につい

ては下表のとおりである。

... ．．  詈少年教育施設の主な被害状況と復1日状況

I 施 設 名 被 •,If 状 況 復 Ill 状 況

竹 旧 館 柱部分の俵ll離、廊下梁部分に也裂、内外 H8.3.11に改修工事が完了し、

翡 （寮 ・食拡棟） 壁の亀裂、邸架タンク破拍、ガラスの破拍 H8.3.20から寮生の入寮を再淵

セ こども科学ホール 展示Viii品類およびガラスの破担 H 7. 3.26から再開
ン
施設周辺 ブロック塀の倒壊 （約114m)および北 H8.3.llにブロック塀をネッ トフェ

夕

I 側駐車場の一部が陥没 ンスに改修工事完了

城 内
店災 （施設老朽化が原因）により危険建 旧阪神狡殴学校尼崎分校跡を改修し、

児 物となり、開明小学校に移転 ・運営 H8.10.1から再1m
甑
難 波 基礎に亀裂が生じ、建物が領斜 H 7.11.2に改修工事が完了

館
長洲 • 浜 ・ 大庄 ・ 立花・ 内外槌の一部破拍、床破狽、庇破拍、給 H 7. 3から順次、改修工事を行い、

武／il]・園田・ 戸ノ内 排水管拍傷など比較的被也が少なかった H 8. 3に完了

城 内
城内小学校が全製のため、校地内の応急 城内小学校が建て替え中のため、現在

児 仮設プレハプに移転 ・迎営 も同所で運営
窟 開明 ・下坂部 ・成徳・ トイレ内墜亀裂、床狽偽、 1庇破拍、玄関 H 7. 2から順次、改修工事を行い、
ホ
七松 ・武叩北 ・武川］東・ ドア狽傷など比較的被害が少なかった H 7. 8に完了
I 
ム 武il]庄 ・武駆の里 ・園

田・園和北

胄少年 会 館
神崎 玄関アプローチ ・花附レンガ一部破拍 補修により早期に復旧

水幽 紺i品、ガラス一部破拍 補修により早期に復旧

胄少年 いこいの家 ガラス一部破拍 補修により早期に復旧

城内
店災 （施設老朽化が原因）により危険建物 H 8.12.18に移転し、供用を再l}f，l

となり、供用を中止
野少 年体育迫楊

名神揺速逍路の補強工事のため、磁災後、 H 9. 1. 7に供用を再開
立 花

撤去し、供用を中止
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●第2節福祉施設・医療施設等

l),•---’’’’’’l’'.--］ 
|.:•(1) 福祉施設の被害状況調査

ti'}報収集などのため、管理戦は事務室に待機し、

局内78施設の調査を2人で始めたが、市内全域が交

通渋滞であり、各現場到沼までに非常に時Iti]を嬰し

た。また、被害箇所のチェック、写真撮影、復旧方

法等を検討しながらの調査であり、予定どおりには

はかどらない。2週間ほどかかり、1月末に調壺を

終える。

国卵補助申諮汽料の作成、調度課と緊急II寺の工事

契約方法の協議等を経て、緊急を嬰する施設からエ

車に入り、大部分の施設については、 6年度中にエ

事を完了した。

7年度と 8年度の工事については、建物の構造体

に被害があるため、耐店調杏のため期1}ilを要したも

の、およびその後の余店により新たに被宙が生じた

ものなどの工事を行った。

被害状況等については下表のとおりである。

臼福祉局内78施設のうち、被害を受けているのは58
施設に及び、そのうち被害の大きいものは39施設で

あった。

児童福祉施設、悴害者福祉施設など早期に復旧を

必淡とする施設が多く、 2月から復旧に嬰する工事

股と設計図1りを作成し、毎日深夜までの業務となっ

た。

福祉施設の被害状況 （被害の大きいもの）

| ！メ： 分 施設数
被災施設数

被 災 の 内 、介, l 6年1g 7年度 8年腹

児旅福祉
50 14 4 1 

内墜・外墜亀裂、ブロック塀倒壊、天井ボー

施 設 ド破担、防水倍破拍 等

老人幅祉
16 5 1 4 

内墜・外壁也裂、玄関土間亀裂、ボイラー故

施設等 即、木造建物傾き 等

即害者幅祉
6 1 2 1 

内壁亀裂、床組破狽、防水陪破狽 等

施設等

その他社会
6 3 3 

゜
内墜・外墜亀裂、ブロック塀倒壊、浴柏タイ

幅祉施設 ル破捐、越屋根破拍等

和I・ 78 23 10 6 
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主な福祉施設の工事概要

No. 施 股 名 称 l →一 •Jf 概 要

1 母子寮 ・玄関ブロック塀

2 尼崎学園 ・女子職員棟内壁補修 ・記念館、倉卯外壁補修

・玄関前庇樋補修

3 母子福祉センター ・ブロック塀改修 ・北外槌改修 ・内壁一部倒離改修

4 福祉厚生センター ・ブロック塀改修 ・玄関前土1iil改修 ・照明器具取替

・内壁小クラック補修

5 社会福祉センター ・窓ガラス改修 ・玄関前土I:}］改修 ・内墜改修 (7年）

6 神崎共同浴楊 ・ブロック塀改修 ・浴梢修理等 ・給楊管揺水修紹

7 水堂共同浴楊 ・屋根一部改修 ・ポイラー介彫ドア改修

8 塚口共同浴楊 ・照明器具改修 ・男子浴槽循閑ろ過配管改修

・燃料給油管改修 ・フェンス一部改修等， あこや学園 ・門扉および門扉回り補修 ・内壁クラ ック補修 ・プール改修

・柱下部破拍改修補強等

10 野外作業所 ・鉄骨造2階軒裏一部補修 ・鉄骨造2階床モルタル補修

• 1階土l廿j補修

11 みのり園 ・クリーニング室床改修 • 2階天井垂槌撤去 ・玄関扉調賂

・屋上防水 • 2階天井垂壁改修

12 まつば園 ・排水管猫水修理 ・内外墜クラック修理 ・ガラス入替

・冷暖房機修理 ・陶芸ガマ修理

13 身体節害者福祉センター ・体育館天井補修 ・玄関前、外部床等補修

・裕坦池取替

14 たじかの園 ・足洗い勘修紐 ・玄関前、外部床等補修

・裕電池取替

15 身体節害者福祉会館 ・玄関門扉の補修

16 総合老人福祉センター ・膨張タンク取替 ・受水槽修理 ・天井ボード改修

17 長安寮 ・廊下墜等のクラック補修

・楊沸器修理、食器保管庫修理、玄関自動ドア修理

18 猪名野やすらぎ荘 ・玄関前土問等改修 ・門扉調賂 ・階段下土IM]等改修

・ベランダ側排水管改修 等

19 千 代木園 ・汚物ボンプ取替 ・給協用ガス改修 ・ボイラー等改修

・ガラス修理、消火管破狽修理、 トランス据付台固定

・空調機配管修理 ・ろ過ボンプ取替 ・スロープ等改修

20 鉛の巣園 ・ブロック塀補修、ガス配管工事 ・自転車ii恨易建替

21 福 喜園 ・ろ過循棗配管改修 ・ボイラー、暖房機器等の点検

22 千代木園水堂分館 ・屋根改修 ・内部補強 ・灯燈復旧、屋根狡生

23 第1老人福祉工場 ・外墜補修 ・扉取替等

24 （仮設）南塚口老人福祉工場 ・既存施設を改修
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「-ニニ I 
円保育所

゜地店発生後、各施設では、施設とその周辺状況の
ー

1珈匹堀iIflヽ軋閂:9●

点検・調査を開始し、非常時保育に備え、1州所 ・園

の準備を始める。

＠ 
出勤してきた職員により、児旅、保破者宅等の被

雹状況および出勤できない職員等の被密状況の収集・

調究を開始する。各施設では、それぞれ保育を開始

するために、散乱している部屋の片付けを行い、保

育室の確保に専念し、各施設の応怠修理を実施する。

並行して、被宙箇所の片付けを行い、さらに給食 ・

調理関係の備品等の点検を始めた。

R 
〇 施設全体（公・私立77所）の被宙状況の把握

1、罪輝辺炉贅屈h'鵡．l≫

置t匹呪匹F9

〇 児流・保殴者および職員等の安否、被害状況の

把拙および連絡梢報の収集

〇 児旅の登l湖状況の把握

〇 職員の出勤状況の把掘

〇 保育所運営のための保育室 ・調理室等の点検 ・

修理および片付け

〇 生活用水の供給体制の準備

以上が、紺災発生後、保育部と各施設が連携・連

絡しながら取り組んできた項目であり、地域によっ

て被密程度に差があったが、ライフラインの寸断に

より、保育所迎営に支節をきたした保育所があった。

とくに生活用水については、飲み水を含め生活必甜

であったため、毎日、施設巡回を行う。なお、公立

保有所においては全所で給食を実施した。

◎施設の開所 ・園状況

1月18日 法人保育園32園中、20園 (62.5%)

1月19日 法人保育園32樅l中、26園 (81.3%)

1月20日 法人保脊園32園中、28園 (87.5%)

No. 保 ftI所名 l―. 1 I霞 概 淡 I 
1 北難波 ・手洗勘改修 ・プロック塀一部改修 • 土IHJ改修
2 |}f•I 明 ・ブロック塀改修
3 筏 地 ・通路土IHIhli修 ・テラス土問補修等

4 浜
・エキスパンションジョイント改修 • 土IHJ補修
・プール補修

5 逍 ,9‘・じ'.. r ‘r ‘ 
・エキスパンションジョイント改修 ・1"］扉調整
・プール補修

6 浜 田
・エキスパンションジョイント改修
・ベランダ偲クラック改修 • JUJ扉調整

7 大島南 ・床フローリング改修

8 東大島
• |―’']および外墜一部補修 ・玄関土llJJ等補修
・避難階段等補修 ・プール補修， 上 ノ 島 ・墜梁面改修 ・窓ガラス改修 ・プール補修

10 尾 浜 ・外墜補修 ・玄関扉調整

11 立花北 ・階段およびテラス補修

12 水 ＇ゴヽt919ニ. 
・サッシ調賂 • I'rl扉調整 ・防水工事

・便所ロータ ンク取替 ・タイル張替 ・手洗器取替

13 立 花南 ・外偲改修 ・リフト補修

14 南武hl1之荘
・外墜改修 ・玄快l内床改修 ・梁改修

・ベランダ防水改修
15 武 lil:｛西 ・東側フ ェンス一部改修 • 土rB]改修
16 武 l[r"( 南 •四側フ ェ ンス改修 • 土IIJJ改修 ・建具調賂

17 武祁之荘 ・天井ボー ド改修 ・墜クラック改修 ・階段壁改修

18 上坂 部
・階段ガフスプロック改修 ・壁而補修 ・スロープ下補修

・プール補修

19 大 庄
・階段ガフスプロック改修 ・墜面補修 ・スロープ下補修

・プール補修

保育所の被害状況
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0 駐覗9滋闊渇9認K訊砿濶問9
1月23日以降は、全法人保育園 (32園）で開園し、

保育所運営を実施する。公立保育所のうち武廂南保

育所は、南武印之荘保育所で代替運営をし、施設に

ついては 1月23日に復旧 ・1附所し、築地保育所につ

いては、開明保育所で合同保育を行い、施設は2月

6日からl}f」所する。

保育の取り組みについては、地磁発生後、余店活

動、交通機関の影密などが行事迎営に大きな支節と

なり、児流の安全確保を最俊先としたため園内 ・園

外の行事を中止 ・延期する施設が多く、公 ・私立保

育所とも同様の措骰をとった。

区 分

公 立

法 人

計

区 分

＇ 公 立
法 人

計・

1月17日の保育実施状況
※A ※B 

定 Li 
1 JJ 1 II Q I所
梢 1r.-数 児 1'it数

3,825 3,048 176 

1,860 1,891 77 

5,685 4,939 253 

1月18日の保育実施状況
※A ※B 

定 ii 
1 JJ 1 II -0'I所
梢~ irt数 児沢数

3,825 3,048 272 

1,860 1,891 117 

5,685 4,939 389 

6-'()：門
5.8 

4.1 

5.1 

0 1％ 所*

8.9 

6.2 

7.9 

◎1月23日の児童登所 ・園状況

公立保育所 1,695人 登所率 (55.6%)

法人保育園 1,017人 登所率 (53.8%)

区

公

法

計・

2月1日 （午前10時現在）の保育実施状況
※A ※B 

分 ＇品 u 1 J J 1 11 
登 1所 G.J% 所＊

梢 in数 児代数
立 3,825 3,048 2,428 79.7 

人 1,860 1,891 1,524 80.6 

5,685 4,939 3,952 80.0 
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0駅年間「揖囮＇訳！哺罰屈t' 鼎',
阪神大厖災による災害復旧の補助申諮を、限られ

た時間の中で、実地調査、見耕思、 写真撮影等を駆

使し、国へ協識を上げる。

〇 公立保育所 20所

〇 法人保育園 19園

公立 ・法人保育所とも、災害復旧の補助申諮をし

た施設では、順次、応急復旧を3月末までに完了し、

国 ・県の補助対象施設として認定を受け、一部、 7

年度に工事が入った施設については、 7年度の国協

議の対象施設として認定を受けた。

I•:•(2) 市立あこや学園

地俎発生当日の午前7時30分から戦員が順次出勤

して来る。交通機関が遮断されたため、マイカーや

自転車での出勤14人。建物は内外壁のあちこちに亀

裂が生じ、事務室内ではスチール机が横（到しになり、

薬品棚のガラス戸が割れ薬品が散乱している。保育

室も同じような状態であり、さらにガスも水逍も停

止していたため臨時休憐lとすることに決め、各関係

者に連絡した。

17日から園児の安否確認のため家庭訪間を実施し

全員の無事を確認するとともに、片付けを手伝う。

救援物汽の飲料水を近隣の施設や住民に分配し、喜

ばれる。23日から27日にかけて担任保母が家庭訪1サJ

して園児宅での旅育指祁を行う。

30日学園での根育を再開する。通園バスは道路事

俯が悪く迎行不能なため、親子ともども自力通園と

し、弁当、水筒持参での通園となった。

2月7日から通園バスの運行を再開し、平常の根

育体制にもどった直後の9日に、園舎の床下柱が崩

壊しているのが判明。検査の結果、園舎を使用禁止

にし、隣接する心身節宮者野外作業所に移転、以後、

平成8年3月末まで同所で1保育を実施した。



l•:•(3) 市立たじ力の園 I 

地震発生当日の午前8時30分までに、全職且の半

数にあたる11人が自転車や徒歩で出勤する。すぐに

園内を点検すると、給禍器給水バルプ破狽による漏

水で保育室の天井、カーペットが水没しになり、壁

にはかなりの危裂が入っていた。脳庭の手洗い場や

調理室の偲やタイルも狽傷を受けた。

水逍、 1じ氣は平‘it~· どおり使用できたが、ボイラー

は使用不能になり、暖房がきかない。とりあえず休

園と決め、終日、片付けと1湖児や出勤していない職

員の安否確認にてんてこ舞いであった。

翌18日からは、連絡のとれない園児宅の家庭訪問

を行い、給水作業や買い出しを手伝った。

その後、ガス設備の不調は続いていたが石油ス トー

プで代用することにして、24日に園を再開。園児、

保淡者あわせて20人が元気に登園した。

| 3 障害者福祉施設 I 

|Ml)社会福祉法人尼崎稲葉園

地店発生後ただちに宿直者と寮母で入所者の安全

を確認したところ、 全員無事で負勧者もなし。ガス、

軍気は、すぐに回復したが、水逍は水逆管が数か所

で破裂したため供給停止。オイルタンクとオイル管、

空調設備が担勧、さらに、敷地の数か所で隆起、陥

没が生じ、建物のあちこちにイじ裂が入る。

翌18日、当日不在の入所者13人と通所者35人に自

宅待機を指示する一方、職員で手分けし、生活用水

の確保に奔走する。19日、市水道局から水1tの供

給を受ける。20日、市節宙福祉課から食料品などの

救援物資が屈く。23日、在所者だけで授産作業再開。

27日には水逍が全而復旧するとともに、被害簡i所の

応急修理も完了し、30日に平常どおりの作業にもどっ

た。

Iヤ(2) 社会福祉法人尼崎武庫川園

カトレア、松の園の居住棟では、朝食の準備が始

まり、入所者はまだ拶の中であったその時、未付有

の大地店に見舞われた。

発生と同時に、軍気、ガス、水道がストップ。建

物はコンクリートの柱に亀裂が入り、壁が崩れてい

る。ガラス屋根が落ち、塀が何十メートルにもわたっ

て倒れている。河川側の地而が2mの深さで広範囲

に陥没しているなど、周りは惨俯たる有り様となっ

ている。職員への緊急連絡は軍話の不通で無理。夜

勤職員と近隣住民の応援を得て、入所者の無事確認

に走り回る。そうこうするうちに自転車や徒歩で出

勤してきた職員を集め、災害対策木部を設硲する。

その日から、 100食分の食材、飲料水、薪など燃料

の確保、さらに応急役旧狩材の調逹、河川からの生

活用水のくみ上げなどが、余紺の続く中で何日も繰

り返された。19日、市から 2tの飲料水が供給され

る。22日までに氾話回線復旧、同時に家庭訪lH]を実

施する。

27日、 園での入浴の見込みがたたず、外の風呂屋

まで交代で出かける。2月3日、通所施設を再開。

またこの日、水道が復l日して入浴が可能となり、入

浴ができずに困っている地域の住民に風呂を開放し、

3月10日までに延べ763人が利用した。13日にガス

復旧、 3月18日に水逍通常邸の給水開始、26日給排

水管修復。

8月25日、建物と関連設備のすべてが復旧した。

＿
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|.:•(3) その他の施設

このほかの市立および法人施設については、軽微

な被害で済み、ほとんどの施設が震災後、 1週間以

内に再開することができた。

また、心身節害者の福祉就労的な役割を担ってい

る小規模作業所は21か所中3か所が半壊し、うち2

か所が阪神・淡路大俎災復典基金等からの支援によ

り、別の楊所に再建されている。

心身節害者の生活のJ品である生活ホームは11か所

中2か所が全壊し、ホームの生活者は一時仮住まい

での生活を余低なくされたが、市の支援もあって再

建された。

| 4 医療施設・保健施設等 l 

|•:•( 1) 医療施設の被害

市内医療機関の被災状況は、幸いにも全体規校か

らみれば軽微であり、診療所のうち全壊が小田地区

の 1件および半壊が木庁地区の2件にとどまり、病

院については全半壊ともなかった。このため、他の

被災都市よりも早期に通常の診脱体制が確保され、

本市における被災者の診療はもとより、激紺地の医

療機関の機能を本市医療機関が補完することにもっ

ながった。

I•:•(2) 保健施設等の被害

市内の各種建造物が被宮を受けるなかで、保健関

係の施設も例外なく被害を受けた。

右および次ページに関連施設の被宵状況を挙げる。

2201第3部 復1日から生活再建へ

l 

各保健所の施設復旧に要した額

（平成8年3月31日現在）

保健／所名 伐 川 （ドI)

中 央 保 健 所 2,077,201 

北 保 健 所 2,794,492 

（水 拡保 他相談室） 4,945,030 

北保健 所武糾支所 815,858 

北保飩所園 田支所 399,640 

束 保 健 所 1,865,845 

西 保： 健 所 3,647,049 

計 16,545,115 

保健所の施設内機器等の復旧に要した額

（平成8年3月31日現在）

項 11 1t 川 (l'J)
機器等 の修理 564,903 

機器 等 の購入 5,299,158 

計 5,864,061 

※ 上氾の額は、各保飩所で淡した伐J-l］の合計額

その他保健施設の復旧に要した額

（平成8年3月31日現在）

施 ，役 名 1~ 川 (frJ) I 
衛 生 研 究 所 20,917,618 

弥 生 ケ 丘斎場 34,101,619 

弥 生 ケ 丘磁園 13,634,001 

西 難 波 11・り.s・ 園 10,331,930 



l保健／所名 じな被‘,'｛状況 | 

〇正門付近のタイル隆起および倒離

〇正面玄関およびスロープ隆起、亀裂

〇本館と身即者トイレのIii]のジョイン ト

f_[t裂、身1罪者 トイレの破狽

〇建物内墜に也裂、窓枠フレームに歪み

中央保健所
〇建物内ガラスの亀裂および破拍 （多数）

〇建物内照明設備の不調

〇検診用機材の破拍

• I恨底カメラの破拍
・X線フィルム自動現倣機不潤

● ● ● -- -.  

〇東側ブロック塀亀裂

〇東側車／il1に也裂

〇入口付近インターロッキング隆起

〇建物内外に亀裂、段差（壁面他多数）

〇建物内ガラスの亀裂および破拍 （多数）

〇建物内タイルの亀裂および倒離 （多数）

北保健所
〇建物内ガス配管の破狽

〇変圧器の故節

〇検診用機材の破損

• X線フィルム 自動現（象機破損

・断lけ撮影装骰破拍

• その他多数

〇建物内ガラスのf阻役および破狽 （多数）

〇建物内墜に多数の亀裂

北保健所
〇外壁に亀裂（雨漏りの発生）

〇空調設備循探パイ プ破狽
武hli支所

〇変電キュービクル不臥＇，l
〇検診用機材の破狽

• X線撮影装硲の不濶
〇内外壁亀裂 （多数）

〇空閥機破狽

北保他所〇検診用機材の破拍

園田支所 ・X線撮影装i沿

・心電図記録計

• I恨底カメラ （不調）
〇外壁亀裂、タイルの倒離 （多数）

東保健所〇建物内偲に亀裂

〇建物内ガラスの亀裂および破狽 （多数）

〇天井ボー ドの糸IJ離

〇冷却水の配管破損

西 保健所
〇建物内ガラスの亀裂および破拍

〇外墜の亀裂

〇内槌亀裂 （多数）

〇 ドアの破損

各保健所の被害状況 その他の保健施設の被害

施，没名 ，：な被 ‘Jf 状況

〇建物内槌にイ屈裂、 ドア枠に盃み

〇建物内ガラスの亀裂および破損

〇天井ボー ドの倒離

〇配水管の破拍、漏水

〇ガス管の破担、ガス漏れ

〇吸排気設備の破担、亀裂

衛生研究汀
〇消火股(Jjiiの不調

〇空調設備の破担

〇実験台 ・ドラフ トチャンバー等の破狽

〇検究機器類等、Vlii品の破損 （約200点）
〔主なもの〕

・ガスクロマ トグラフ

• 原子吸光分析計

・エージングボッ クス

〇玄l対タイル亀裂

いぶきの象
〇内外槌而亀裂多数

※ 
〇貯水梢ボンプ機械の破拍

-- 10屯気系統の故悴
〇ガラスの亀裂、破拍

動物管理
〇外偲亀裂 （数か所）

事 務げ
一〇内偲也裂（数か所）

〇処分機の故仰

〇建物の被害

・外墜イ阻裂 （数か所）

・内墜亀裂 （数か所）

・ロータンク拙水

・照明不調

弥 生 ケ
・電気設備の不調

斎 紺
〇火葬炉の被苫

・火葬炉操作盤故節

・火葬炉破狽 (4基）

・火葬バーナー、排風機故悴

0その他の被害
・門扉およびブロ ック塀破拍

・搬入路亀裂、隆起

弥 生 ケ •O硲石の（到壊

お よ ひ〇ブロッ ク塀、塔石碑ほかの（到製

西難波硲園〇水近の配管等の被祖

※ いぶきの家 ：公む病認定忍者の他↓It回復施設

l
 

第3章＠公共施設等の被害と復旧I221



●第3節文化財等

|_竺こ J 
口霞這
01/厄闊湯
被害の実態調査を 1月18日から全市的に行った。

国・県指定文化財については 1月28日・29日文化庁

および兵庫県教育委員会の建造物担当技官の現地調

壺が行われ、被害の状況把握と今後の修復計画の汽

料収集を行った。また2月17日には国の文化財保渡

審議会委員の視察があった。

震災時、尼崎市内には指定文化財として、国指定

文化財10件（彫刻1、・建造物5、工芸2、史跡2)、

県指定文化財8件（建造物5、1図跡 1、彫刻 1、考

古狩料1)、市指定文化財22件（建造物5、絵画2、

工芸3、考古狩料4、古文m3、歴史汽料3、彫刻

1、民俗汽料 1)がある。

今回の地店による被害の状況を指定種別に見ると、

建造物15件中12件が被災したほか、史跡近松門左術

門の硲石が転倒、文化財収蔵庫で展示中の考古質料

ー水鎚古坑出土三角縁神獣鋭・鉄刀ーが落下破担、

民俗賀料ーおかげ踊り図絵馬ーは拝殿の倒壊により

その下敷きになり破狽し、表面に土砂が付約するな

どの被害があった。とくに建造物では修理中であっ

た長迪寺客殿 ・庫裏は煩いて（到壊寸前の状態にあり、

修理事業の中止を余緞なくされた。

近畿地方では脱長の大地俎 (1596年）以後、窃文

2 (1662)年、宝永4(1707)年、嘉永6(1854)年等

江戸時代にも数多くの地厖災害を被り、尼崎城の天

守や石垣等が崩れ、人家に被害がでたことが記録に

残されている。 尼崎市寺町に所在する本膜寺 • 長遠

寺はいずれも江戸時代初頭の尼崎城築城に伴い現在

地に移築された寺院であり、長辿寺は宝永の地店で

はかなりの被唱を受け、修理が行われていることが

判明しているなどその都度修復を施し幾度かの災害
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をくぐり抜けてきたことがわかる。

被害の大きかった建造物についての個別の被害状

況は次のとおりである。

国指定文化財

〇本躾寺方丈 （破担程度大）

軸部の破拍が大きく 、南東の玄関は、柱長で30cm

調査中の文化庁技官（本興寺開山堂）

裂けた床の間（本興寺方丈）

剥落した漆喰壁（本興寺開山堂）



余り東に傾斜し、西側の大床は西に傾き上段のI廿］ ・

松の問との問に亀裂 • IIJJ隙が生じている。 壁の漆喰

は随所で象ll落、落下。建具の襖、節子、雨戸一部破

狽、襖絵は一部破れ破損

〇本興寺開山幽（破狽程度中）

iliill部のズレ微小、 漆喰壁南面が落下、西面刻落、

厨子廻り板墜落下、南而石段傾斜

〇長遠寺本棠（破担程度中）

ilil1部が緩み、正面長押が落下。全面の壁大破、縁

束柱移動

〇長遠寺多宝塔（破狽程度大）

上陪屋根北に煩斜し、捩じれる。相輪南に傾斜、

露盤に亀裂。亀腹倒落

県指定文化財

〇長遠寺客殿（破捐程度大）

軸部の破狽がはなはだしく 、全体に北西に大きく

傾き、修理中の軒足場に寄り掛かる状態で辛うじて

倒壊をまぬがれている。柱等の部材も大破

〇長遠寺胆裏（破狽程度大）

iIlI1部の破拍がはなはだしく 、建物は全体に大きく

東および南へ傾斜し、壁および内部の建具は大破。

玄関は崩壊、東面下屋も崩落

〇長辿寺鐘楼（破損程度中）

建物北西に傾斜。瓦脱落、袴腰壁板 ・台輪割れ

〇砧松神社本殿（破拍程度小）

柿荘き北西隅一部脱落、益股脱落

〇石造十三重塔（西武庫須佐男神社）倒壊

基礎部分からすべて倒壊、笠の一部欠狽

市指定文化財

〇本奥寺鐘楼（破狽程度小）

袴腰部わずかに傾斜、扉部一部破拍

〇本奥寺三光拡向阻門（破拍程笈大）

i|iII1部のズレが大きく、本柱の太柄が礎石から抜け

出し南側にズレている。扉破担

〇おかげ踊り図絵馬（南武庫之荘索燕嗚神社）破

捐

（到壊した拝殿の下敷きになり 2つに破断。表面の

彩色に土砂付舒。元躾寺文化財研究所職員のボラン

倒壊寸前の客殿（長遠寺）

倒壊寸前の庫裏（長遠寺）

崩壊した十三重塔（西武廊須佐男神社）

一

ティアによって応急的にクリーニング処理

〇長洲天満神社本殿（破狽程度小）

桧皮荘き南東隅脱落、野地板前面破拍

〇水堂古瑣出土品（破担）

三角縁神獣鋭 ・鉄刀2本落下破担
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以上のように上下・ 左右の激しい揺れを直接的に

受けて、重い屋根を持つ建造物はilid1部に被害が集中

し、壁 ・建具等にも担勧を受けて建物が傾斜するな

どの状況を呈している。中でも県指定重要文化財の

長辿寺客殿 ・1車裏は修理中に被災したため被害を大

きくした。その結果修理工事を中止し、再度新たな

計画の下に修理を行うことを余俊なくされたが、こ

れは建具等がいまだ設佃されていなかったために軸

部が集中的に直接的な揺れを受けた結果と考えられ

ている。今回の地店の結果、的確な修理を受けてき

た建造物が倒壊した事例はなく、広い表而軟を持つ

瓦荘きの歴根についてみても、崩落した事例はない。

今後補強を考應した修理事業を展開し、 指定文化財

を後世に伝えていかなければならない。

◎ 1ぼ，99隠訊研＇鼻
厖災の翌 1月18日から全市的に行った被害の実態

調査とその後の文化庁 ・兵庫県教育委員会と（財）文化

財建造物保存技術協会の現地調査に基づき、修理方

針．粁手時期など事業内容について文化庁および兵

即県教育委員会の指祁の下に所有者と協談を重ね、

平成7年度から順次保存修理事業（災害復旧）に舒

手することとなった。

国指定文化財の本典寺方丈 ・開山幽、長辿寺本能・

多宝塔については、平成7年5月30日付けで文化庁

から国叩補助事業の内示を得て 6月1日付けで補助

申諮を行い、修理事業に舒手した。

県指定文化財の長遠寺客殿・1庫裏・鐘楼について

は平成7年7月24日付けで兵庫県教育委員会から補

助事業の内示を得て8月1日付けで補助申諮を行い、

修理事業に舒t手した。

また、富松神社本殿については、平成8年5月9

日付けで兵卵県教育委員会から補助事業の内示を得

て6月4日付けで補助申諮を行い、修理事業に充f手

した。

なお、西武叩須佐男神社石造十三重塔については、

平成8年6月14日付けで(lU)文化財保護振興財団から

助成事業の内示を得て 7月16日付けで助成申諮を行

い、修理事業を行った。
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おかげ踊り図絵馬応急処理作業

割れた水堂古墳出土鏡

修理工事が進む長遠寺多宝塔

市指定文化財のおかげ踊り図絵馬、長洲天満神社

本殿、本典寺鈍楼 ・三光拡向窟門、水澁古墳出土三

角縁神獣鋭・ 鉄刀については、修理方針 ・舒f手時期

等所有者と協議し、平成9年度から順次実施してい

く。



門
01諄匹闊湯
現在尼崎市内には106の埋蔵文化財包蔵地が周知

されており、その総而甜は約114haに及んでいる。

地店のあと 1月の下旬以降数回に分けて市内全域の

被宙状況調査を行った。調査はこの時点での調究者

の主観による外観の状況調査であり、その後外観か

らは被災しているとは判断されていなかった家屋の

改築計画が多数提出されてきており、今後さらにそ

の数は増加するものと考えられる。

今回の四災により逍跡が直接的に被宮を受けた状

況は見受けられなかったが、田畑や公園等の空き地

に所在する36追跡を除く70追跡内で建築されていた

建物の屋根瓦等が破拍するなど何らかの被害を受け

ていた。とくに15逍跡では、逍跡上に立地する神社・

寺院・文化住宅・老朽家屋の狽壊がはなはだしく 、

被也は4.6haに及んでいる。

被密のはなはだしい15辿跡は市内北部に集中して

いる。その内訳は散布地4、染落跡5、城館跡3、

社寺跡1、古瑣2である。とくに塚口城跡は追跡全

休の2割、約2万1,000m¥尼崎城跡は本丸から二

の丸にかけて約 1万m2、栗山・ 庄下川追跡では約

4,000m'が、宜松城跡では約2,500m'、北裏追跡では

被害が約2,000m'の範囲に及んでいた。

＠ 
兵叩県は文化庁との協議の結果、2月13日付け事

務辿絡で 「兵庫県南部地俎に伴う周知の埋蔵文化財

包蔵地における土木工事等の取扱いについて」以下

のとおり取り扱うものとした。

1 応急的な 「復旧」に伴う取り扱い

(1) 『当面のIt:り』、下記の事業に伴う文化財保護

法第57条の2第1項および同法第57条の3第1項の

規定による届け出および通知を要しない。

(2) 上記(1)に該当する事業は、次のとおりである。

① 囮気、ガス、上下水道等のライフ ・ライン

の復旧

② 仮設住宅の建設

置 r際閻魯

＿
 

③ 倒壊（半壊） ・焼失家屋の除去 ・跡地整理

④ その他緊急を嬰する工事

その後改めて 2月23日付け文化庁次長通知により、

当面の取り扱いについて以下の通知があった。

対象となる復旧工事の範囲は、阪神・ 淡路大厖災

に伴う以下の復旧工事で、平成7年5月末日までに

舒工するものとする。

① 軍気、ガス、 上下水逍、電話、道路、河川、

柄りょう、鉄道等の復旧

② 仮設住宅の建設

③ 倒壊または焼失した建物その他のエ作物の

撤去または整地

④ その他緊急を要する復旧工事

兵即県教育委員会ではこの通知を受けて3月2日

に 「阪神 ・淡路大俎災に伴う復旧工事に係る埋蔵文

化財の当面の取扱い」についての説明会を開催した。

3月下旬には、6月1日以降における埋蔵文化財

の取り扱いについての基本方針について通知があっ

た。その主な内容は以下のとおりである。

1 取り扱いの基本原則

(1) 被災地の骰かれた状況にかんがみ、早急な復

旧が急務であるとの認識を基本とし、復旧 ・復

輿事業の円滑な推進と埋蔵文化財の保護の整合

を図るものとする。

(2) 埋蔵文化財の保護については、 上記の原則を

踏まえつつ、被災地の実梢に合わせて、適切な

措i1y1を執るものとする。

(3) I紺係の府県は、この 「基本方針」に基づき、

市町村の意見を聞いて 「適用要領」を定め、復

旧 ・復輿事業と関係する埋祓文化財の具体的な

取り扱いについて辿猫のないよう措附するもの

とする。

2 適用範囲等

(1) この「基本方針」は、阪神 ・淡路大囮災の復

旧 ・復興に係る事業の実施に伴う埋蔵文化財の

取り扱いについて適用する。

(2) この「基本方針」の適用期間は、平成7年6

月1日から平成10年5月31日までとする。
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なお、復旧 ・復興事業の進ちょく状況等にか

んがみ、適用期間の延長が必要な楊合は、 別途

検討し必要な措硲をとるものとする。

3 埋蔵文化財の取り扱いなど

(1) 復旧・復典事業等に係る埋蔵文化財の取り扱

いは、次のとおりとする。

ア）事前の確認調究

埋蔵文化財の取り扱いに関する判断は、原

則として、周辺地域における従前の発掘調査

等に基づく既存の知見によって行う。

イ）発掘調査等

a)復1日・復肌事業については、可能な限り

盛土または掘削が追構面に逹しない工法を

とることなどにより辿描の拍壊を避けるよ

う指報するものとする。

b)記録保存のための発掘調査は、原則とし

て、工事による掘削が追樅を損壊する楊合

に限って行うものとする。

C)発掘調査の範囲 ・方法・内容については、

辿跡の状況を総合的に勘案し、弾力的に対

応するものとする。

(2) 「適応要領」の策定および巡用に際しての留

意事項

ア）住民の生活に密珀した事業で、埋蔵文化財

への影勝が比較的少ない事業に対しては、復

旧等の迅速な推進に支節が生じないよう配應

すること。

イ）大規模な事業で、相当程度の埋蔵文化財ヘ

の彩懸が予想される事業については事業と埋

蔵文化財の取り扱いを調整し、埋蔵文化財の

適切な保護に追漏のないよう措i在すること。

ウ）区画整理事業など都市の基盤全体に係わっ

て行われる事業に対しては、事業者側と計画

の段階から調整し、埋蔵文化財の調査等をそ

の一部に組み込むことにより事業の円滑な推

進と埋蔵文化財の適切な保護に辿漏のないよ

う措佃すること。
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(3) 発掘調森等の体制

全国的な協力を得て、市町村に対する支援の

措骰をとり、調査組織を集中的に投入するなど、

迅速な対応に努めるものとする。

4月からは、 「基本方針」にうたわれた「適用要

領」策定に向けて、兵印県教育委員会主森の下、災

害救助法の適用を受けた関係10市10町の埋蔵文化財

担当職員による意見交換が行われた。さらに実梢の

異なる個々の事業に対する統一的な 「取り扱いマニュ

アル」 （基本編）作成に向けて検討会が粕力的に開

催され、5月には一応の形をみた。その後継続して

「取り扱いマニュアル」 （基本編）の問題点につい

ての慈見交換が行われた。

また、7月1日には、全国から兵庫県に派辿され

た埋蔵文化財担当戦員の尼崎市への支援に関して兵

即県教育委員会と尼崎市教育委員会との間に協定が

締結され、以後、職員の派辿も受けて発掘調査を行っ

た。

ちなみに、平成7年4月から大物町で行われた市

営住宅の建設に伴う発掘調査が本市における復旧 ・

復典に伴う埋蔵文化財調査の第1号である。

9月下旬、復旧 ・役奥事業に伴って地方公共団体

が行う文化財保訛法第98条の2に基づく発掘調究や

「取り扱いマニュアル」 （基本編）の適用範囲（周

知の埋蔵文化財包蔵地 ・隣接地）外で行われる復旧・

復典事業の際の工事中の不時発見を想定した取り扱

いについて 「取り扱いマニュアル」 （応用編）とし

て検討を開始し、現在に至っている。

尼崎市では、 「尼崎市住珠境整備条例」に基づき、

開発業者から建築確認申扁『以前に開発事前協謡1りが

文化財担当にも回議され、そこで当該地の文化財保

護法による取り扱いを指示するほか、ファクスによ

る埋蔵文化財の所在の照会 （確認依頼）にも応じて

いる。

今回の地紺が発生した平成7年1月（平成6年度）

は開発事前協厳および確認依頼ともにその件数を減

じているが (1月の件数は1品災以前の依頼が大半） 、

2月以降今日まで紺災以前の件数に比べて飛躍的に



兵庫県教育委員会職員の支援を受けた発掘調査

（平成9年3月末現在）

．辿 跡 名 I↓lftl)jUH 曲介．Ihii'i `• ~ ff. JUJ ll¥J 湖 ft 担 ¥II I r.・ 

追ノ下逍跡 H 7. 7. 10 小野田義和 （福島県）

（第7次調査）
市営住宅建設 500m' ＼ 

H7. 8. 25 北原 治 （滋賀県）

尼崎城跡 H 8. 3. 1 佐藤公保 （愛知県） ・横田 明 （大阪府）

（第43次調壺）
小学校建設 1,400m' ＼ 

H 8. 9. 13 家塚 英詞（，品取県） ・禰宜田佳男（大阪府）

尼崎城跡 H 8. 3. 4 矢口 裕之（群馬県） ・兼康保明 （滋賀県）

（第47次調究）
市営住宅建設 324m' I 

H 8. 5. 8 木下賭ー（香川県） ・菊池 吉修 （静岡県）

武 lil1庄 辿跡 H8. 5. 20 半濶幹雄 （千薬県）
共同住宅建設 680m' ＼ 

（第36次調究） H8. 8. 20 三輪兄三（岐阜県）

時 友 辿跡 H 8. 6. 4 大川勝宏（三重県）

（第7次調査）
共同住宅建設 350m' ＼ 

H 8. 7. 19 小林公治 （山梨県）

久保 田 辿跡
H8. 9. 30 宮崎敬士（熊本県）

共同住宅建設 370m' I 
（第3次調査） H 8. 11. 27 弘田 和司（岡山県）

猪名 庄 追跡
H 9. 1. 16 渡辺 昇（兵祁県） ・禰宜田佳男（大阪府）

再開 発事業 3,500m' ＼ 

（第31次調査） 矢口 裕之（群馬県）

事前協議 ・確認依頼件数の推移

l 4月 5月 6月 7) l 8月

| 16 ,. 事nii協議件数 31 25 31 32 22 

瓜 確認依頼件数 32 32 29 23 36 
7 事前協謡件数 49 28 93 33 74 
1 I •. 
瓜 確認依頼件数 80 45 65 64 39 
8 事前協議件数 40 49 45 51 45 
年
,.n. 確認依頻件数 55 55 33 65 43 

増加しており、 1及典に向かう住宅建設がようやくそ

の緒についたことがうかがわれる。

[•:•(1) 歴史的建造物の保全

市域には最観のボイントである都市美形成建築物

等や都市美形成地域 （寺町）が存在し、歴史的価値

（平成9年3月末現在）

9月 10Jl llJJ 12月 1月 2月 3 JJ 合 ，II・
26 27 27 27 18 30 48 344件

27 44 31 26 18 59 78 435件

41 49 49 35 45 41 49 586件
l 

50 53 58 33 29 51 56 623件

32 40 47 31 45 38 42 505件

51 50 51 49 40 48 33 573件

が高く、市民共有の財能である。

俎災当時まで都市美形成建築物は、28件が指定さ

れており、加えて4件が都市美審談会へ諮11月中であ

り、 寺町地域 （約7.7ha、232世帯）は平成元年 7

月14日に地域指定されている。

形成建築物等では各々の保存計画柑、寺町地域で

はガイドラインにより歴史的伝統的批観の保全が図

られており、市からも外観のメンテナンスという 目

的で限度額300万円の助成事業を行っていた。
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□ 1品災肝［後の混乱のなか、歴史的批観の残る築地地
区、 寺llII地域をはじめ、 すべての形成建築物守の被

害調介．を行った （被占件数は下表のとおり）。

゜
I闇，1邪m.；紺'≫

被内で目立つのが、屋根、 ヒ塀の破担、倒壊であ

る。建築物によっては、財屋や倉が倒製、頻斜した

ものもあり、地区 （築地、西本町）によっては、液

状化視象により材liや姓物が領＜被古もみられた。）ビ、

伝記念館を除くすべての形成姓築物等に担壊がみら

れ、不平なことに 2人の祁い生命を奪うまでに至っ

た。

この結果、都市災形成建築物等指定において諮I}ij

中4件が取り下げとなり、指定済み28件中の11件が

後に指定解除になった。

＠墨E91屯，9
とくに寺院に被寓が大きく、全品寺の鈍楼（到壊、

本狼寺の塀(f!J壊、迩通寺の梁落下 ・柱の座屈、長辿

寺のIJli裏の1'l'i斜など、悲惨な状態であった。

周辺民家では、36件に被古が及んだ。

※形成建築物等11件の指定解除は、平成8年 3月19

日の都市美審議会で正式決定された。

冒ご二予
都市美形成地域内（寺町）

土寸• 3か寺 全昌寺、木奥寺二光幽拝殿、

全壊 長辿寺客殿・ ill裏

民家 1件

一寸f 3か寺 木奥寺一条院、広徳寺寺務所、
1・：壊 苦辿寺,,11災
民家 3件

ニ寸ト: 7か寺 本典寺、沖通寺、II・硲寺

ー・滞 法園寺、大‘j‘£寺、女11来院

肌壊 長辿寺

民家 32イL|; 
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形成建築物の被害

形成建築物の修復

口戸暉
本市の｝品災復躾の)J針、具体的対策がまだ決定さ

れていない1iil、H本建築学会近畿支部、H本建築学

会姓築歴史・邸匠委員会、兵Iil]県建築：r.'Ji務所協会

阪神支部、阪神大磁災対策歴史学会連絡会、歴史狩

料保仝梢報ネットワークなどのボランティアによる

応急対策のJj法、アドバイスなどが行われた。

また、本市の部市デザイン専1"J委員の吉田、足立、

三輪の3専判委且も調査応援を行った。

| •:•(4) 修復・保存対策

守り続けてきたこれらの建造物は、一庶失うとニ

度と取り戻すことができず、大俎災後、現存してい

る建造物だけでも市民共有の財産として将来に引き

継いでいきたい。

したがって、都市美帝議会および部会をm：ねて、歴



史的建造物の修復・保存計画や助成方針などを検村した。

① 都市美審議会（平成7年4月22日）

被苫状況を報告し、諮間中の4件の取り下げを行っ

た。また、形成建築物所有者の今後の慈向調査結果

を発表した。審謡会より助成金の増額、可能な限り

の建築物等の存続の、意見が出た。

② 都市美審議会（平成 7年5月23日）

5月6日の部会（現地視察）の報告

③ 都市美布議会（平成7年9月4日）

1) 保存計画 （災害復OO）の諮問

所有者が修復 ・保存邸向のある形成建築物17件の

保存計画（災宙役.00)の策定を諮問した。これは、

修復 ・保存方法について既存の保存計画の変更を歴

史的最観形成に影惣しない範囲で策定されたもので

あり、伝統的工法、材料等に耐震性を考慰した現在

森入可能な計画、方法で設定している。

2) 災：占助成の方針の説明

過去の助成金交付の実船は問わず、限貶額500万

円で、 平成7~9年裳の期間で、修役にかかる投用

の2分の1の範囲で助成する。

④ 都市美審議会（平成7年9月27日）

1) 保存計画 （災宮復陳）の答申

部会 (9月12日）、審議会 (9月18日）で、保存

計画（災宮復典）案の検討を重ね、 16件 （諮問後17

件から 1件辞退）の形成建築物等保存計画の答申を

得た。

⑤ 都市美審議会（平成8年3月19日）

l) 形成建第物等11件の指定解除

指定解除される建造物もビデオに俎災記録として

残すなどの慈見が出た。

2) 本年製の修復工事の進ちょ く状況報告

|•M5) 助成制度の確立（最終）

平成 7年 8月、 Olオ）阪神 ・淡路大店災復興基金の

「歴史的建造物修理費補助」が創設され形成建築物

等の修復役の一部の補助を受けられるようになった。

本興寺（寺町地域内）の被害

本興寺（寺町地域内）の修復

① 都市美形成建築物等災害助成金

助成限度額本 市…••… ·· ··300万円

復輿基金……••… •200万円

② 都市美形成地域内（寺町）災害助成金

助成限股額本 市・……… ••500万円

※いずれも修復に係る股用の2分の1の範囲で助成

し、期間は平成7~9年度。

|•:•(6) 助成実績

平成7年度実績
（平成8年3月31日現在・単位：千円）

区 分 助 成 件 数 金 額 ＇
形成建築物 基 金 8件 15,350 

8件 市 7件 17,761 

形成地域内 基 金

8件 市 8件 22,943 

16件 56,054 

l
 

また、 UIオ）文化財保渡振典財団より、如来院の鐘楼

と山門、甘総寺の観音営、苦通寺の本棠と山門に対

して助成があった。
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●第4節その他公共施設

市営住宅の被宙は、兵庫県南部地店発生時に管理

していた85団地 •9,034戸（鉄筋住宅78団地・ 8,966

戸、簡易耐火住宅1団地 ・4戸、木造住宅6団地 ・

64戸） のうち、軽微なものを含めて被害が生じたも

のは鉄筋住宅に集中しており、被害状況は次のとお

りである。

① 構造体の補強を含む大規膜補修が必要なもの

1団地・ 15戸

なお、 当該団地については大きな余店による（到

壊の危険性が高いことから、地震発生日から補修

が完了するまでの約3か月半の期間、入居者に避

難してもらった。

② 樅造体の損傷はみられないが槌等の担偽が著し

＜補修が必嬰なもの

10団地 ・1,665戸および

タワー型給水塔・ 1甚

③ 被也なしまたは軽微な補修が必変なもの

74団地 ・7,354戸

地区会館は6館設府されており、建物および付常

設備等を中心に被災したが、被辿沈状況は次のとおり

である。

6館のうち立花地区会館の内外壁亀裂等が目立っ

た被害であったが、全体として被害は少なかった。

立花地区会館の補修については、平成7年 8月に

完了した。

＜被害状況＞

本庁地区会館：電気混水器担船、内監亀裂等

小田地区会館 ：電気室トランス破拍、ホール電球

破損

大庄地区会館 ：本棚 ・鏡破損
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立花地区会館 ：食器類破担、内壁亀裂筍

武1“地区会館 ：タイル破損、消火水梢 ・ボンプ損
傷

園田地区会館 ：空調ダクト破担

武lili地区会館を除く他の地区会館は震災直後から、

遅れて武廂地区会館が避難所として利用された。

また、園田地区会館を除く 5館については第2次

避難所として利用された。

この間、地区会館の使用については、 平成7年 1

月17日から5月17日までは、避難施設として利用し

たため休館となった。

『 --7
市内には、共同利用施設が20館ある。全体的に被

害は少なかったが、翡田、東大品、西昆協、時友の

4館について内装や外装に少しばかり担勧があった。

戸ノI芍会館については、建物自体の被害は少なかっ

たが、地盤の液状化の影態を受け、地面と玄恨l階段

取付部の段差、埋設されている給排水管の破損およ

び1階和室のぬれ縁台頻斜などの被宮があった。玄

関部分等の応急修理をすぐに実施し給排水施設につ

いては、建物の使用に支即となるため、復旧工事を

施行し平成7年 8月に工事が完了した。

＜被害状況＞

善法寺会館 ：なし

東窮松 会 館：ホールドア把手担勧、台所竪ひ

び割れ

上ノ島西会館 ：なし

猪名 寺会 館：アンプ破捐

長瑚会館：窓ガラス割れ (1枚）

高田 会 館 ：内外装ひび

三 反田会館：なし

西窃松会館 ：入ロドアーゆがみ、楊沸室 ・ト

イレ墜ひび割れ

小中島 会 館 ：なし

浜田 会 館 ：なし

東大島 会 館：内外装ひび割れ



戸 ノ肉会館：外装ひび割れ、給排水施設の担

働節

元浜会館 ：なし

四屁陽会館 ：禍沸室槌ひび割れ、

幽昆陽南会館 ：なし

今 北会館：なし

西大島会館：なし

時友四会館 ：内外装ひび割れ、カーテンドア

の損傷

西武lilI南会館：なし

武庫之荘北会館：なし

共同利用施設の邸田会館、 戸ノ内会館、幽宮松会

館の3館については避難所として利用された。

市内に市立福祉会館が12館ある。難波、難波分館、

中難波、潮江、浜田楽徳院、党松の6館で、内外墜

の亀裂などの被宙があったが、緊急に修理を必嬰と

するものではなかった。

他の6館については被害はほとんどなかった。

＜被害状況＞

難波福祉会 館：内外槌也裂

難波福祉会館分館：内外壁亀裂

築地福祉会館 ：なし

中難波福祉会館：内外壁亀裂、糸lj落等

潮江福祉会館 ：内外壁亀裂、致lj落等

額田福祉会 館：なし

武／庫）1|福祉会館 ：なし

浜田崇徳院福祉会館：内外壁亀裂

幽松福祉会館：外壁象lj蕗等

立 花福祉会館：なし

尾浜福祉会館 ：なし

西川福祉会 館 ：なし

| 5 地域集会所 I 

市内には地域コミュニティ推進の拠点として219

館の地域集会所がある。

被害状況については、 全壊が3館、半壊が23館、

一部担壊が66館、被害なしが127館となっており 、

半数程度の集会所が被害を受けた。

地区別の状況は次のとおりとなっている。

地域集会所地区別被害状況

（平成8年5月6日現在 ・浪位：館）

1地区 全壊 平壊 消1iii壊 被'lfなし ,d・ I 
本庁 1 6 14 6 27 

小田 1 4 15 32 52 

大 Eiて 1 7 18 26 

立花 3 7 32 42 

武肌 7 8 14 29 

脳田 1 2 15 25 43 

計 3 23 66 127 219 

総合文化センターの被害の状況は、施設が大規模

であり、相当なものになっている。詳細は次のとお

りである。

＜被害状況＞

本 館：エレベーター運転不能 (3台）、2

階給排水管拍傷により各階浸水、部

屋、通路、壁面等の亀裂 ・刻離、照

明器具の脱蕗、各Viii品の損偽

総合文化センタ一本館地下 1階

＿
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ホール棟：客席、通路、各室壁面タイル等の亀

裂・依lj離、機械室等吊ボルト切断 ・

脱落、各(tiii品の狽勧

中ホール棟 ：通路壁亀裂、音懇器具の脱落

駐車楊 ：デッキジョイント部等の亀裂・段差、

墜面タイル等の亀裂・象lj離

そ の他 ：本館石垣亀裂、ホール棟玄関前敷石

一部陥没

俎災当時は、休館日であったため、 当日の事業に

は支節がなかったが、翌日の18日には、大、中、ミ

二の各ホール、会談室、一般宴会等がキャンセルと

なるとともに、自主事業である 「友の会」の講座も

休購となり、 18日の事業はすべて中止となった。そ

れ以降、貸館業務のキャンセルが相次いだ。

1月19日から23日まで、大ホール、中ホールの各

種の機械設備の作動テストと修紐必要箇所の点検を

行い、大ホールの安全点検 ・修繕のため2月2日か

.1 
ホール棟 1階コンコース正面玄関前

本館1階通用口
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ら3月15日まで使用中止とした。3月16日から大ホー

ルの営業を再開し、以陥通常どおりの営業を開始し

た。

復旧工事については、 1月30日からの大ホール棟、

ホワイエ客室墜面タイル補修工事および本館エレベー

ター修紹をかわきりに、平成8年 1月22日まで19回

に及ぶ工事が実施され、施設の復旧が完了した。

_二=-―]
地厖発生後、職員が順次出勤。

開催執行委員長らと協議のうえ、とりあえず17日

は開催を中止することとした。午前9時ごろにJR

立花駅 ・阪神尼崎駅等関係機関に開催の中止を連絡

するとともに、 「本日開催中止順延予定」の府板を

競走楊付近の交差点に設骰した。

次に、投票所内の状況を把握するために、所長 ・

次長 ・ 施設課長 ・ 労務担当係長で建物•投票機器に

ついて調査した。

午前9時40分に、日本トーターが、投漿関係機器

の点検を始めた。

そして、 10時12分には、機械の故節のため、後日

払いの中止を決定した。

10時15分には、競技機械の点検も始めた。

第 1回の所内課長会を10時25分に招集し今後の対

応について協談し、とりあえず被害状況を調査する

こととした。

午後2時現在の被害状況等としては、以下のとお

りであった。

く事業課＞

1 番組コンピュータl具l係者来楊できず確認不能

CCR（審判・競技 ・番組）、KCC（辿合会

と辿結分）は正常に作動

2 日程

(1) 18日も中止決定

(2) 対叶俊勝戦 (19日） ・俊勝戦 (20日） をした楊

合の1日の追加、 3日間を打ち切った場合の追

加をどうするかについて協謡



3 委託l具l係

FM・イベント ・テレビ委，itの変更について協

議

4 '比金の収り扱い等について協蔽

5 CVCF関係

投漿集計機器等倒壊

6 センター1具l係

(1) PC L • OC L • DP CL（立硲ずれ（約30cm)、

その他操作卓位附ずれ

(2) ストラ位罰ずれ、NCC(IDT)キーボー

ド落下・破拍（ストラ用 1台）

(3) 日写モニターPCLに落下

(4) T I C製前売採作」fi用ケープル破狽

(5) 各投票所端末器脱落・ 1波狽（台数調整中）

(6)対岸オッズ盤ユニット、予備基盤収納ロッカー

転倒

※ 午後3時ごろ、各屯源人れてテス ト

く施設課＞

1 競艇機器 人手不足で点検できず

2 審l!IJ装i社 批作琳等の役旧はH途立たず

3 放送設備 視時点でl:f立った不調節所なし

4 窄調没Viii

(1) 水圧低下のため作動せず

(2) 1月18日早朝から点検

5 水道設備 水J王低下、復11:1不明

く警備課＞

1 南岸の大型テレビについて点検開始

2 テレビ破担

(1) 警備センター 2台

(2) 笞備本部 1台

3 I月Flに向けての復旧は困難

4 テレビ室の電源が入らない状態、実況テレビが

今の段階では映せない

く建設担当＞

1 正1"］大屋根スピーカー落下 ・ルーバー1波狽

その他ルーバー破拍

2 沌下便所西床クラック

3 9 号館 2|il雑I•符センター入ロドアずれ、 一部1}ii

|}］不能

4 9 号館 2 階計•符センターのモニターテレビ(ffJ製

5 CVCFバッテリー液漏れ

6 jE門入口段差

7 9号館 1、2階照明器具外れ

8 9号館屋上ラック ・冷湿水管等の支持金物外れ

9 9号館東南キャットウォーク溶接外れ

10 9号館2階便所タイル・鋭割れ

11 9号館と 4号館地下通路ヒューム管つなぎ目モ

ルタル外れ

12 整備場サッシ取り付け不艮

13 モーター装沼場地盤クラック

14 f•（共広場前地盤クラック

15 4号館南、 一部分モルタル落下

16 その他モルタル倒離 風防下・花射t

17 ファン通路阪神接続部グレーチング洛・下

18 4 ~9号館接続デッキエキスパンション部床盛

りヒがり

19 中央スタン ド2階東便所前外墜倒離

20 審判制御卓へ落下物あり

21 13号館2階ケープル切断

22 13号館渡りテント部モルタル糸Il離

23 13号館東側段差

24 特笞控室タイル係lj離

25 iEI"Jl芍4[Il糸lけ誰

一

次に助役と協厳のうえ、午後3時24分には、今l}廿

催のl1程のすべてを中止することにし、報逍機関等

に連絡した。

翌18日には、住之江競艇勘から大阪府都市競艇組

合が、1月20日からのI}り催を巾11：した旨の連絡があっ

た。

同じく伊丹市でも、 1月22日から1月25日の開催

を中止する決定がなされた。

1月19日から後1三l払いを開始し、その旨を阪神セ

ンタープール前駅・阪神梅田駅に張り紙をして周知

した。

所内課長会議を開き、兵即県南部地店に伴う課題

笠について 1幼厳した。
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1 1月17日～19日の開催中止に伴う対応

(1) 振替（開催）日程の確認および手続

(2) 選手牧金の取り扱い

2 早急に決定を要する事項

(1) 1月21日～23日の公休日の競艇楊の管理体制

について

(2) 2月 1日従市且研修のIJH催の可否について

(3) 1月23l=J以降の避難所の応援体制の確認

3 今後検討 ・整理すべき市項

(1) 開催中に地i品が発生した勘合の体制について

協議

(2) 被害状況のまとめ

4 2月9日開催に向けて施設、機器の点検、整備

ボートピア姫路では、 1月24日から2月14日の発

光開始のIiii日までのうち銀行営業日に限って臨時払

戻を開始した。

1月26日所内全体会蔽、 1月31日所内課長会議を

それぞれ附き、 2月 1日の開催に向けて総合テスト

を実施することを確認するとともに、再開時期につ

いて協談し、 3月までは開催中止でほぼ邸思確認を

した。

2月 1日には、開催針叶iiiのため機器点検等につい

て場全体の総合テストを実施した。

レース再I}りに向けての総合テストは、次の項目に

ついて点検確認し、施設の利用の面からは2月9日

から再開可能と判断した。

1 執行本部

2 投票関係

3 笞備l共l係

4 競技関係

5 審判関係

6 艇印関係

7 姫路関係

8 その他（選手食鎚 •SKS ・ 医務室 ・ 乳幼児室・

立花寮 ・大型映俊）

一方従事員の研修は、従事員の安否の確認を行う

ためにも、アルカイックホールオクトで実施し、ほ

ぼ全員の無事を確認した。
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また、所長・次長から再開について、市長に報告・

協議した。

2月2日には、市長報告等を踏まえて、所内課長

会で2~3月の開催中止を正式決定し、 2月3日付

け正式発表をすることを揺思確認した。

この正式決定を踏まえて、従事員の府用確保のあ

り方について、尼崎職業安定所と協議を開始した。

2月3日には、 会派代表者会でセンタープールの

運営について文fりで次のとおり報告した。

センタープールの運営について

今般の兵hli県南部地店の発生に伴い、尼崎競艇勘

の開催については、本13まで中止してきたところで

ある。

今後の開催については、市財政にさらに重大な影

惣をもたらすこととなるが、広範な地磁被害状況等

を粕まえ、この際、本年11£ (3月末まで）の開催を

見送ることとする。

あわせて「なお、再開は、 4月を予定している」

との口頭報告を行った。

なお、従事員の附用の確保に係る府用調整助成金

についても、兵JilI県労働部と協誠を開始した。

2月10日には、総務委員協議会で 「尼崎競艇場の

迎営について」次のとおり報告 した。

1 尼崎競艇場における 2月、3月全1姐催を中止す

る。

2 2月、3月全開催の中止に伴い2月14日・15日

に受託予定であった第18回近畿地区選手権競走

（滋賀県施行）は、ボートピア姫路においてのみ

発売する。

3 3月20日・21日に受託予定であった第30回鳳凰

牧競走（府中市施行）場閻場外発売を中止する。

4 姫路楊外発売楊については、2月17日から開催

予定している住之江競艇楊の場外発売場として発

売する。

2月14日には、姫路楊外発売島で近畿地区選手権

競走 (JJ,;111]場外）の発売を開始した。



引き続き、 2月17日には、4施行者分の住之江競

艇島の発売を開始した。

なお、尼崎競艇勘分は3月末まで中,,-．．のため住之

江競艇場へ振り替えた。

2月17日には、屈用調整助成金適用決定の述絡を

受けた。

3月3日には、総務委員協議会で4月4l=Jから開

催することを報告した。

続いて所轄笞察署と次のとおり協談を行い、 4月

4日から競艇を再l}りした。

1 財車楊の閉鎖 (4月から2開催12Fl IM]) 

2 駐車楊の閉鎖に伴う PR

3 路上駐車に伴う対応

| 8 地域研究史料館 I 

口 頑害の状況

昭和通2丁目の尼筍市総合文化センターでは、整

にひびが入るなど軽微な被宙が発生したが、建物の

樅造部は無事であった。その一方、建物内のViii品 ・

什器の多くは（到れ、物品が散乱するなどの被古がH

立った。その中でも 71iけにある地域研究史料館木館

は、史料等収祓物の多さと揺れの増幅される邸lt1部

に位附していることから最も被宮が大きかった。

当時、 地域研究史料館では、尼崎地域に関係する

古文出 ・近現代文柑約4万7,000点、地域の歴史に

関する図1!1、全国の自治体史誌、社史 ・団体史、紀

要 ・雑誌、目録等の図因約3万7,500点、行政文出

などを本館の100基余りの書架に配架していた。ほ

ぼすべての出架が地iどで倒れ、ほとんどの図因や物

品が床に蕗下、1枚乱したが、古文患は文内缶に収納

していたためほとんど被害がなかった。また、室内

の槌には地俎動によりひびが入り、9!}架やロッカー

が槌や天井、床にぶつかり、墜がll((i没し、床タイル

が破担、糸り離した場所もあった。

本館の中では、1[｝即の被害が最も大きく、複式因

架6辿4列の天部を連結した柑架と移動式柑架8甚

r 

散乱した図書（地域研究史料館書廊）

一

9、
被災史料の救出活動 （大物町・綿中家）

が修復不能となり、買い換えた。配架していた図，＂

のほとんどが出架から振り落とされ床に散乱し、ひ

どいものは地俎動で宙に浮いた忠架の下敷きとなり、

表紙などが大きくえぐられていた。にもかかわらず、

補修が必要なものは100111}余りにとどまった。

i]重文思liドでは、倒れた’il}架から古文也 ・近現代

文内を収納していた文占缶やプラスチック ・ケース

が落下 したが、古文心には拍鮎はなかった。行政文

Iltも（到れた柑架から床に散乱したが軽微な狽傷で済

んだ。スプリンクラーが地店動により誤作動し、史

料が大姑の水を浴びて狽なわれるという可能性もあっ

たが、幸いこのような二次災宮を受けることはなかっ

た。この被悪の小態が発生した時にすぐに被害が及

第3章＠公共施設等の被害と復旧I235



ばないように、古文書 ・近現代文忠は紙箱ではなく

文柑缶やプラスチック ・ケースに収納している。

当日が休館日で交通も途絶していたため、翌18日

から、出勤可能な職員4人により復旧作業に舒手し

た。

その後出勤可能となった被災職員 • 1屈託員を加え、

!!}架の立て直し、史料の分類、仮収納、再配架など

の作業を行った。作業にはボランティアとして、全

史料協近畿部会有志を中心に史料館利用者、女子邸

生など延べ32人が1月21日～2月26|]に参加 した。

全史料協とは、地域研究史料館も機関会員として）JII

恨している文柑館等史料保存機関の全国組織、全国

歴史質料保存利用機関連絡協議会の略称である。

1月26日には、 1サl架以外の図印はほとんど閲況で

きないという限定付きで叫究業務を再開、約 1か月

で淵架以外の図柑を整理 ・分類し、配架できない図

占を段ボール箱に仮収納した。

6月には修復不能な1！潔を入れ換えて、応急復旧

工ili・として各室の柑架の天部を辿結、床 ・槌へ占架

を固定した。応急工事のため、耐i出性には不十分さ

が残った。図1りを再配架し完全に復旧するのに7月

までかかった。

また、北城内にある史料館分室では、門柱の頻斜、

玄I具lコンク リー ト部分のひび也llれ等の建物被害が発

生、古架の転倒により史料も散乱した。 7月15l=J~ 

8月14日の間復旧工事を実施した。市民課窓ロサー

ビスの出先機関である城内地区出張所が被災し閉鎖

したため、2月 1日～翌8年 8月9nのIlil、史料館
分室 II偕の一室が仮設城内地区出張所として利用さ

れた。

| •:•(2) 被災史料の救出・保全活動

俎災により、尼崎市域の文化財や民問所在の歴史

汽料の多くが被災した。これらの文化財・史料は、

地域の歴史を今に伝えるかけがえのないものだが、

県や市から文化財として指定を受け保護されている

ものはわずかにすぎない。とくに、民IMJ所在の古文

占 ・近現代文忠、写真、地図などは、所蔵家屋や祓

23-□ 

が被災したことにより、放附すればいずれ廃泰 ・焼

却され永久に失われる可能性が閻かった。これらの

史料を地域の歴史辿能として後世に伝えるため、被

災史料の救出 ・保全活動が展開された。

地域研究史料館でも、紺災直後から尼崎市史編さ

んII寺に所在を確認した史料所蔵者を中心に史料の被

災状況を確認、必要があれば被災家から史料を引き

収り、保全した。平成8年12月末現在で24件 1万

5,500点の史料を引き取り、返却するものを除き、

整理できたものから寄賠•寄託を受け公開している。

また、平成8年2月～3月の期間に 「阪神 ・淡路

大紺災から 1年をふりかえる展」を実施し、保全し

た史料と救出活動を紹介した。市役所 ・中央圏占館

ではパネル展示、史料館ではショーケースに入れて

史料も展示した。

これら被災史料の救出 ・保全活動は、史料館施設

の役旧、市の災甚対策業務への出動が似先されるな

かで、独力では不可能な状況にあった。 これは被災

地全般に言えることで、これに対して、さまざまな

方面から救援の手がさしのべられた。その中心となっ

たのは、文化庁が呼びかけて組織した阪神・ 淡路大

感想

これらの活動は、日本において初めての災害時に

おける組織的な史料救出 ・保全活動として並要な意

義を持つ。この活動を通して、地域における歴史呑

料の保存につ＼ヽての問題点が浮き彫リになった。

まず、地域で歴史；仕料を保存するための体制が不

十分である点が挙げられる。地域の歴史：仕料を責任

をもって保存する史料保存担当部局の体制が全般的

に不十分であリ、そもそもどこに史料が所蔵されて

¥‘るかと＼ヽ う情雑を把握して＼、な＼、機l関が多かった

のである。さらには、史料を救出する側の自治体、

歴史研究者、ポランティアと史料所蔵者との歴史;ft

料に対する認識のギャップがある。つまリ地域の中

で歴史と文化を守るということについて市民のコン

センサスが十分得られて＼‘な＼ヽ ことが挙げられる。

被災史料救出活動にあたリ、自治体間 ・官民の境

界を越えた協力関係を築き得たその一方で、本市教

育委員会社会教有部の文化財担当や歴史博物館準備

室との連拐の不十分性という点では課題を残した。



磁災被災文化財等救援委員会、地元の歴史学会ボラ

ンティアを中心とする阪神大危災対策歴史学会連絡

会 ・歴史質料保全梢報ネットワーク（略称 ・史料ネッ

ト）、阪神大厖災地元NGO救援連絡会厳のなかに

設けられた文化ti'i報部という 3団体であった。立場

の異なるこれらの救援団体が、官民の槌を乗り越え

ながら連携し、地元の歴史研究団体や郷土史家など

被災地住民とも協力しながら、被災自治休を支援し

て救出活動を展開した。 しかも文化財として指定さ

れていないさまざまな身近な史料をも含めて救出し

た点が特徴的であった。

激甚被災地域の東端に位i在する尼崎市立地域研究

史料館は、これらの救出活動に深く 1具lわった。史料

ネッ トは平成7年2月13日～6月9El、文化財等救

援委員会は同年4月 113~27日、史料館内に連絡セ

ンターを設i在し、 NGO文化ti'i報部も史料館と密接

に辿絡をとりつつ活動を展淵した。これらの救援団

体や郷土史家と相互に協力しながら、史料館でも被

災史料の保全活動を展開したのである。

| •:•(3) 歴虹環の収集 ー

？且災直後、避難所や掲示板に被災者向けt'i報とし

て掲示された貼紙や、被災地外に被災状況を伝える

ためのものなど緊怠↑i'i報伝逹物としての品録が発生

した。続いて、被災状況や体験、救援活動の記録や

地）且被古の分析、復陳への提言などの記録が爆発的

に発生した。

これらiと災に関する品録は質 • :~::ともに膨大なも

のである。図内 ・雑誌 ・報告内・ミニコミ紙・新聞

などのFIJ行物、ビラ ・チラシ、手内きのII記・メモ、

写真、地図、行政文山・汽料、カセットテープ ・ビ

デオ・ CD、CD-ROMなどその内容と媒休も多

種多様である。被災・復卯の状況を検証し、震災時

の教訓を今後の復肌に役立て、広く 全国に世界に、

そして後世に伝えるためには、これらの記録狩料を

収集 ・保存し、公開していく必要がある。

地域研究史料館では従来から、現在の汽料も将来

の歴史汽料であると位附付けて、ビラ ・チラシ ・ミ

ニコミ紙等を収集・保存しており、店災i直後からは

俎災関係のビラ・チラシ等の収集にも沿手した。と

はいえ、 一体どれほど作成され配布されているのか

把握できなかったため、これらの収集は不十分なも

のであった。その他のさまざまな形態 ・媒体の汽料

の収集についても同様である。 図印 • 紀嬰等の刊行

物については、 平成8年 1月から 「俎災文庫」とし

て側詑室で公開している。

被災地全体で見れば、平成7年3月に阪神大俎災

地元NGO救援辿絡会議俎災・活動記録室がボラン

ティアに関する記録の収集を開始したのをはじめ、

神戸市立中央図也館、兵／ili県立図柑館（フェニック

スライブラリー）、神戸大学附属図柑館（f且災文1爪）

などの図杓館や店災記録梢報センターなどのボラン

ティア団体、兵lilI県から復狼誌の編さんとi足災質料

の収集を委託された（財）21世紀ひょうご創造協会など

行政の復肌誌担当部局、企業、各稲団体により記録

の収集や体験の記録化が進められており、阪神大俎

災対策歴史学会連絡会 ・歴史狩料保全梢報ネットワー

ク（略称・史料ネット）や磁災記録を残すライブラ

リアン ・ネットワークなどのボランティア団体が、

これらの動きを支援する活動を続けている。

感想

図芍館やボランティア団体によリ、民間の震災記

録はある程度収集 ・保存され公開されているが、行

政文害 ・；介料についてはこれらを歴史；仕料として保

存・公開する文帯館施設が被災地の自治体にはほと

んど設四されていないことから、行政の裳災記録を

どのように保存してい〈かということも大きな課題

である。行政文得は、震災の経験と教訓をきちんと

分析 ・総括し、今後の復興やまちづ〈リ、行政運営、

都市防災機能の整術等について企画 ・立案していく

うえでの基礎；介料となる。文愈台帳に登録された狭

義の公文咽のみならず、内部検討抒料や所管課の事

務用；介料、個人持ち資料などのなかに、よリ詳細で

並要な記録が含まれている場合が多いと考えられる。

これらも含めた行政文芍 ・；介料全体と、史料保存施

設 ・図密館やポランティア団体が収集した各種記録

類をあわせ活用することによって、初めて裳災の全

体像を浮かぴ上がらせることができる。

一 第3章＠公共施設等の被害と復1日1237



●第5節市庁舎施設

1- | 
|•:•(1) 地震時の本庁舎の状況

平成7年 1月17日午前5時46分（地店発生時）は

開庁前であり、庁舎内にいたのは術視員、智備員、

庁舎保守要員など限られた者だけだった。

地俎発生時はコンクリートの柱から塗料と思われ

る白い粉が吹き出し、 liりl刊を配逹にきた新聞配逹員

がエレベーターの中からロビーに放り出された。防

火扉が地震動で1牙lじ、警報が鴫動。停電になり自家

発軍装府が自動運転に入る。中館5階、6階、 7階

の楊沸室で勘沸器転倒により火災惑知器内に没水し

火災報知設備の笞報嗚動。議事詣の協沸器が転倒し

ガス漏れにより抒報嗚動。各tJr務室内のロッカー、

本棚等家具の転倒により因類が散乱。｛じ話は不通と

なった。外槌タイルが仰l離し一部が落下。窓ガラス

は破損し、コンクリートの柱や梁、壁に亀裂が多数

入った。また、各設備配管が地磁動で折れ、そのた

め水漏れ等が各所で発生 した。

口頁葬
01J附沖苓罪匹閃喝尉，」r渇も，＂謬
俎災発生当日は今まで経験したことのない出来市

ばかりだったので右往左往したが、安全確保に努め

次の作業をした。

5: 46 火災の有無の確認

5 : 47 P;渭軍、自家発軍装i在の迎転

6: 10 自家発‘'じ装岡の倅JI::

ガス、水逍、軍気の確認

9 : 00 ,『内各所で、Viii品等の（到壊の整理

（終H)

9: 10 施設担勤箇所の応、急修理

13: 00 次の停囮に備え自家発fじ装i位の緊怠点検

2381第3部 復1日から生活再建へ

地震直後の事務室

裕氾池の緊急点検

受水槽の点検

13:()()以降 前述の作菜の継続

◎ 暑町，：遷砕孔＇罵釘謬国「暑
・中館等の破狽ガラスの取替工事発注

・ガス 自主点検のうえ暖房迎転l}り始

・厨房設備点検のうえ使用開始

・暖房不十分なのでストープ貸出

・建榮業者による破狽箇所の点検

・雨漏り節所の応怠修理

・庁舎建梨および土木工事応急如l1工事発注

・議事巫との渡り廊下仮補強

・市民相談課前、 南館玄l具lllii等路面仮補修

・中館西側安全ネット設ia.

• 南館外周池の漏水による水位低下のため圧下川

にコイ、ナマズ、カメ等放流

・庁舎中館エレベーター復旧工事発注

・北館中館渡り廊下エキスパンシ ョン仮修理

・危険箇所に「立入禁止」の探識設附

・仮設市民相談窓1こI、市民ロビーに投光機を設i姓

・外偲俵lj離脱落箇所のタイル落とし

・北館中館渡り廊下雨漏り補修

・自家発屯設viiiの点検

・議事＇此等破狽ガラスJ収替工事発注

• 中館～I~館渡り廊下応急補修」こ事発注

・庁舎補修箇所、補強箇所再濶査

・地下介lliiの棚類の転倒による店郎内の整理



❖(3) 復旧工事に向けて（被災度の調査）

地店により本庁舎の建物は相当な被宮を受けた。

とくに中館および南館の渡り廊下部分の被宙が多かっ

た。中館では柱、梁に担偽度の低いひび割れが発生

しており、墜については1lllげおよびせん断ひび割れ

が多数発生していた。

中館東西而の妻竪では外装タイルがモルタル片と

ともに落下しており危険な状態であった。各事務所

内の床や壁にも多数ひび剖れがあった。中館と南館

の渡り廊下部分では中館、南館の地俎動の固有周期

の迎いによるエクスパンション部分での衝突により

コンクリー トの破拍等が見られた。

平成7年 2月2日、中館および中館と南館の渡り

廊下部分の被災度区分判定を実施した。調究結果は、

補修や補強を施すことで復旧可能との判定であった。

I•:•(4) 中館の耐震診断

0置罰詈こ詈印匹潤開淋＇
耐虚診断にあたり現有建物（本庁舎中館）の概要

を確定する。

r--------------------------------------, 

① J-Il 途 事務庁舎

②樅造種別 SRC造

③基礎形式 匝接基礎

④ 塔屋階数 2階

⑤ 地上階数 9隋

⑥ 地下階数 2階

⑦ 延床而釈 9,963.lm' 

⑧ 建設年 昭和37年
I 
; : 
L--------------------------------------.J 

◎I晶i．紺if、1憧
この本庁舎（中館）は昭和37年に建設された地上

9階 ・地下2階建の事務庁舎である。

今回の地店で300gal前後の蚊大加速度で被災し、

柱・梁 ・床等に捐傷を受けた。 「紺災娃染物等の被

中館と南館の渡り廊下部分

・ • 
r- 疇- -•,J,..-..._.. -＿，ー•,1

中館外壁のタイルはく離

災度判定基郡及び復旧技術指針（日本建築防災協会

編） 」によれば匹度附と補強等の要否判定法が定め

られている。それを適用すれば本建物は 「補修」で

復旧可能な範囲であるが、旧建築基拙法による建物

であることから詳細な調査を行うと同時に、木建物

は公共性が邸＜防災拠点としての機能が期待されて

いるので、まず現状における 「耐俎診断」を行い、

その耐俎性能を定屈的に把掘した上で必嬰な補修 ・

補強計画を行うこととした。

耐店診断については 「既存鉄筋コンクリート造建

築物の耐厖診断基郡（日本建築防災協会編） 」 「既

存鉄骨鉄筋コンク リー ト造建築物の耐f品診断基準

(H本建築防災協会編）」に基づき耐俎診断プログ

ラム (DEMOSSAFE-RC)により符定した。

R 
前述の酎磁診断を実施し、建物の耐f出性能を定紺：

的に把握した結果、一部で 「震災建築物等の被災炭

'北讃阻得息堺＇問憎

一 第3章＠公共施設等の被害と復旧]239



壁のひび割れ

判定基地及び復旧技術指針」による目栢耐俎指椋を

下回ることが判明した。

本建物は公共性が邸く、防災拠点としての機能も

期待されており、重要度を考磁して構造耐厖指標が

0.7以上となるよう復旧することとした。

このことの対策として

・柱の補強

•鉄‘tl• プレースの挿入

・耐力壁の増設

などが考えられたが、柱に取り付く梁は必ずしも柱

に比して十分強いと言えず、また鉄骨ブレースは耐

カ整との混在で力の流れが明瞭でなく耐力壁に比べ

十分な耐力を確保することが難しいため、耐力槌の

増設を一部で行うこととした。

以上により復IFI方針として、①構造体の担傷箇所

は原則としてすべて樹脂注入などの適切な補修を行

い、被災前と同等の耐カ・剛性となるよう努める②

1階、 5階、 6階の一部に耐力墜の咽設を行い、構

造耐店指椋が0.7以 I；となるよう補強する＿こと

とした。

口
耐俎診断および似旧エ市の設計に基づき平成8年

3月1日から20か月の予定で工事に沼手した。

主な工事内容は

・中館等内装工市

呵第3部 復旧から生活再建へ

・中館等外槌、窓枠補修工’J1:

・中館耐屈補強工事

・議事堂渡り廊下、中館、南館渡り廊ド補強工

事

・庁舎外構工市（池、蔽事‘j危玄関、庁舎西側出

入口等）

・付幣工事（電気設備、機械設(i/ii等）

である。

工事の方法は中館については事務室を一時他のフ

ロアや他の建物に移転させ、その空いたフロアの補

修等を行うようにした。その他の南館等の補修は事

務挙を使いながら補修等の工事を施工することとし

た。

| 2 支所 I 

小l-[l、大庄、立花、武iliの各支所では、 大庄支所

を除き、建物の内外槌而部等の亀裂などの被嗚を受

けた。とくに武即、 li:!1田支所の被宮は大きかった。

また、大庄支所では建物の被宮は少なかったが、

1 • 2階の一面ガラスが破狽した。

被宙状況は次のとおりである。

＜被害状況〉

小田支所 ：内外墜亀裂、自動扉狽勧等

大庄支所 ：窓ガラス担傷

立花支所 ：内外槌亀裂、排水管担傷等

武lil1支1所： 屋上、内外偲亀裂等

園田支所：内外壁亀裂等

園田支所災害復旧エ寡屋外



また、各支所共通して、也lili、ロッカー類等の格

ド、転倒などにより、‘五内は占類やVii品類などが相

当散乱したが、幸いにして市民課の住民記録オンラ

インの関係機器類には被宮がなく、日‘常の菜務は確

保できた。

全般的にみれば、建物に被宙はあったが、使用で

きないほどではなく 、災害発生後市民への対応、避

難所への物狩の搬送などをはじめとする方面部の拠

点と して活動することができた。

復旧は、ガス訓れ、空調機器の故仰など、念施を必

要とするものを除き、建物の補修J：事は順次実施さ

れ武／取支所を最後に平成8年3月に完了した。

| 3 出張所 1 

城内、塚口、東園田、園田東の各出張所では、城

内出張所を除き、建物自体の被害はほとんどなく、

室内は印）iじ類等の落下などで1り類等が散乱したが、

住民，記録オンラインの関係機器類には被祖はなく 1ヨ

常の業務を行うことができた。

城内出張所は俎災により、建物が被宙を受け、建

物崩製の危険性があるため、平成7年1月27日から

建物が1が1鎖されたので、業務を一時停止した。

しかし、業務の停止により市民に不便をかけるた

め、城内1凶校北側にある地域研究史料館分室の一部

を利用し、平成7年2月2日から仮設により業務を

開始した。

その後、城内児iit館の建物耐俎診断等が実施され、

建築後70年を経過し、コンクリー トの中性化やイ<|司

沈下等が進み、経年劣化による建物の寿命がきたと

判断され、この建物での菜務再I,）りは不可能となった。

このため、出張所染務の本格的な稼働を行うにあ

たり、鉄道駅前という地理的にもわかりやすくかつ

利）廿されやすいといったことから楊所を阪神尼崎駅

前南側ビル1階に移転し、名称も 「阪神尼崎駅前出

張所」に変えて平成8年8月12日にオープンした。

園田支所 災害復旧工事 3階廊下

城内児童館内 （城内地区出張所）

,~ ~,11 

｀鯖Ill“隋

MG尼崎駅前ビル1階 阪神尼崎駅前出張所

一 第3章＠公共施設等の被害と復l81241



|-ニニニ-―
今回の俎災により職員研修所庁舎も水道管の破担

をはじめ、玄f:Vil門扉がゆがんだり、玄関付近を中心

環境事業部での地盤沈下の状況

花壇・化粧レンガの被害

構内道路の被害

242第3部 復1日から生活再建へ

として建物の外壁や内壁にクラックを生じるなどの

被雹があった。

このうち早急に補修すべき水道管については、業

者の手配が難航したものの1月27日の段階で復旧が

完了していたが、その他については11月中旬に至っ

てようやく復旧工事が完了した。

| 5 環境事業部 I 

震災当日は、地囮による液状化現象が敷地のあち

こちで見受けられ、敷地全体をドブ臭が源っていた。

被災設備としては、ライフライン ・建築設備 ・構

内逍路等に枯大な被也が発生した。

復旧方針としては、原状復旧することを甚本とし

たが、施設管理上必要である設備等のみ復旧対象エ

事とした。

|•:•(l) 環境事業部庁舎の被害と復旧

0駅術『こ匹罪岨堀湯
部庁舎 (RC造3階建て）は、基礎杭使用のため

液状化に伴う地盤沈下 (15~30cm)に対して、建物

の被宮はなかったが、建物周囲の土1{ijコンクリート

から約20cm程度の空間が生じた。

＂位の屋内外設備関係に被雹が集中した。

通路 ・花附に亀裂が入り、化粧レンガの脱落、さ

らに浮き上がりおよび植え込みは陥没する被宙となっ

た。

＠置，問罪9
仮復旧などができないため、本復旧するまでその

ままの状態にした。ただし、アスファルト舗装の浮

き上がり部分については、応急的に破砕し平坦にす

ることにした。

Iヤ(2) 構内道路の被害と復旧

゜
I聞潤i匹罰『的術●

液状化現象に伴い全般的に地盤沈下による段差が



発生し、および地面が動いたことによるアスファル

卜舗装面の亀裂ならびに浮き上がり、また部分的に

移動する状況であった。

縁石、L型側洲も同じ破担状態になった。

＠駅喝M9
仮復旧として、舗装・側洲の浮き上がり部分を破

砕するなどして、平坦にし安全の確保を図った。

復1日計画において、西宴市の例ではごみ焼却施設

で逍路が突然陥没する事故が発生したように、表而

L無偽な状態でも地中の状況が不明であり、 舗装の

復旧範囲を全面的にするか破拍部だけにするか迷っ

たが、道路復旧は国lill補助災雷似旧対象・JI業として

計上するため、破担部分が現認できる範囲とした。

I•:•(3) 上水設備の被害と復旧

i此災後、上水が出なくなったため、食幽業務およ

び浴勘・便所の使用を一時中止せざるをえなくなっ

た。

食営業務については、幸いガス設備が無傷であっ

たため、水さえ確保できれば裳業再1}|・Jできる状況で

あった。Ill]中が混乱している中で各自が弁当を持参

することが難しく、また収集業務を再開したため急

きょ 1月18日から‘滋染を再開することにした。

水を確保するため、市公社保有の散水車で神崎浄

水場から 2 日 11i]水の運搬を行いながら、 J~低限のめ

ん類等のメニューを確似することができた。

1月20日からは、とりあえず第2機械炉からホー

スを引き食幽．へ給水するようにした。

庁舎内の使所については、 断水中でも完全1が1鎖は

できないため、その都度バキューム車で吸引しなが

ら一部使用していたが、具気のItij題が発生したため、

途中からは大便器のみ使用禁止にした。

゜埋設の給排水管設備に被害が集中した。船災当日は、上水ラインは壊滅状態のため、送水

ボンプを稼動しても邸架タンクまで楊水できない状

況であった。しかも、勘外のあちこちで水道本管そ

胃弓酎鼎匹和平、喝湯

のものが断水している状況から、無駄になる水使用

は控えなければならなかった。

＠劃，問罪9
庁舎管理上、ライフラインの復旧が最俊先として、

1月18日水道本管の復1日後、次の工程でJ易内埋設管

（延長約170m)の復旧工事に直滋で好手した（専

門業者に復旧工事を依頻したが、人手不足によりす

べての業者に断られた） 。

初めての経験であり、また混乱している状況の中

で困難を極めた復旧工事となった。

埋設配管の位i1府確認と袖水箇所の調査が先決であっ

たが、これが困難を極めた。何よりも、路面等の破

狽状況から給水管の破拍箇所の推定が難しく、最終

的には数か所の漏水箇所が確認できたが、無駄な掘

削もかなりあった。

担当職員総出でスコップで掘方に取りかかるが、

管の埋設位i性が地下1.5mと深いため、なかなか掘

削が進まず、また、職員もり'iれない作業のため疲れ

環境事業部での上水の仮配管施工

; — ;l 

プロパンガスメーター
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会所の被害

汚水管の仮復旧

浴槽排水管の破損

果てる状況となった。そこで、早期復旧のためには

機械力に頼るしかなく 、再度、専門業者に強行に依

頼し何とか機械を舒与してもらった。

上水配管については、応急的に塩ビ配管を道路上

に転がして敷設し、何とか屋上の邸架タンクまで楊

水することができた。

なお、本復旧は、今回の経験からせlh没位i位を地下

244第3部復旧から生活再建へ

0.5mにし、材質もHIVP（耐衝慇性塩化ビニル

管）に変更した。また、できるだけ埋設を避け、架

空配管にするようにした。

| •:•(4) プロパンガス設備の被害と復旧

プロパンガス設備は、 今回の1足災で庁舎管理上二

次災害をいちばん心配した設備である。

プロパン／ilIには、 50Kg用ガスボンベ16木を指時

在JiPしており、それらが倒壊 （ただし鎖で転倒防,1:

していた）していれば想條を越えたガス漏れになる。

幸いガス臭もなく 、ボンベが転倒せず無勧である

ことを確認した。

さらに、ガス管の乱＇，j究を行ったところ、厨房用ガ

スメーターは回転しておらず煎傷であったが、事務

所用ガスメーターが邸速回転しており、急きょ元栓

を閉鎖し、二次災害を防止した。

本復旧するまで1u,1栓したため、事務所の励沸場に

はガスは供給できないことになった。

（平成8年8月導門業者にて復旧完了）

戸5) 排水設備の被害と復旧

゜
I!」9恥料渇1；"噺暑

排水設(I/iiとして、雑排水系、 汚水系の2つに別れ

ているが両系統とも地盤沈下により被宮を受けた。

地盤沈下により排水勾配が逆になる現象および揺

れに伴う桝・配管（ヒューム管）の数か所の破担が

発生した。

桝の破損については、 i初出していることから容易

に現認できるが、配管の破担は確実には現認できな

かった。

＠劃罪＇曲"'[•
仮復旧として、とりあえず流れるラインは本復旧

までそのままとし、応急的に復旧しなければならな

い所だけ施工した。地盤沈下により建屋から出た所

で配管がせん断されており、接続が困難であったた

め樋やビニル袋を代用し仮接続した。



lヤ(6) 浴場設備の被害と復旧

0厨迅閻罰罪喜柑i.
部の菜務遂行上、浴楊設備はなくてはならない設

備である。浴勘設備は、部庁舎1階に設紺されてい

る関係で、液状化の地盤沈下により浴室下に埋設し

ている給水 ・給湯・排水の各設備が破損した。ただ

し、浴柏自体は被害がなかったが、使用不能の状態

であった。

また、歴外貯湯タンク (10m3h"l）が地盤沈下によ

り東側に傾き、ろ過器は配管の一部でせん断破担す

るなどの被害を受けた。

＠冒洲罪罪9
菜者に復旧を依頓しても無理なため、最低限入浴

できるよう直営で仮復旧することにした。 しかし、

収集菜務が1月18日に再開したのに伴い、職員から

浴勘の早期復旧の要諮が寄せられるが上水ラインの

役旧作業に悲戦苦闘中で、復旧の見込みが立たない

ため、第2機械炉から湿水をバキュームホースで供

給することにした。

給水系は、漏水するため使用II寺のみ元バルブを開

くようにした。

また、給錫系 （カラン系）は、紬水が激しく、す

ぐにため為がなくなるため、1系列 (4系列中） の

み給勧することにより本復旧するまでの暫定措附と

した。

職員からは、苦↑けが多々あったが辛抱してもらっ

た。本復1Hは、できるだけ埋設を避けるとともに、

改修等が容易にできるよう考應した方法を採用した。

| •:•(7) 電話回線の被害と復旧

0駈針．秤If磁1我＂
庁舎で総務課以下各所屈代表番号を組んでいた回

線は、発侶貯侶が困難な状況であった。

当初は、 NTT側の問題であろうと考えていたが、

NTT側の調森の結果、勘内埋設ケープルが捐勧し

ていることが判明した。

構内柱の破損状況

東側擁壁の破損状況

＠置韮EE9
仮復旧として、構内柱から架空で庁舎3階の電話

交換機まで、新たなケーブルを敷設した。本復旧も

災害対策と股用の関係から構内柱から架空で庁舎棟

まで飛ばすことにした。

軍話回線には、 NTT側で災害1時俊先通話回線を

設i位 （珠境事業部2回線）していたが、今回は全く

役にたたなかった。その原因としては、 tIt内のケー

プルに狽勧を受けたことと、通侶迎搬股の経投削減

のため、第二電電に発信回線すべてを加入していた

ことが判明した。

したがって、災古II寺俊先通話回線を復活するため、

2回線は第二軍泣から分離した。
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『:•(8 ) その他被害と復旧

゜
罰wr“4Ei'鼎9平引I;~

南側道路に面した車lilI棟沿いにコンク リート製の

花附（長さ74m)を設け、環境美化を区lっていたが

基礎面が迫路側に傾き、それにあわせて側溝が消滅

してしまった。

＠鳳訓詐＂
中島川防潮堤の排水路に沿ってコンクリートブロッ

ク製の擁壁を設けていたが、一部を除いて排水路側

に倒壊（排水路の擁壁としても使用、延長77m) し

てしまった。

その後、防潮堤も震災によって煩くなどの被害を

受け、その復旧対策について兵叩県尼崎港管理事務

所とその都度協厳（敷地様界および復旧対策等につ

いて）していたが、防潮堤の解体前に、排水路の復

旧を一休型にしたいとのことから市の擁監（排水路

になる）復旧工事を取り止めてもらいたいとの依頼

があり、県の承諾を受けた後、復旧工事を取り止め

にした。

最終的には、尼崎港管理事務所側で排水路はII彰渠

化することになった。

南側花壇の破損状況

| 6 クリーンセンタ— I 

0置剛絆団鼎釉9
麟としての被害は比較的軽度のものであったが、

液状化現象により車両の搬入出通路、処理施設周辺、

2~1第3部 復旧から生活再建へ

エ水ボンプ基礎および脱臭装骰の土1ii]などが30cm以

上陥没したため、埋設の上水 ・エ水配管の破損、 ”;

源ケープルの断線、し尿配管の屈折が各所に見られ、

各機器のダクト等は地俎動により破拍した。

丸島貯留施設でも同様に、し尿裟度計）頷礎部の陥

没、配管等の水油れが発生した。

被災当日は車両の搬入出通路を確保するため陥没

箇所に砕石などを敷いて仮復旧し、18日からし尿等

の受け入れを再開した。

上水 ・エ水配管は、職員によって仮配管を設i在し、

その後埋設部を掘削し破拍部分を補修した。その他

の機器は、施設機能を維持するための補修を平成6

年度俊先的に実施し、建築設備および通路等の復旧

を平成7年度に実施した。

◎ 厭＇；醒屯 ((l'』D!,：,H鴻
地紺発生時には定期整備工事と煙突の改修工事の

ため休止していたことから、運転中の被災をまぬが

れた。

しかし、地店によるごみの大紐発生が予測された

ため定期整備工事と煙突改修工iltを中断し、運転再

開に向けて施設の被害状況濶府を綿密に実施した。

被四は248ページ表のとおりであり、汚水処理施

設配線の仮復旧など運転再開に向けた必嬰蚊小限の

撒備を職員が緊急に行い運転を再開した。

R 墨';"!('f凶濯泊~l
地俎発生時には述続迎転中であり蒸気タービンに

よる発氾を行っていたため、停軍による焼却炉の緊

急停l上には至らなかった。

しかし、機器等の点検中に故即が発生したので蒸

気タービンの安全を確認するため運転をただちに停

止し、被害状況の調査を実施した。

被害は248ページ表のとおりであり、機器冷却塔

罰品床の落下の危険性があるため床下通路を全而通

行止めにして二次災害の防止を図った。また、蒸気

配管等の極端なゆがみ箇所が多数あることから、蒸

気漏れの回避に向けた必要最小限のf簡易復旧を職員

が緊急に行い運転を再I}flした。



0置，．t9日 99
地店発生時には辿続運転中で、停軍のため緊急停

止を余儀なくされた。午前711寺には復氾したが、巡

転再I}f-］に向けて施設の被害状況調究を実施した。

被害は次ページ表のとおりであり、大部分は液状

化現象に伴う地盤沈下によるもので、工場棟の被害

はほとんどないが、ブロック塀の（到壊、浄化槽の破

担および楊外蒸気供給配管の蒸気漏れなどを除けば、

地下埋設配竹が多大な被宙を受けた。

しかし、炉迎転に最も必疫なボイラー用水が幸い

にも工業用水を使用していたため、 上水道配管破担

の復旧を待たずに、運転再開に向けて必嬰最小限の

館i易復旧などを職員が緊急に行うことにより、 1月

19日午後1時15分バーナー点火で運転開始した。

地下埋設のI~証圧受屯ケーブル修理は車両の通行止

めにより対処するとともに、洗湘エ楊への蒸気供給

配管 ・温水配管 ・上水逍配管の補修工事などは平成

6年痰に優先的に実施し、その他の補修工事は平成

7年度に実施した。

クリーンセンターの被古と復旧状況は上記のとお

りで、紺災当日は第1-［場第2機械炉および第3エ

場が稼働中であったが、各施設とも安全に焼却炉を

伴止し、その後の機器の被害状況の確認点検にも早

急に対応することができた。

幸いにも、各設備とも稼働するにあたって致命的

な被害を受けておらず、また、‘屯気 ・上水道 ・エ棠

用水道の早期の役旧や運転職員の確保ができ、比較

的施設を早く稼働し、1品災により多姑に発生したご

みに対応することができた。

しかしながら、災宮による機器の重大な故仰、氾

気 ・上水道 ・工業用水道の供給不能による長期IM]の

焼却施設の停止は十分に考えられることであり、一

自治体で対応することは非常に困難である。

このため、今後は地店等に十分対応できる機器や

建築設備を採用することはもちろんのこと、災害等

を想定したごみの一時堆私場の確保や広域的な協力

処理体制の整備を行うことが必要である。

第3章＠公共施設等の被害と復18]247
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クリーンセンターの被害状況

| 施 没 名 し尿処理施没 第 1工場第1機械炉 第 1エ均第2機械炉 第3l：め I 

| 施設能）J 750k~／ 日 150 t／日 175 t /1:l 300t/1:I（150t/日X2)

| 竣 工 年月 n 昭和47年8月 昭和51年5月 平成2年2月 昭和57年12月

被‘占 の 度合
小 ／中 ／ 中 中 ／ 小 ／ 小 中 ／ 中 ／ 中 小 ／ 小 ／ 中

（プラント建物（昼外関係）

プラン ト ①し尿配管屈折、破損 ①屯気集じん器碍：：：f等破捐 ①屋外蒸気陀管等ゆがみ ①高圧受電ケーブル地盤沈ドに

②薬品配管破損 ②汚水処理施設送水配管破損 ② 2階機器冷却塔四場床受梁ア よる絶縁不良

③脱臭ダクト破担 ③汚水処理施設機器電気配線の ンカーボルト切担 ②場外蒸気 ・温水供給虻符柚れ

④楳作電源等ケープル断線 断線および漏屯 ③屯気集じん器放電極の •部切 発生

⑤エ水ボンプベース陥没 捐 ③場内インターホン不通

⑥丸島し尿裟度計転（到 ④薬品タンク防液堤の一部破捐 ④上水6呼管破損

⑦丸島処理水配管水涸れ ⑤プラン ト汚水配管破担

娃 物 ①施設車路土問陥没 ①壁に多数クラ ック ①2階の梁の一部クラック ①守衛宙煩斜発生

②投入棟側溝陥没 ②様に多数クラック ②コンクリートブロック壁一部

被 ‘占の ③脱臭装附土問陥没 ③オイル地ドタンク1、がり擁咲担 破狽

概 淡 ④施設階段部柱、梁等破損 壊 ③浄化梢および1咀兒管破損

⑤施設束西出入口扉、柱等破損 ④雨水排水管破担

柑外l関係 ①通路等液状化による陥没 ①上水給水地中配管切狽 ①屋外蒸気配管等支持架台基礎 ①20cm~30cm構内地盤沈下

②側梢、排水桝、 縁石等の陥没 約10cm沈下 ②アスファルト舗装亀裂

破捐 ②建物周辺地盤約10cm沈下 ③散水杞管破捐

③上エ水配管破拍 ③熱交杞管地中内で切肌 ④LPガス管破担

④配怜ブリッジ基礎破損 ④雨水排水桝破担 ⑤高圧受慮ケーブル構内第1柱

⑤浄化槽配管 栢斜

⑥守衛径送り火災報知器、照明

用配線断線
I 

屯 気 1月17日 1月171:1 1月17R 1月17日

復 IIIIl 1:水近 1月17El 1月17日 1月17日 1月24日

E某m水 1月18日 1月18日 1月181:1 1月18日

運 転 再 開

＂ 
1月18日（受入開始） 1月19[1 1月20日 1月19日

（平成7年 1月24El現在）

注）被もの度合いで大中小は、各施設を便宜的に比較したもの。
し尿処埋施設、第lDt｝第1機械炉、第1T島第2機械炉は、同一敷地内にある。



第4章
手をさしのべて（救済措置）
全国から続々と義援金が集まり、配分された。災害弔慰金、災害閃害見

舞金を支給。市県民税、固定資産税、水道料、 国民健庫保険料などを減免。

授業料 ・ 保育料なども減免•免除と Lた。 「尼崎硲原ロッジ」 では大浴坦

を無料開放、宿泊を無料で提供Lた。中,Jヽ企業者に災害対策特別融沢あっ
せん、また、工場や事務所等使用不能の企業に、空き工場・事務所の情報

を提供Lた。被災動物の救護のため、 ペッ トフードの救援物沢の東部受払

基地と Lての活勁等を行った。倒壊家屋等解体・処理申L込み受付事務を

開始、その後、災害復輿本部を設附L「災害廃棄物担当」 を憤き、最終的

には災害廃棄物対策室を設けた。応急仮設住宅、災害復膊公営住宅を建設。

一方、民l目住宅の再建支援と Lて、被災住宅の応急修理、総合住宅柑談所

を開設Lた。避難所では、被災者の健康チェックを実施、また、ケア付き

避難所を設買Lた。 平成7年4月1H「仮設住宅担当」の組織が発足。硲

齢者・阻害者向けのケア付き仮設住宅も建設Lた。

●第1節被災者対策

♦:•( 1 ) 「兵庫県南部地震災害義援金募集委員会」設置

平成7年 1月17日の店災発生直後から、福祉課へ

は救援活動などに関する問い合わせとともに、 「被

災地へ見舞金を送りたいがどう したらよいか」といっ

た問い合わせも入っていた。

こうした動きに呼応して、日木赤十字社はさっそ

く義援金の硲集口座を開設した。

全国から続々と義援金が集まるなかで、義援金の

硲集とその公正 ・適正な配分を行うため、1月25日、

「兵膨県南部地俎災害義援金葬集委員会」が設佃さ

れ、震災発生から10日余りを経て、義援金の第1次

配分の基準が決定されることとなる。

|•:•(2) 義援金の第1次配分決定

1月28日現在で、約184(,te円の義援金が集ま って

いたが、このようななかで、29日に兵／巾県南部地）ロ

災害義援金数集委員会で、義援金の第1次配分基拙

が次のとおり決定された。

エ戸覧円
一方、兵｝琳県災害援護金の配分秘拙は次のとおり

とされた。

兵庫県災害援護金の配分基準

被災の状況 汲援金額 交 (•l 先

住家 （全壊・全焼） 1世帝 10万円 世帯主

住家（半製・半焼） 1世幣 5万円 世帯主

1か月以上の煎傷者 1 人 1万円 本 人

一 第4章＠手をさしのへて （救済措置） ］匹



義援金の第 1次配分基郡が決定された 1月29日の

夕方から、テレビなど報道機1規を通じ義援金の第 1

次配分の決定が流れはじめ、さらに翌30Hの各新1il

の朝刊に義援金の第1次配分決定の記事が掲載され

たことにより、問い合わせの‘iじ話が市役所にも殺到

した。

| •:•(3) 本市での 「第 1次配分」の経過

募集委員会での配分基郎の決定とその通知を受け

て、当初は義援金の支給窓「！が各被災者の住所地の

日本赤十字社の各地区窓口とされていたため、本市

でも緊急に日本赤十字社尼崎市地区委員会を開催し、

義援金の配分方法について検討することとした。

市地区委員会での検討の結果、尼崎市では、義援

金の中訥をもって援股金の申諮も兼ねるものとし、

とりあえず、申諮思の配付のみを2月10日から開始、

2月13日から20日までのIli]で、各地区ごとに申諮を

受け付けることとした。

このことは、2月9日の市報あまがさき臨時号で

市民に周知するとともに、各避難所でも、 「お知ら

せ」を配付して避難者への周知を図った。

このようななかで、 2月13日から申諮を受け付け

た木市では、3月 1日からの義援金 ・援渡金の支給

開始を目椋に、被災状況確認のためのチームを編成

して、次のような被宙認定統一基準に基づいて調究

を行った。

被害認定統一基準

◎全壊（全焼）

住家が滅失したもの。

具体的には、住家の担壊、焼失した部分の床而甜

がその住家の延床而籾の70％以上に逹した程炭の

もの、又は住家の主要構澁部の被宙額がその住家

の時価の50％以上に逹した程度のものとする。

◎半壊（半焼）

住家の拍壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再

使用できる程度のもの。

2!:iJ第3部復1日から生活再建へ

具体的には、損壊部分がその住家の延床而梢の20

％以上70％未満のもの、または住家の主要構造部の

被害額がその住家の時価の20％以 1::50％未脳のもの

とする。

被災認定にあたっては、義援金の支給を目的とし

た調査が全戸調査に先行することとなったうえ、他

の制度や危険家屋の調究などとふくそうしたため、

市民の間に判定結果に対する認識についてのilも乱も

生 じるなど、市民対応に手閻取るJ劫而もあった。

また、被災者の認定結果の整理から、交付台帳の

作成までも、何らコンピューター処理の拙備を進め

る111笈もなく 、すべてが手作業に頻らざるをえない状

況であったため、多くのボランティアの手を必要と

した。

3月1日から、義援金のうち死亡者と軍偽者への

見舞金以外の住家損壊見舞金と援獲金のみについて、

交付を開始した。交付に際しては、金銭の安全管理

の面から金券を被災者に交付し、被災者は金券を市

内金融機関に持って行き、現金と引き換えるシステ

ムになっていた。なお、金券による義援金 ・援淡金

の交付は、5月31日をも って終了し、6月1日以降

は口座振込により交付した。

おおむね市民からの申諮も落ち莉いてきたころ、

平成7年4月20日発行の市報あまがさき臨ll寺号No.12

と4月25日発行の市報あまがさきで、申請受付のす

べてを4月28日で一応終了することを市民に周知し

た。もちろん、締め切り後も、特別な事↑i,]があり申

訥のできなかった人については申諮を受け付けた。

また、義援金のうち死亡見舞金の10万円について

は4月7日から、重傷者見舞金については、援設金

のほか義援金としても 5万円が支給されることとな

り、あわせて 6月14日から、6万円をそれぞれ口座

振込により交付を開始した。

なお、平成8年3月31日までの第 1次義援金と兵

I[l1県災宮援設金の交付実紹は次ページ表のとおりで

ある。



第 1次義援金交付実績

（平成8年3月31日現在）

桶 類 9’I •. 数 交付金額

住家 ill壊見舞金 全壊 9,351
46低310万円

（仝槻・半懐JI!!.すiil0万l'l) 半壊36,680

死 亡見舞金
49 490万円

(1人10万円）

屯傷者見舞金
990 4,950万円

(l人5ガ円）

＾ L-1 

計・ 46低5,750JJ'円

兵膵県災害援護金交付実積

（平成8年3月3111現在）

種 灯I (4• 数 父付金額

＾ +: 壊

(1 1!!僻10万円）
9,351 9億3,510万円

‘I← 製

(1世幣5万円）
36,680 18低3,400万円

頂 偽 者

(1人1万円）
990 990万円

死 亡 者

（第1次義援金非該当hl A 10 ]i f'1) 
3 30万円

合 JI・ 27船7,930万円

| •:•(4) 「第2次配分」の経過

第 1次義援金の配分が進行する中で、必集委員会

にはさらに多額の義援金が寄せられ、これらの配分

をめぐって義援金の第2次配分が3月から4月にか

けて検討された。

その結果、第2次配分としては高齢者等の要援護

家庭激励金等の配分基準が決定され、 5月15日発行

の市報あまがさきで、義援金の第2次配分のうち要

援淡家庭激励金の中請受付を開始することを市民へ

周知し、 5月22日から住所地の各福祉事務所で各地

区ごとに申諮を受け付けた。

被災認定については、基本的に第1次義援金の調

壺結果を利用することとなったが、第1次義援金が

未申請のため被災認定のない枇術については、福祉

局福祉部が申諮のある都度新規に調杏、被災確認を

行い、該当者に対しては6月28日から口陀振込によ

| 

り交付を1}ii始した。

なお、平成8年3月31日までの第2次義援金（要

援護家庭激励金）の交付実紹は次のとおりである。

件数 5,945件

交付金額総合計 17低8,350万円

| 2 災害弔慰金の支給 I 

口頁声
このたびのi此災で死亡された人の追族に対して平

成9年1月31日現在、 49人に災害弔慰金を支給した。

I•:•(2) 災害障害見舞金

）此災により負偽し、または疾病にかかり、 1台板後

も両下肢の用を全廃したものと同程度の際者を受け

た市民に対し平成9年1月31日現在、 3人に災也節

宙見舞金を支給した。

|.:•(3) 災害弔慰金等判定審査会の設壼

支給決定にあたり、医師または弁護士の専門的判

断を必嬰とするケースが数多くあったため、医師お

よび弁泄 1：：を含めた判定審布会を設骰した。

判定審行会では、医師および弁i衡七といった布識

者の慈見等を1稔することにより、公花かつ円沿な支

給市務を行った。

判定審査会では、平成9年 1月31|」までに17件の

支給決定を行った。

災害弔慰金 ・災害障害見舞金の支給状況

（平成9年1月31|］現在）

種 別 x 1・ 給 額 件 数

災 宮 生計維持者 500万円 15件

弔憑金 そ の他 250万円 34件

災‘;B|i彰芯 生汁維持者 250万円 lf-1: 

見挑金 その他 125万円 2件

第4章＠手をさしのべて （救済措罹） l251 



| 3 税・使用料の減免 I 

|•:•( l) 阪神間の他都市との調整

紺災後10日目の 1月27日に、阪神IUJの被災市が神

戸市役所に参集し、今後措附されるであろう災害減

免措inのあり方などについて肘議した。会議の内容
は、各市の減免措i代を邸本的に同一歩調で実施すべ

きであること、とくに激磁地区となった神戸市の措

｛位を上回る措骰が他の被災地で検討されているか否

か、各税目における減免の必要性および実施時期な

ど、↑iIt報交換により各市の邸見調整を行った。

俎災以後の減免制度の改正は、国の通逹による所

得制限等の減免対象の拡大が図られるとともに、f品

災俣1辿の税制改正が行われた。地方税法の一部改正

が、1年のうちに2月20日、3月23日、3月27日と

3回も改正が行われ、同法が施行されて以来初めて

のこととなった。また、同法の改正に伴う市税条例

の一部改正にかかる事務の対応に苦慇することとなっ

た。

|•:•(2) 災害減免事務

本市での減免制皮は市県民税だけでなく他にも固

定汽眸税、保脊料、国民健康保険料、下水追使用料

などがあり、その申請受け付けは本来各所管課が個

別に行うべきものであるが、大紺災という未竹有の

di態に直而し、迅速かつ的確に対応し、申謂者であ

る被災者の方々へ十分に配應することが求められる。

そこで関係各課の統一的 ・包括的な受け付け体制を

確立するために協識を煎ね、共同受け付けの方法、

日程等を検討した。こうして 1月31日から「減免」

の共同受け付けが、本庁・支所で一斉に始められた。

市報等の広報体制が確立し、日を追うごとに申訥

者（件数）は附え続け、 “Iilき取り＂と説 明、 そし

てり災証明のコピーをとりながらの受け付けは、予

想以上の混雑を極めた。一方、鉄道をはじめとする

交通機関の混乱状態が続き、いまだ出勤できない職
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員もおり、また、避難所での援護業務と平成7年度

当初課税事務が進行する中での「減免」受け付けと

あって、文字どおり 「先が見えない」状態での超過

度の勤務が続いた。

受付事務に忙殺された結果、 「減免」の具体的事

務処理はほとんど未舒手の状慇であり、市役所本庁

舎での受け付けは当分続けるものの、支所での共同

受け付けは3月末をもって終了することとなった。

受け付け件数はこの段階で4万件を超えている。

4月、いよいよ減免の処理が始まる。

条例に基づく 「災宙減免」の適用についてはその

被害程度が全壊もしくは半壊以上を想定しており、

まず、義援金受給者リストを照合する。これにより、

義援金の支給を受けた人と、一部捐壊として却下さ

れた人を区分する。次に義援金の申訥をしなかった

人で、固定質蔀税の減免状況を照合した。そして、

いずれにも該当しなかった人について、市民税独自

の調究を行い「全製」 「半壊」 「一部担壊」の判定

を行った。 「減免」の対象となる税は、平成6年度

分については地店の起こった後の納期到来分と平成

7年度のすべてである。処理方法としてはすべてが

コンピュータ入力であるが、平成6年度分は直接の

リアル入力で、平成7年股はバッチ入力の対応とし

た。

臼 甘戸県民税の減免

被災者に対する減免は地方税法による自治省通逹

に基づく条例によって措骰された。り災証明で全壊・

半壊が認められた人について、市県民税額の一部も

しくは全額を減免した。なお、災宙減免制度につい

ては、今回の大磁災における救済を急務とする自治

決算時における平成6年度減免状況

個 人 rli 民 税
金 額 件 数

全 壊 42,212千円 4,658件

平 壊 93,824千円 15,682件

介 ＂ト 136,036千円 20,340件



決箕時における平成7年度減免状況

個 人 ,1』 民 税

金 額 fI ・ 数

全 壊 154,258r・l'J 5,159件

半 壊 689,312千Pl 23,659件

介 I? I" 843,570千円 28,818{11: 

省通逹 (11ill炭適用者の所得割制限基準の引き lー：げ等）

を受け、制度拡充を17的とした条例改正も行われた。

| •:•(4) 固定汽産税の減免

i且災により、半壊以 1-．．の家1盈を対象としていた固

＇正狩旅税・都市計画税の減免を平成 7年貶に限り、

新たに部狽製の家屋についても、中請に）＆づき10

％の減免措ii'r'.を講じた。

7月3日に1-I"諮占を送付し、 8月14|」から大姑：の

減免小務を処理する。 これに伴い、大絨の過誤納迫

付 •JT務が発生した。

平成8年度については、 i足災により何らかの被古

を受けているという実態を考磁し、市内のすべての

家限について、評価替えを行い特別減{IlIifitirt(4% 

または6%）を講じた。

決算時における平成6年度減免状況

固 ‘巫行 1庁税

:{t l:~1: ：: I :;，笠〗〗:i I l:：：荘［
介 ,rl・ I 78,338千rl I 21,236件

部 , 1』 ', 1 11hj 税

家 Jーせ
全壊 4,718千l'l

‘r' 壊 11,876千円

介 i I• 16,594 T・I'J 

決算時における平成7年度減免状況

lAl '必 汗 庁 税

仝壊 113,783千円 4,829棟

＇ぷ I¥.1．半 壊 460,370千l'l 34,216棟

"l 366,458千lJl 47,087棟

代却沢 南 6,022千円 l l (4: 

介 ,7 1・ 946,633千I'］ 86,143件

祁 1 | i I, 1 11l1j 税
仝 壊 24,382千円

家 Ml・半 壊 98,650千円
9-ill 78,526千l'l

＾ II 

'` , l 201,558千円

※ •fIl＝一部担壊

❖(5] 平成8年度以後の固定資産税・都市計画税の特例措翌

| 対 依 内 容

I: 地店により失 っ た｝古，•住用家 平成7年 1月 111に住宅用地として使）IIしていた 1ー消．地で、平

屋の敷地 成8年か平成9年の 1H 1「lに仕宅川地として使｝Tlすることが

地 できないJ劫合、住宅用地としてみなす。

；求 地i品により失った家総に代 平成10年 1月 1と1までに被災した家屋に代わるものを収得し

わる家）至 た楊合、新たに課税されることとなった年度からliil‘必汽骰税・

都市，1|．jilij税の税額を3年1{il、2分の 1にする。

屎 （失った家J.iの床面釈の相当祁分を限IJtとする）

伯 地磁により失った恨却汽産 平成10年 1月 1Flまでに被災した［はll貧能に代わるものを取

却 に代わるa註ll汽迩 得または改良した勘合、新たに課税されることとなった年JJ;1'.か

沢 ら飢去ll府並の固定狡産税の課税椋削額を3年llり、2分の 1に
南 する。

税の特例措匹

＿
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『:•( 6 ) 市税の納期延長 1 だが） 納期等の再延長の期限を徴収猶予lUj| /•il として

事実上の納期限を平成7年5月31日とした。

納期限の延長については、地方税法、条例に基づ

き1月27日付けで平成7年 1月17日以降に到来する

市税に関する申告、申諮、諮求その他の柑類の提出

または納付、もしくは納入に関する期限を平成7年

3月31日まで延長した。その後3月6日付けで (1

月27日に市税の納期限の延長の告示を行ったところ

また、市民税 ・県民税の中告、法人市民税の申告

期限を5月31LIまで延長した。

0 平成7年度市税の納期について

平成7年度における市税の納期のうち、個人の市

民税および固定狩産税 ・都市計画税については、市

税条例の規定により下表のとおり定める。

変更前の納期

納 普通徴収第4JU)分 平成7年1月31El 

俯

rli 
特別徴収平成7年 1月分 平成7年2月10日

期 2月分 平成7年3月lOEI

,11 普通徴収の申告期限 平成7年3月15日

民 人
特別徴収に係る給与支払報告 平成7年1月311:I

作 内の提出期限

税
法 I I I 平成7年 1月17日以降申告期

1'r 限が到来するもの
納 （｛ダ1])11月決り法人 平成7年1月31El 
人 付 12月決狩．法人 平成7年2月281:1

固 部
納期 第4)関分 平成 7 年•2 月 28 1:1定 I I i 

I 竹 "rI荏 11Jij rl' {Li. 固定質旅税（伯却究能）の中 平成7年1月31R 
税税 告期限

平成7年度市税等の納期

区 分 俯人Ili民税 ・県民税 固定沢旅税 ・ 都r1i ,， I•IIhi税

第 1期 8月1日から同月末日まで 7月1日から同月末日まで

第 2期 10月1日から同月末日まで 9月1nから同月末日まで
第 3Jりl 11月1日から同月末日まで 12月1日から同月25日まで

策 4Wl 1月1日から同月末l]まで 2月1日から同月末日まで

※ 個人市民税 ・県民税 （特別徴収）の納期は8月10日からとする
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戸） 税務証明の発行

税務，証明の発行日を次のとおりとした。

税務証明の発行

税 Il I発行 Il !, 

市民税 ・県民税課税額証明

栢l定汽産課税台帳；：ヂ烹：：リJI ミ臼1:2召三］三

❖(8 ) 災害減免に係る過誤納還付事務の開始

4月3Hから登録免許税（国税）の免除申，ili-のた

めの被災証明を発行する。発行条件は、被災した家

屋が全壊するか、取り壊したために、新たに代替家

屋を新築または取得する楊合などに発行する。

感想

軽自動車税課税事務では、震災後3か月ほどは原

動機付自転車の登録が飛躍的に増え、盗難や使用不

能といった課税に対する内容の苦情が殺到した。ま

た、証明発行亦務では、震災によって各種の制度が

創設されるたびに、各種の証明申捐が増加していた

が、具体的な耶務処理に関する情報が十分に伝達さ

れることが少な〈、近隣都市とのilt務取リ扱いが統

ーされて＼、な＼ こヽとなどからその対応に追われた。

震災減免による遠付事務では、遠付件数が10万件

を超え、膨大な批になったことによリ遠付領の集計

が煩雑になリ、決ヰ額の確定に苦労した。応援体制

や指示系統も十分に機能する状態になっていなかっ

たためスムーズさを欠き市民への遠付が迅速に行え

なかった。

新税務システムの稼慟が平成6年12月に実施され、
翌年すぐに今回の裳災を被ることとなリ震災による

減免入力が、リアル処理のため大祉の調定異動処理

に多大な時間を要することとなった。

しかし、裳災後ガレキの処理を公代で行うにあた

リ、評価証明が求められたが、共有者からの検索が

可能であったため大批の申拍に対しても柔軟に対応

することが可能であった。

紺災減免による過誤納が大枯：に発生し、担当戦具

(6人）だけでは対応することが不可能となったた

め、課内職員をはじめ部内職員の応援も得て、別途

屯符システム端末人カチーム (15人）を組織し処理

をした。

また、口座振替などの支払小務は、収税課職員と

アルバイトで処理に当たることとなった。処理経過

は、4月後半から税務部内応援を受けつつ、収税課

職員、アルバイトとの総動員体制で祈手し、 9月～

12月に迫付支払事務のピークを迎えた。

その後、平成8年 1月ごろからは徐々に減少して

いき、 5月末では、磁付すべき過誤納の97.5％を処

理することができた。

6月に、処理状況に一応のめどがみられたことで、

本来の担当職員だけの通常体制に戻った。

I-：記処理期間中には、過誤納の発生があまりにも

膨大なため、過誤納通番のケタ数が不足する事慇が

起こり、そのためシステム変更を余儀なくされ、改

良のため約1か月1tり、システムの使用ができなくな

るといった状況も発生した。

※参考

• 7年度過誤納発生件数

109,369件 （平窃年の約11倍）

・ピーク時 (7年9月）処理体制

職員 34人アルバイト 11人計 45人

• i如沿処理月

7年10月 19,695件（翌年同月1,685件）
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滞納整理に係る訪問件数実績{, • ・ 
J J 7年1月 2 Jj 3月 4 JJ 

現年

゜
5 23 15 

繰越 13 18 16 8 

総数 13 23 39 23 

年 JJ 7イt10JJ 11 JI l2JJ 8年1月

現年

゜
29 24 26 

繰越 365 554 2,097 228 

総数 365 583 2,121 254 

I•:•(9) 滞納整理事務体制の動き

災害減免に係る過誤納磁付事務が約11万件と膨大

な批となり、この事務の処理に課全体が追われ本来

の滞納整理事務が実施できない状況であった。

fと災から9か月が経過するも、店災後の現状から

勘案し、滞納幣理をスタートするにも抵抗があった

が、滞納が累栢するなかで各行政区から二人一組で

滞納整理を実施することの方針決定がなされた。

1 ❖(1 0) 授業料等の免除

阪神・淡路大俎災により、全壊（全焼） ・半壊

（半焼）の被害にあうなど生活基盤を確保できない

ため、生活困窮に陥った人に対し、高等学校授菜料・

幼稚園保育料 ・入学料 ・入l湖料 ・入学考査料 ・私立

大学等入学支皮金t予付金の返済免除を 1月から12月
まで行った（入学料 ・入園料・入学考介．料について

は1回のみ） 。

入学料・入低l料・入学考杏料については免除規程

がなかったため、平成7年2月謡会で「尼崎市立授

業料等徴収条例」の改花を行った。

なお、邸等学校授業料・幼稚園保育料については、

県立凶等学校授菜料の免除が平成8年3月まで延長

されたこともあり、また、被害の大きさを考應し、

県立閥校と同様3か月延長して免除した。

2561第3部 復旧から生活再建へ

5 JJ 6月 7 JJ 8月 9 JJ 

292 11 1 4 7 

28 403 199 85 165 

320 414 200 89 172 

2 JJ 3月 4 JJ 5 JJ 6月

113 41 457 3,260 55 

628 2,153 268 881 1,375 

741 2,194 725 4,141 1,430 

Iヤ(11)水道料の減免

店災直後の一定期間に、市内全域で断水あるいは

出水不良が長期間続いたこと、また、修絣が完了す

るまでの漏水屈が相当品あることから、全使用者に

対し 1か月分の基本料金を減免した。また、今期の

計品：水屈が1lii期か咋年同期使用水批のいずれか少な

いほうの水址を超える址を漏水した水砒と認定し、

その水屈に係る従絨料金を減額した。

口百深蓮使用料の減免

平成7年 1月17日の震災以来、水道の使用ができ

なかった時期もあり、その間下水道の使用もできな

かったと考えられるため、 1か月分の基本使用料を

減免した。

また、従来から「災害等により、家屋が半焼 ・半

壊以上または床上没水の被害を受けた使用者」につ

いては、 1期分に限り全額減免を行っている。

・基本使用料減免

職権により公共下水道区域内の全使用者に対し

て、平成6年度6期分のうち 1か月分の基本使用

料の減免を行った。

• 1期分全額減免

減免申請を受理した日以降最初に検針された水

姑に係る期分の全額の減免を行った。



| 4 各穂負担金・利用料の免除 l 
|-.:• ( l ) 国民健康保険料

国民健康保険については、保険料の特別減免と一

部負担金の免除を実施した。平成8年5月末現在、

保険料の特別減免1万9,182件、一部負担金の免除
9,183件に上り、特別減免の金額は16億8,590万
5,020円となった。

巳一国民年金保険料

国民年金は、保険料の免除を実施し、その件数は、

平成8年3月末で2,075件となった。

I ・：•(3) 各種証明手数料

1月23日から戸籍を除く各種証明手数料の免除を
実施し、その件数は、平成8年3月末現在下表のと

おりである。

住民票の写し （災害援護、見舞金、銀行融賓i-11請等に使用）

$，0;i1 |';‘,6[］ | :,6は1lt,2;:I念ぶl~| ?，1:； |7?,4;［ 
印鑑登録証明（見舞金、銀行融賓申訂'i.等に使用）

3:,3[l：I此‘,7は11↑,6]；|lt,3芯I1:,2:[|:は|，：,3品
外国人登録済証明書（災害扱設、見舞金、銀行融肝申請等に使川）

t,0:;[lヽ1[]|K1;l：|立;g|武1;1；|屎悶I?，7;［ 

| •:•(4) 戸籍手数料

また、2月9日から戸籍手数料の免除を実施し、

その件数は平成8年3月末現在下表のとおりである。

戸籍謄抄本 （諸手当て申諮、生命保険、社会保険申諮）

-t;j~ 『Jヽ 1悶 I k 』; |\＼は 1 武 1は 1 悩 悶 I:,3此

| .:•(5 ) 老人保健医療費の一部減免

① 「市報あまがさき」に掲載

尼崎市は今回の阪神 ・淡路大厖災で住宅 ・家財等

に著しい狽害を受け、市民税を減免された老人保健

医療受給者かその人の屈する主たる生計維持者に対

し老人保健医療役の一部負担金を免除する旨の記事

を1月30日から3月15日にかけ4回にわたって 「市
報あまがさき」に掲載した。

② 受け付けを開始

平成7年3月31日、国の特別措位に基づき、老人
保健医療投の一部負担金を免除する認定証交付の申

諮受け付けを開始した。

③ 「市報あまがさき」に掲載

平成7年4月15日、 4回のPRに引き続き老人保
健医療股の一部負担金の免除について、 「市報あま

がさき」に掲載した。

④ 老人保健医療費にかかる入院時食事療養費

の支払免除の適用期限が5月末で終了

国の特例措的に基づいて実施してきた入院時食事

療狡役の椋郡負担額の支払を免除する適用期限が平

成 7年 5月末で終了した。

⑤ 適用期限が12月末で終了
国の特例措的に基づいて実施してきた老人保紐医

旅役の一部負担金を免除する適用期限が平成7年12
月末で終了したが、その受付件数が6,600件にのぼっ

た。

|•:•(6) 高齢者に係る各種費用

被災による減免のため、極力飾索化した事務処理

とし、 利用者に負担がかからないように配應した。

なお、市内はもちろん市外の特別捉護老人ホーム

の協力を得て、被災した痰援護邸齢者の定員外措骰

やショートステイの桜先利用ができた。
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各種費用徴収制度の減免

lメ： 分 ど人ホーム人／所

減免対象れ・・老人ホーム入

（品定変史） 所者および主

たる扶狡義務

者で、被災し

た人

被災 f119i ・住家の全半壊、

全半焼

•利用者の世帯

且が死亡し、

または重篤な

似病を負った

楊合等

適JIIJlJI Iill 1月17日以降の

入所 （主たる扶

狡義務者は継続

入所者分を含む）

減免 平成7年1月分

（変史）WIIiil ＼ 

平成8年3月分

拭免 1U用徴収額の範

('庄史） 前 囲

提11ih UI ・り災証l月1lt

・階灼区分，認定

変更申諮也

・民生委員のiil:

明

利川 1'i• 数 14人

Iヤ（7) 保育所保育料

① 減免対象

ショートステイ’lり叉
ホームヘルハー

派逍 'li某

・日常生活而で ・ホームヘルパー

介淡を嬰する 派辿l胆i~

人 • 新たに派追が

必嬰な世::w

・住家の全半壊、 ・住家の全半壊、

全半焼 全半焼

• 利用者の世術 • 利用者の世幣

且が死亡し、 且が死亡し、

または犯篤な または重篤な

彫病を負った 偽病を負った

楊合等 勘合等

1月17日以降の 1月17El以降の

利用 （絹続利用 禾llJO （月り4.（V.） 

者を含む）

平成7年1月分 平成7年1月分

＼ ＼ 

平成8年3月分 平成8年3月分

利用料全額 利用料全額

・り災証IリHit ・り災証1リH!t

・減免申乱'i1L} ・減免,,,囁'i出

473人 45人

1) 家屋の全・半壊のとき（児童福祉法によ

る措i荘般の徴収等に関する規則第5条第1

項第3号に該当すると認められる場合）

2) 減免対象1)以外の世帯で、今回の店災に

より家屋等に相当の被宙 （おおむね10万円

以上の被‘＝占） があった楊合（規則第5条第

1項第3号に準用すると認められる勘合）

258第3部 復旧から生活再建へ

デイサーピス•Jf 叉
油 1::1 人浴 と人II'常生活JllJし

サーピス 1じ足 給付 ’lt 及

・デイサービス ・訪I廿j人浴利用 ・老人日常生活

利用世僻 世幣 用具給付対象

• 新たにデイサー • 新たに訪IHJ入 世常

ビスの利用が 浴の利用が必

必嬰な世幣 咬な世幣

・住家の全半竣、 ・住家の全半壊、 ・住家の全半壊、

令半焼 全半焼 全半焼

•利用者の世術 • 利用者の I!!.僻 •利川者の世帯

員が死亡し、 iしが死亡し、 員が死亡し、

または重篤な または煎篤な または重第な

勧病を負った 偽病を負った 傷病を共った

楊合等 勘合等 J-'tf" j^口t硲J‘ 
1月17日以降の 1月17「l以降の 1月17日以降の

利用 利用 利）fl（緊急辿報

システムは月iii.

位）

平成7年1月17日 平成7年1月17日 平成7年1月17日

＼ ＼ ＼ 

平成7年6月301] 平成7年6月30FI 平成7年6月30日

利用料全額 利用料全額 11)11負担全額

・り災証明書 ・り災証1リ1,1！F ・り災証明忠
・減免申請附 ・減免1,1囁Ii書 ・減免申請患

35人 9人 0人

②減免期間

措irtJOj|lil 1月分から3月分まで

③ 減免金額

1) 全額 2) 半額

④ 添付書類

1) 全額減免

減免申扁判ぶり災証明む

2) 半額減免

減免申諮書、被災状況の申立1!:



⑤ 減免対象件数

平成7年 3月 1日視在の措i在人且(4,989人）の

うち、

区分 1 令 ・‘I'，壊|．部tl1壊 I 介，，1
公＼•L

鳥

私 ＼1

278 

207 

485 

利用状況 （単．位 人）

lピ 鮒 1h；＂名川町 その 他 ', I• 

男 148 808 1,256 2,212 

女 166 1,141 1,605 2,912 

', | 314 1,949 2,861 5,124 
1,012 

727 

I, 1 1,739 

2,224人

(44.6%) 

| ．:•( 8 ) 高原ロッ切大浴場無料開放

大虚災の彩密で、 ライフラインが寸断され、風呂

などにはいれず不使を感じている被災者のために、

尼崎市が所有し、0け）尼崎市勤労者福祉協会に管理迎

営を委託している勤労者レクリエーションセンター、

愛称 「尼崎高原ロッジ」の大浴島を無料1m放した。

この施設は猪名川町にあり、浴場は、天然ラドン

i1,,t泉としてif評を閲しているもので、被災者が受け

た心の偽を少しでもやわらげることができるものと

期待された。

また当初、 多くの人が殺到し混乱が生じるのでは

ないかとの懸念から、対象を尼崎市民と猪名川町民

に限定していたが、一部から非難の占が上がり、浴

勘の混雑もないことから、U|］刻被災者全員を対象に

開放することにした。

聞放したのは、1月20日から3月末までの延べ71

日間で延べ5,124人の利用者があった。地域別でみ

ると、尼崎市民は6.1％の314人、 猪名川町民は38.1

％の1,949人、 その他の地域の利用が55.8％の2,861

人であった。

月別に見ると、1月の12日1/:りで2,924人、1日当

たり平均243.7人、 2月は28日II．りで2,018人、1日当

たり72.1人、 そして 3月の31日間ではライ フライン

も似旧し182人、1日当たり5.9人の利用にとどまっ

た。また、 1紋も利用が多かったのは、 1月29日 (El)

の557人であった。

高原ロッジの宿泊無料提供

被災から1か月経過し、心にゆとりも感じられる

ようになってきたこの時期に、被災で受けた心の傷

と復旧の疲れを少しでもいやすための一時の休息の

勘として、 「尼崎高原ロッジ」での宿泊を熊料で提

供することにした。

期間は、2月17日から3月24日までの36日1Lilで、

1皿堺当たり 2泊までの紺泊で、1H当たり 5室を

そのための利用にあてた。

紺泊料は無料で提供したが、飲食代など諸役につ

いては、利用者の負担と した。

この間379人の利用者があり、尼崎市民の利用が

82.6％の313人で市外は17.4％の66人であった。

利用状況 （単位人）

, Ii 内 I I J. 外

"' 人・ 人 297 61 358 

小 人 16 5 21 

,i I ・ 313 66 379 

| 5 災害対策特別融資あっせん I 

❖( l ) 中小企業者に対する災害対策特別融資あっせん

＿
 

°珈、鬱情•1t臀4'’.
尼崎市では、市内の中小企業者の事菜活動に必要

な汽金の他通の円附化を図ることにより、市内中小

企菜の近代化と経営基盤の確立を促進し、もってそ

の健全な発展と振郎に寄与することを目的として、

兵lil'I県侶用保証協会の保証のもとに取扱金融機関に

対し、事業汽金の渕濱あっせんを行っている。

その中で、特別忍濱あっせんは、社会経済梢勢の

変化により、とくに中小企業者の汽金の融通の円附
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化を因ることが必嬰と市長が認めたときに適宜実施

することとしている。平成6年度は、不況対策とし

て前年か前々年に対する売上減少を嬰件として、 一

般制度より有利な条件で経済変動対策特別融狩 （サ

ボート800)あっせんを通年実施していた。

そして、平成6年9月7日未明に伊丹市を中心に

阪神間を製った集中梨雨災害の被災者に対しては、

売上減少嬰件をはずし、り災証明也の添付を要件と

して、経済変動対策特別融狩（サポート800)あっ

せんを援用した経過があった。

このときに、災宮発生時の対応の考え方として、

政府関係機関が発動する災害復旧のための中小企業

金融支援対策にあわせて、市としても本制度を適用

していくという方針を打ち出していた。

政府は、 1月18日、政府系中小企業金融機関に災

害復旧箕付制度の発動と当該機閾による既往貸付分

の返済猶予の弾力的措府を指示していた。これにあ

わせて本市も、今回の兵Jiじ県南部地俎災宙の被宮を

受けた中小企業者に対して、ただちに経済変動対策

特別融狩（サボート800)あっせんを援用すべく誰

備に入った。

市が融汽あっせん制度を実施または改正するに当

たっては、兵廂県信用保証協会を通じて、兵／印県、

通産省、大蔵省と事前協議を行い、その承認を得な

ければならず、手続きに一定の時間が必要であるが、

今回は緊急性が要求されており、制度実施まではま

さに時間との戦いであった。

こうした中で、地店の翌日、 1月18日にはすでに

腹案をもって兵庫県信用保証協会との折衝に入るこ

とになった。

しかし、兵郎県信用保証協会本所が入居していた

神戸市中央区のビルは全壊し、中に入ることは不可

能な状態で、電話の通じるはずもなかった。

やむをえず、 兵屈県の担当課に公衆俎話を利用し

て直接連絡し、緊急対策について照会したところ、

かなり混乱している様子で、県としてはまだ特別堀

資あっせんの実施については検討に入っていない、

市制度については保証協会と協議をしてほしい、県

2ダ） 第3部 復1日から生活再建へ

としては保証協会から申請のあったもののみ審査す

るとのことであった。とりあえず兵／ilI県信用保証協

会尼崎支所と折衝するため同所を訪問したが、出勤

している職員は所長以下3人のみで、他の職員の安

否確認や関係先との連絡で手いっぱいの状況であり、

とても特別磁賓あっせんの話を切り出すどころでは

なく、改めて出直すことにした。

1月19H、再び兵l印県信用保証協会尼崎支所を訪

問し、所長に市の災害対策特別融汽あっせん制度案

（サボート800の対象者拡充）を提出したところ、

本所との辿絡は不可能であるので直接理事長と相談

するとの回答を得た。

1月20日、兵肌保信用保証協会尼崎支所を訪問し、

前日提出した市制度案について折衝したところ、市

が独自の制度を実施することについて了解を得ると

ともに、その勘で、同所から近畿財務局にも打診し、

関係柑類の提出が実施後になっても差し支えないと

の了解を得た。

また、制度実施について、取扱金融機関の中で最

も取扱貼の多い尼椅信用金胆にも打診し、即日了解

を得ることができた。

同じ 1月20日には、国において、 「平成7年兵Jill

県南部地震に係る激甚災害指定及び中小企業者等に

対する災害融賓等に関する特別措硲について」が閣

誠決定され、その中に中小企業信用保険法の特例措

硲も盛り込まれたが、事務取扱方法などの詳細は全

く不明であった。

週明けの1月23日には、（協）尼崎工業会から特別融

資の実施についての要紺むが提出された。

それとは別に、市では、前日兵庫県信用保証協会

尼崎支所から実施について了解を得た市制度案につ

いてさらに検討を加え、同修正案（返済期間等の要

件緩和）をまとめたうえ同所に再度提出して了解を

得るとともに、同案について尼崎銀行協会と尼崎信

用金iliにも打診し、了解を得た。

この時点で、本市財政課にも同案を提出し、内容

についての説明に入った。

翌 1月24日、兵叩県から屯話連絡があり、県で災



害対策融質を検討しているので市でも同レベルでの

制度を検討してほしいとの要諮があった。

しかし、本市ではすでに走っている状態であり、

県の要諮に従うのは無理であったので、1月25日、

県に屯話連絡し、現在すでに本市独自の制度案で内

部手続きを進めており、緊急に制度を発足させたい

ので、木市の独自案で実施したい旨を伝え、実施要

領案を送付した。

また、同日、尼綺民主商工会から特別融狩の実施

についての要糾忠が提出され、翌 1月26日には、尼

崎商工会謡所からも特別融質の実施についての要糾

柑が提出された。

このように各団体から続々と要望が出される中で、

1月26日午後に開催された尼崎市中小企業狩金融汽

審査委負会において、市制度案を提示し、翌1月27

日から兵lilI県南部地震災害対策特別融狩あっせん

（サボート800の対象者拡充および要件緩和）を実

施することで委員会の了解を得た。

皮肉なことに、同日、兵府県信用保証協会から辿

絡が入り、去る 1月20日に1紺議決定された特別措凶

の事務取扱方法が決定した旨の報告を受けたが、こ

の時点では、見切り発車をした状態で、すでに中小

企業災害対策特別相談窓口で翌 1月27日から実施す

る特別融資あっせんの説明も行っており、実施に当

たって国の特別措ii'lの内容を本市の制度に盛り込む

ことができなかった。そのために、後日さらに制度

の見直しを余儀なくされることになるのである。

1月27日、災害対策特別融汽あっせんの実施と申

し込みにり災証明掛を必要とすることについて木庁

および各支所市民生活課に連絡した。

また、兵庫県信用保証協会尼崎支所に、問接被害

についても、被雹状況陳述患を添付柑類として市制

度を適用したい旨を伝え、 一般保証を適用して対応

することで了解を得た。

それと相前後して、兵1庫県信用保証協会企画部か

ら災害対策特別漁質あっせんの実施にあたっては、

100％拍失補伯するよう嬰諮があり、最終的に実施

についての了解を取りつけた。

一

同時に、市財政課から制度実施についての敢終の

了解を得て、同案を市災害対策本部での会誠に諮り、

ここで了解を得た後、兵廂県信用保証協会に対して

正式の実施手続きをとる旨の軍話連絡を入れた。

こうして、何とか災害対策特別融資あっせんが動

き出したのである。

しかし、木来しなければならない通産省と大蔵省

との事前協議をしておらず、今回のやり方は完全に

ルールを無視したものであるといえる。非常Il寺であ

るからできたものであり、平常時であれば絶対に認

められないものであった。

翌1月28日には、制度実施についての記者発表を

行った。

週が明けて、1月30日に、兵卯県から電話連絡が

入り、本市だけが独自に制度を先行実施したことに

ついて抗議を受けた。

また、兵胆県伯用保証協会尼崎支所からも、国や

県の制度あるいは中小企業信用保険などいま少し賂

合性を囮る必災があるので源狩実行まで時間がかか

る旨の連絡が人った。

さらに、兵／ilI県信用保証協会企画部からも電話連

絡が入り、市制度の間接被害対策は特例保証を使う

ことができないので検討してほしい旨の要諮があっ

た。しかし、窓口ではすでに相談を受け付けている

状況の中で後戻りすることは不可能であり、市とし

ては緊急に取り組まなければならないので、指摘の

件は後日見直すとして、とりあえず一般保証で対応

してほしい旨を回答し、り災証明むつきのもののみ

特例保証を使い、被害状況陳述柑つきのものは一般

保証を使うということで了解を得た。

こうして、本市だけ急いで制度を実施したものの

多くの課題が残らざるをえなかった。

いずれにしても、被災中小企染者には動き出した

制度を最大限有効に活用してもらわなければならな

いので、同日、取扱金漁機関と関係団体に災害対策

特別融汽あっせんについてのパンフレットを送付し、

協力を依頼した。

翌 1月31日、兵匝県信用保証協会に制度実施につ
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いての届出1りを捉出した。

2月1日には、 市産業労働局幹部が県庁を訪1廿jし、

制度実施についての経過およびtlf↑iりを説明した。

2月2Flには、市蔽会経済卯様委員会で特別融資

あっせんの実施について報告した。

災害対策特別融資あっせんの概要

・対象者事業所の施設、設備、商品等に被害が生

じ、市の 「り災証ly:li|：」を受けた中小企

業者または経裳に影惣を及ぼす被宵を受

けた中小企業者

・汽金使途述転汽金および、設備狩金

・融汽限度額 800ガ円

・融烈利 率年2.5%

．散磁jU]IB]84か月 （うち据ii1.24か月）以内

・信用保証兵1出県侶）TI保証協会の保iil：が必吸

・連堺保証人 1人 （法人にあっては2人）以上

・担 保必要に応じて徴求

・重複利用 融狩限度額の範囲で可能

• その他信用保証料の2 分の 1 を市が仇担（ l：限

10万円）

゜
9麿雰鰐誌兵庫県の災害対策特別融資J
2月2日、宝塚市から阪神1/.IJの災害対策特別融質

あっせんの収組状況を入手した。いずれの市も案の

段階であるが、中小企業信用保険法の特例措・i位をす

べて盛り込んでおり、尼崎市の制度よりも充実した

ものとなっていた。本市も動き出した制度を迎用し

ながら、並行して制度の見直しに舒t手する必製があっ

た。

阪神I}｝］他都市は、2月6日の西宮市を始めとして、

2月7日には芦屋市が、2月13日には伊丹市、 宝塚

市および川西市が、災宙対策特別融賓あっせんをl}i-J

始した。

一方、兵／ili県は、 2月12日、尼崎商工会議所で緊

急災害復旧汽金など一辿の災害対策札',1位についての

説明会を開き、 2月151:1から制度を実施した。

この県の制度実施にあたっては、木市も特別な対

262第3部 復1日から生活再建へ

応をしなければならなかった。

県の緊急災叩及旧狩金を利用できる中小企業者は、

事菜所の建物が全壊 ・半壊 ・一部担壊したものに限

られており、建物の令製・半壊 ・一部捐製の区分が

明確となっているり災証lリ］忠の添付が必要であった。

しかし、本市がすでに発行しているり災証1リ］fりは、

必ずしも建物の全壊 ・半壊 ・一部狽壊の区分が明確

とはなっておらず、内容も各支所によって異なって

いたため、り災証明也の交付を受けながら、記載方

法の逸いによって、県制度を利用することのできな

い中小企業者が続出することが懸念された。

そこで、そうした小態を避けるため、県制皮を利

川しようとする中小企菜者で建物の全壊 ・半壊 ・一

部拍壊の区分が明確となっていないり災証1月也の交

付を受けている人に対しては、市民局で発行したり

災乱l洲団をもとに、産業労働局で建物の全壊 ・半壊・

一部捐壊の区分を明確にした県の制貶融賓窮用のり

災証明；Ifを発行することになったのである。

そして、県制度終了（平成7年 7月31日）まで

884件の融狩専用のり災証明出を発行した。

R 
木市は、阪神閻他都市に先んじて、経済変動対策

特別融賓（サボート800)あっせんの災宮対策への

援用というかたちで、災箸対策特別磁濱あっせんを

実施したが、、急いだことにより阪神閻他都市に比べ

て制度上不十分な点があった。

融汽限度額と伯迫期間の問題のみならず、本市の

制疫には、中小企業信用保険法の特例措附が十分に

盛り込まれておらず、また、既存の特別融狩あっせ

ん制度を改正して実施したために、不況対策として

既存の特別融汽あっせん制度をすでに利用している

中小企業者は、その残偵と融貧限炭額との差額しか

申し込むことができなかった。

そこで、すでに実施している特別融貧あっせんを

進めながら、並行して見匝しに入り、制度の一陪の

充実を図ることになった。

そして、2月14日には、融狡限貶額の引き上げ、

伯迫期間の延長、無担保無保証人枠の設定など中小

I祖喧罰'9罪隅9飢卜柑'9 91119 



企菜信用保険法の特例措i代をすべて感り込んだ見直

し案をまとめ、翌2月151:Iに兵／9li県｛，］用保,iiE協会に

送付し、事前協議を依頼するとともに、並行して内

部決裁手続きに人った。

さらに、 2月24日には、既存制度の飢屈延長制炭

についての案をまとめ、同日中に、兵庫県信用保証

協会に送付して4暉i協議を依頼し、内部決裁手続き

に人った。

2月28日には、災害対策特別融買あっせんの見匝

し案についての内部決裁手続きを完了、実施につい

て尼崎銀行協会と尼崎イにi)11金Fltに打診し、翌日その

実施要領案を持参した。

3月2日、兵9爪県信）廿保証協会から、災古対策特

別融汽あっせんの見直しについて了解した旨の‘1．じ話

連絡があり、同日には尼崎銀行協会から、翌3月3

日には尼崎信用金庫から実施について了解した旨の

辿絡があった。

3月4日、取扱金融機関各店舗へ新しい災包｛対笈

特別融資あっせんの実施要領を送付し、週明けの3

月6日から新制庶での受け付けを開始した。

新制度の実施により、不況対策として経済変動対

策特別融汽（サボート800)あっせんをすでに利用

している中小企業者でも、災宙対策特別融狩あっせ

んを峨狩限度額まで中し込むことが可能になった。

また、新制度実施前に申し込んだ中小企菜者が不利

にならないように、新制度の融貧限皮額に逹するま

では屯複利用ができるようにした。

この新制度の受付期間は7月31日までとし、よう

やく県および阪神IH]他都市の1|』J父と歩調を合わせて、

特別融質あっせんを実施できることになった。

受付終了時までの受付件数は、木市の融汽あっせ

ん制度始まって以来の数字を記録した。とくに受付

締切前の10日IHJほどは、受付窓l」の前の列が途絶え

ることがなく 、敵終日には受付件数が102件に上っ

た。

このItij、担当職員は連日の超過勤務で疲労が極限

状態に逹した。

新しい災害対策特別融資あっせんの概要

・対 象者、Ji:業所の施設、設備、刹品等に被害

が生じ、市の 「り災証明思」を受け

た中小企業者もしくは中小企菜はJ「）

保険法に基づく倒迩1対述中小企菜者

として認定を受けた中小企深者また

は経営に影が限を及ぼす被宮を受けた

中小企菜者

・狡金使途迎転沢金および設備汽金

・滋資限度額 1,000万円

・融狩利率年2.5%

・飢辿期間 120か月 （内据四36か月）以内

・信用似証兵il1県位J紺保証協会の保証が必要

・連：i［保証人 1人 （法人にあっては2人） 以上

・担 保必要に応じて徴求

・屯複利用 融府限貶額の範囲で可能

・無担保無保証人での利JT1

り災証明・，りまたは{Bl旅l対辿中小企業

者としての認定を受けた小企菜者で

市民税に所得竹ll課税のある者は500

万円を限度に無担保無保証人での中

し込みが可能

•その他 信用保証料の2分の 1を市が負担

（上限10万円）

一

最終受付結果は3,211件の208£は2,334万3,000円で、

そのうちあっせんに至ったのは、 3,064件の193低

1,913万3,000円であり、 12月14Elの中小企業買金融

資審査委員会に1位終案件を提案し、全案件の処理を

完了 した。

今回の特別融賓あっせんの特徴としては、貸家業

を営む個人からの申し込みが1百l立った。例年では、

貸家業での申し込みはほとんどなく、あっても数件

程殷であるが、今回は424件28億2,903万7,000円の

中し込みがあり、申し込み全体の13％に上った。そ

のため、住宅政策を担当する都市局とも辿携しなが

ら受付市務にあたった。

既存制度の0還延長11ill度については、兵庫県信用

保証協会から了解の連絡を受けて、 3月10日に尼崎
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銀行協会と尼崎信用金庫に打診し、 3月16日了解の

返答を受け、所定の手続きを経て、 3月27日から制

度を実施した。申諮期限は7月31日としていたが、

結局利用実紹はなかった。

01r罪紺9弓り邪畔柚H翫春
政府は、 1月20日の 「平成7年兵即県南部地裳に

係る激甚災害指定及び中小企業者等に対する災害融

汽等に関する特別措i代について」のI―&l蔽決定の中で、

政府系中小企業金融機関が行う災害復旧貸付につい

て、 一定額を一定期間にわたり、被害の程度に応じ

て貸付利率を軽減する特別措骰を購じることとした。

その際、特別措附の対象者の判定にあたっては、

市町村長の発行する被害証明むまたは特別被害証明

印が必要であるとし、1月29日には、阪神県民局か

ら証明也の様式が送られてきた。

本市では、これまでこうした証明印を発行した前

例はなく、り災証明むは市民局で所管していたが、

今回の政府系中小企業金融機関の災害復旧貸付に伴

う被害証明1りおよび特別被害証明むは、中小企業者

の事業活動に関する内容が多く含まれていたため、

中小企業対策を担当する産業労働局で所管すること

になった。

そこで、様式とマニュアルを作成し、証明む発行

に関する決裁手続きに入ったが、証明にあたっての

疑問点が多く、近畿通産局と何度も辿絡をとって調

整を図った後、 2月13日から申諮の受け付けを開始

した。

証明四の発行は原則として受付日の翌日としてい

たが、政府系中小企業金融機関の担当者の中には、

即時証明を受けることができるような説明をしたり、

中小企業者に対して提出期限を設定したりするケー

スがあったので、窓口の混乱は少なくなかった。

この被害証明柑および特別被害証明むの申請受付

件数は7月31日現在で612件に上った。

❖(2) 被災住宅に係る特別融資あっせん制度

厖災で多くの住宅に被害があった。低利な融狩あっ

2641第3部 復1日から生活再建へ

せん制度の創設により、被災住宅の復旧・復典を支

援する。

゜
＂ご9罪．罪罰ff梢9和鼎且9111閉謂町、9'”
l) 目的

被災した個人住宅の補修に要する股用について、

所有者に対し、低利の融汽あっせんを行うことによ

り、住宅の復旧を促進し、その再建を支援する。

2) 制度概要

a 対象者

市内に所在する被災住宅の所有者

（法人不可）

b 対象住宅

・持家（自己が居住し、かつ所有する住宅）

・舒家

c あっせん金額

補修に嬰する投用で600万円を限度

（貸家は1,000万円を限度）

d あっせん金利

2.5% (10年閻）

e 返済期Iiil

10年以内

f 返済方法

元利均等月賦返済方式または半年賦返済併用方

式

g 担保

士地、建物に抵当権設定

h 受付期間

平成7年2月13日～平成8年3月31日

収扱金融機関

さくら銀行の各支店、尼崎信用金川1の本店と各

支店

＠ I靖S環畔．罪＃瑶9{,'褐震四況卯場
1) 目的

震災により自己の居住する住宅に被害を受け本市

域内で被災住宅に代わる住宅を建設し、または購入

する人に対し、その建設または購入に必要な狩金の

融汽あっせんを行う ことにより被災者の住宅再建を

支援し、生活の安定に質する。



2) 制度概要

a 対象者

• 20歳以上70歳未瀾の人

・年間総収入金額（給与所得者以外にあっては、

年問所得金額）が150万円以上であること

・引き続き 2年以上同一事務所もしくは事業所に

勤務している人または引き続き 2年以上同一事

菜所を営んでいること

b 受付期間

平成7年7月17日～平成10年3月31日

c 取扱金融機楳l

• さくら銀行の市内の支店

・尼崎信用金｝爪の本店および市内の支店

・三和銀行の市内の支店

・住友銀行の市内の支店

・大和銀行の市内の支店

制度の詳細については下表のとおりである。

R 

個人住宅復興資金特別融資あっせん制度実績

（平成8年3月31日現在）

I 
磁 沢 あっせん決虚~tl't l 

種 別 あっせん
件数 金 額 | 限 1且窟i

100万円
住宅建設賓金 ＼ 18 1億8,270万円

1,200万円
100万円

既存住宅購入汽金 ＼ 

゜1,000万円

＾ 17 

計rコ・ 18 1低8,270万円

| 6 被災児窟•生徒の受け入れ I 

冒司衿社＇む曰可界3f•9

地震被災住宅補修資金緊急特別融資あっせん制度実績

（平成8年3月31日現在）

桶｝）lj
融狩あっせん あっせん決定''.MQ't 
限 Jj'.[ 額 件 数 金 額 I 

持家 600万円 1,176 45低6,440万円

伯家 1,000万円 101 5低1,870万円

AE9 そ"1． 1,600万円 1,277 50低8,310万円

地俎による被害が明らかになるに従い、神戸市 ・

芦屋市 ・西宮市等、住宅に大きな被害を受けた地域

から避難してくる学齢児甑• 生徒が多数いるものと

予想された。そのため、平成7年 1月18日に兵／ilI県

教育長の指示として 「各学校における兵／ili県南部地

厖の当面の緊急対策について」がファクスで送られ

てきた。その中で、 「今後、転学又は仮入学等を希

望する児鉱生徒がある楊合、通常の手続きによらな

い転学等の措i代を購じること」という指示が出され

た。また、翌日の19日には 「平成7年兵庫県南部地

1どにおける被災地域の児童生徒等の転入学等につい

て」が兵即県教育長から送付され、被災地域の児煎

生徒が転入学を希望してきた楊合、可能な限り弾力

的に取り扱い、速やかに受け入れると同時に、 手続

き面でも筒便・迅速に行うよう指示が出された。

この指示を受け、各学校に直接入学希望で来た楊

尼崎市個人住宅復興資金特別融資あっせん制度

I IK 分 限瓜 額 割削融 汽 年 利 ＊ 返済 JUIIHI 返 rl'i}j法 担 保 守

25年以内

住宅建設 100万円 200万円 (75歳の前日 ・住宅ローン（呆乱l：保険

狩 金 ＼ ＼ 3.0% までに完済）
1,200万円 600万円 元利均等月賦 • J::地、建物に抵当椛設

建設 ・既存住 方式またはボー 定
100万円 宅購入質金と 20年以内 ナス併用方式

既存住宅 ＼ 200万円 も1咋 I}il適J:11。 (75歳のIliIEl ・火災保険

購入汽金 1,000万円 I それ以降は実 までに完済）
マンション 600万円 行時の金融機 ・団体侶用生命保険等
800万円 関の固定金利

（平成8年3月31日現在）
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合、 児蛮 • 生徒を即日受け入れるとともに 、 保護者

に対し後日許可入学の手続きをすればよい旨伝えて

もらうよう辿絡した。

1月20日になると許可入学の申し込みが殺到し、

その日以降、土曜 ・日II祉日も含めその対応に追われ

た。

また、尼崎市に居住している児敵 • 生徒も大きな

被害を受け、やむをえず避難生活を余級なくされた。

そのため、校区から離れて居住する例も多く 、各学

校から校区外通学についての問い合わせが殺到した。

これについても許可入学と同様弾力的に取り扱うこ

ととし、 それぞれの児蛮 • 生徒の実梢にあった学校

への就学に努めることとした。

〇 他市からの児童の受け入れ

保育所では、店災による彩勝で、各市から本市へ

避難してきたケース、また、反対に他市へ避難して

いったケースがあり、俎災による自宅の片付けや就

労活動などで、他市の児窟が本市の施設に入所する

ケースが多くなり、国 ・県の指祁のもと、本市でも

栢極的に公立保育所を主として、受け入れ準備を開

始した。

他市からの児童の受け入れ状況

公＼‘L保 ffI所

法人保 ffI~ 
,J 

（平成7年 1月31日現在）

33人 I 西宮市 17人
神戸市 21人
宝塚市 1人

10人

43人 芦屋市 4人

2661第3部 復1日から生活再建へ

|-
市内では、広範囲にわたり家屋被害が発生し、多

くの住民が学校などの避難所へ避難。一部の避難所

では、避難者が集中し、混乱をきたしたため、地区

会館や共同利用施設、地域の福祉会館等の市民施設

を怠きょ避難所として開放し、被災者を受け入れた。

地域集会所は、地域住民によって管理されている

ため、財政基盤も弱く 、避難所として使用された期

間の光熱水役等の経役は、避難所閉鎖後、後日、予

符．措ittを講じて地域に支払われた。

〇地域集会所への避難所経毀

16福祉協会分

符．定基郡

1,722,553FJ 

(1)光熱水伐〇避難所として使用期間中の全額。1か

月に滋たない使用期Iiりについては、下

記の符式による

その月の1肝用実駅

(30-X)+l.5X 

(2滑理人経股0管理人を『，,＜施設。JUl|lil中の手当て

の全額

(3)消耗品股等0現物支給。現物が無い勘合は、その

経牝の全額

市民施設避難所設置および収容状況1

rfi民施設 期 I : Il 火人ii 延人ii

本 庁
1月17日

325人
24,081 

~3月3113 人

地 4ヽ 田
1月17日

34人
2,480 

~3月31日 人

区 大 庄
1月17日

54人
4,014 

~3月31日 人

会 立 花
1月17日

51人
3,802 

~3月3113 人

館 武 胆
1月17日

18人
1,300 

~3月31日 人

園 田
1月17日

31人
2,308 

~3月31日 人



市民施設避難所設壼および収容状況2. .. 
•一

I rfj民施設 lVI l : ； ! ,K人ii 延人μ

中難波
1月17日

37人
2,731 

~3月181:1 人
市

1月17日 1,041 
立 潮 江 ~3月31日

14人
人

福
額

1月17日
11人

823 
田

~3月31EI 人祉

会 立 花
1月17日

12人
884 

館
~3月31日 人

1月17日 269 
尾 浜

~2月15日
9人

人

大物第 9 1月17日
14人

510 

福祉 会 館 ~2月21日 人

常光寺 1月17日
22人

173 

福祉会館 ~l月24日 人

長 州 1月17日
1人

52 

福祉 会 館 ~3月15日 人

今福 1月17Fl
6人

116 

船祉会館 ~2月4日 人
追ヽY.・ 心ヽた、 1月17日

30人
1,513 

福祉会館 ~3月7日 人

芋 若薬 1月17日
33人

65 

福祉 会 館 ~l月181:I 人

市民施設避難所設匹および収容状況3--.. -.  • -- -----.,．.．・ •一
rIi民施成 JIil I : il 火人Li延人Li
塚口直 1月17日

17人
1,223 

幅ネ11:会 館 ~3月18日 人

戸 ノ内 1月17日
59人
2,049 

浜西団地集会l?r ~2月20日 人

戸 ノ内 1月17日
9人

689 
社宅集会所 ~3月31日 人
東園田 1月17日

7人
320 

8TII文化集会所 ~2月28H 人

島 IJI-J 1月17日
4人
311 

集会所 ~3月31H 人

| 8 被災動物の救護 I 
兵／ili県の指祁のもと、平成 7年 1月21日に兵庫県

獣医師会・神戸市獣医師会 ・日木動物福祉協会阪神

支部により、放浪動物の保渡 ・被災動物への餌の配

付などを目的とした対策本部が設附された。その支

部が尼崎市でも前記団体によって設附され、行政も

これを全而的に協力することとなった。

|•:•(l) 救援物資の受け払い

兵lilt県の東端という地理的条件から、ペットフー

ドの救援物究の東部受払基地としての活動を下図の

形態で平成7年6月71=1まで行った。

活動結果は下表のとおりである。

ペットフー ド受け入れ状況

（平成7年6月8日現在 ．ii4．位 kg) 

ペットフード I動物関係 1間 人`

メ ー カー 13社団 体 (1人）
I, | ・ 

30,252 15,335 120 45,707 

ペットフード払い出し状況

（平成7年6月8日現在 ・単位 kg) 

被 災 地 動物関係 個 人 1
Ii I• 

各 支部 団 体 (1人）

11,641 25,193 8,873 | 45,707 

救援物資（ペットフード）の受け払いの流れ図

尼崎 （東部物賓基地）

物

汽

卍

付

（物預淡諮）
．►県本部ー一►東京本部 日本ペッ トフード工業会

（物狩調逹、搬送）

（自主的寄付） 企業、団体、個人

．
 
物
汽
曲
追>

[
 

部

体
支

団

各下

種

県

各

↓

ヤ
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❖( 2 ) 被災動物の保護・引き取り・里親探し

。一・放浪動物の保護、飼い主探 しならびに里親探し
・飼育継続不能となった動物の引き取り、里親探し

・一時的に飼育困難となった動物の一時預かり

・負傷している動物の収容、1台根、保管、飼い主探

しならびに里親探し

・里親希糾者への里親ti'.]報の提供

・収容動物の本部救護センター（三田）への搬送

＠欝U鼎ir，~’
平成8年4月26日まで

R厨利酔船9
市動物管理事務所ならびに開業獣医師のもとに収

容された動物は、またた<|廿］に飽和状態となり、本

部救渡センターヘ一度は搬送するものの、同センター

もすぐ飽和状態となり、市の被災動物を受け入れて

もらえる状態ではなくなった。そのため、市独自で

の里親活動の必要に迫られることとなった。

しかし、全国的な梢報網を持たないため、里親探

しには限界があり、活動は倅滞してしまった。

平成7年6月8日、里親探し活動のボランティア

2人が参加することとなり、彼らが持つ他都市への

ネットワークを活用し、里親がスムーズに見つかる

ようになった。

里親活動が順調に進むことにより、救護活動全体

が円滑r進む... -ととなった。
0尉．柑昇恥9
下表のとおりである。

区

動物の一時預かり

（平成8年5月1日現在）

分 1 Hiかり数 1返辺数 1 11収数
犬

ね こ

8
-15 

6
-3
 
ー

2
-2
 

里親情報の提供状況

里親になります

里親を探しています

成立

反省

1 収容施設について

本来ならば、尼崎市で保護されたリ、引き取られ

た動物は本部救護センターに搬入することになって

¥‘た。 しかし、同センターが満杯状態に陥ると、た

ちまち市の救護活動に支障をきたしてしまった。

動物管理事務所を有する自治体として、市民から

犬やねこの引き取リを依頼されると拒めない立場に

あリ、最終的には殺処分を了解してもらい、 引き取

らざるをえない時期があった。

このような反省から、動物行政を行う自治体は大

規模災害時に備え、臨時収容施設が建設可能な用地

を確保しておくべきである。

2 里親探し活動について

市の里親探し活動が停滞したのは全国的な情報網

を持たな＼‘ことによった。

里親探しのボランテ ィアの参加によ リ他都市へと

活動がひろがリ、活動は順調に推移した。このよう

に、多数の動物の里親探しを行うためには、県対策

本部もそうであったように、信頼できる動物愛壌団

体 （個人）の協力と彼らの持つネットワークが煎要

なものとなる。

そのためにも、日常からそう いった団体と一定の

関係は構築しておく必要がある。

| 9 仮工場・事務所情報の捉供 I 

糾災により工場や事務所、研究所等が使用不能と

収容動物の移動状況

（平成8年5月1日現在）

54-32-17 

区 収 lll 死

＾ 
返

親 部

譲 送

分 容 渡 亡 致 迫

）ミ
保護 43 20 5 12 6 

り1取 34 31 2 1 

ね 保渡 3 2 1 
... 引収 12 12 
‘一
lそ 保殺 1 1 

，腐り1取
介 ,ii• 93 66 8 13 6 
※注：その他の1件はニワ トリである。
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なった企業に対し、空きエ楊や空き事務所の梢報の

収集提供を、1月下旬から開始した。

事務所、研究所として尼崎リサーチ ・インキュベー

ションセンターの1,750m'（延床面和）、 工場、倉

庫等として尼崎コスモ工業団地の2棟3,082面（延

床面籾）をはじめ、市内の空き民間貸しエ楊等の梢

報も含め、合計10件 2万3,672m'（延床面釈）の梢

報が集められ、被災企業の相談に役立てた。また、

尼崎市中小企業センター 1階への掲示や尼崎産菜梢

報ネットワークを通じてパソコン通信による俯報提

供のほか、国、県へもこれらの梢報を提供した。

尼崎リサーチ ・インキュベーションセンターヘの

入居については、被災企業に対し買t甘料を2~3月
問免除するなどの特別措府を2月13日から実施した。

平成7年7月20日までに15社から問い合わせがあり、

6社が特別措協の適用を受けて入居した。

第4章＠手をさしのべて（救済措置）
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●第2節避難所の運営

I 1 第1次避難所から第2次避難所へ 1

3月24日、尼崎市内での避難所と避難者数は、65

か所で1,563人となった。

尼崎市災宙対策本部では、 ①避難者数が減少し、

10人以下の避難所が多くなっていること②長期化す

る中で避難者に対する生活条件整備等の必嬰が生 じ

てきたこと③学校の教有機能を早期に回似する必要

があることー などの状況から4月末日を目途に第

1次避難所の集約化を圏る方針が決定された。

I•:•( 1) 避難者数の減少

尼崎市内では、）此災以後、iじ気、ガス、水道など

のライフラインが比較的早く似旧したため、避難者

も、昼11ijは自宅に戻り、家屋の補修や室内の整理ま

たは会社等へ勤務に出かける姿が見られるようになっ

た。

各避難所では、昼間と夜I―it]の人数で大きく差巽が

あり、ある学校の広い体育館では、夜間に100人程

度の方がそれぞれのスペースに布団、裂袋などで哀

ていたが、 昼I廿］は、全くゼロという状況も見られた。

また、仮設住宅への人居が始まるとともに、家屋や

マンシ ョンなどの補修が徐々に進み、避難所から転

居する世帯も増えていった。

しかしながら、家屋を失い新しい転居先が見つか

らない世帯、 家主が補修してくれず、取り製しを申

諮しているなどの狸1:bで元の家屋に戻れない人たち

は、避難所生活を続けなければならなかった。

| •:•(2) 生活条件整備等

避難所となった学校では、避難者の居住楊所は、

体育館、特別教室等が主であった。

瓢 直後は、多数の避難者が殺到し、スペースは

2701第3部復1日から生活再建へ

狭小であったが、自立による転出や仮設住宅への入

居が進むにつれて居住空間にも余裕が生まれてきた。

一方、避難所生活の長期化に伴い、各l止常のプラ

イバシー保護対策、保健対策の充史といった生活条

件の向上に向けた施策に早急に対応していく必要が

生じてきた。

|•:•( 3) 学校の教育機能の回復

尼崎市では、普通教室まで避難者を収容すること

なく 、体育館、特別教＇至等 で対応することができた。

しかし、校舎等が被災した学校では、迎動場に仮

設プレハプ教室が建設されているため、体育館と述

動勘の両方が使用できず、体育活動而等で支ト‘ドがあっ

た。

子どもたちの迎動不足も心配されるとともに卒業

式や入学式に体育館を使用できない状況が続くなか

で、 一日も早く学校現J品での教育機能を回復するこ

とが、保淡者や学校関係者からも強く gl:!.まれた。

I•:•(4) 集約化に向I廿こ意向調査

避難所の集約化に向けた邸向調在では、第2次避

施設別の集計結果

施設別
4Jl811 心：111!,J/，J代による

避難打数 llt {if数（人数）

小 学 校 628人 282 ヽ 623人

• 4月末までに転出可 169 386人
． 
” 転出不可 113 I 237人

中 学 校 202人 92 I 185人

• 4月末までに転出可 62 118人

． 
” 転出不可 30 I 67人

公共施設等 276人 115 I 236人

• 4月末までに転出可 64 
I 
139人

． 
” 転出不可 51 97人

民1hl施設等 91人 42 80人

• 4月末までに転出可 24 I 54人

． 
” 転Ll}不可 18 I 26人

ムロ 計 1,197人 531 i 1,124人

• 4月末までに転出可 319 
， 
697人

． 
” 転出不可 212 I 427人

＇ 



JJ II 
学 校 その他の施設 第2次避難9所 介 I, I・ 

備 名・ I 箇所 人 数 箇所 人 数 箇所 人 数 箇所 人 数

1/17 54 4,875 34 2,980 88 7,855 23時現在

1/18 53 7,050 38 2,444 91 9,494 避難者ピーク (20時現在）

1/19 51 5,448 43 2,313 94 7,761 仮設住宅の建設開始

1/20 52 5,304 39 1,842 91 7,146 

1/21 53 6,111 38 2,513 91 8,624 

1/22 53 5,047 39 2,382 92 7,429 

1/23 55 5,553 36 1,540 91 7,093 

1/24 54 4,679 33 1,417 87 6,096 

1/25 56 4,288 32 1,411 88 5,699 

1/26 54 4,594 33 1,579 87 6,173 仮設住宅入居第1次秘集開始

I I I I ＼ ＼ ＼ ＼ ¥ ＼ ＼ ＼ ＼ ＼ 

1/31 54 3,785 31 1,441 85 5,226 水逍が全市域で復旧

2/10 53 3,225 28 1,263 81 4,488 

2/20 51 2,426 26 1,101 77 3,527 

2/28 50 1,963 25 868 75 2,831 

3/10 48 1,514 24 680 72 2,194 

3/20 44 1,179 22 456 66 1,635 

3/31 43 1,077 22 419 65 1,496 

4/10 39 731 19 315 58 2,169 

4/20 36 578 17 227 53 1,680 

4/28 29 349 8 58 12 142 49 1,013 第2次避難所への移動開始

4/30 4 106 3 21 12 267 19 543 

5/10 

゜ ゜゜ ゜
12 274 12 274 第1次避難所閉鎖

5/20 11 235 11 235 

5/31 10 176 10 176 

6/10 ， 135 ， 135 
6/15 

゜ ゜゜ ゜
第2次避難所閉鎖

避難所・避難者数の推移

難所を設骰するための基礎データ、避難者の今後の

生活設計、第2次避難所に対する要紐などを把賑す

るため調査を行った。

邸向澗府については、 4月6日に各避難所へt凋究

担当者が出向き、調森票について説明し、配付を行

い、 4月8日、 9日の両日に調在票を回収し、未記

入部分については1俎き取りを行った。

゜意向調在結果については、各施設ごとに集約した。調杏回収した世；常数 （人数）は、531憔帯1,124人

であった。

そのうち319世帯697人は、4月末日までに避難所

から転出できる見込みのある世帯であった。

I渇納閂柑I』.. 

齢',倉1料＇h盪闊暑

一

しかしながら、 212世帯427人については、 4月末

までに避難所から転出できるめどが立たず、引き続

き、避難所に残る世帯である。

◎ 
避難所の集約化を図るため、 212世帯427人を受け

入れることができる施設を選定した。

とくに、選定にあたっては、避難者の負担を少し

でも軽減できるように第2次避難所までの距離、収

容可能スペースの確保などに配廊するとともに空調

設備が完備し、職員が常駐している公共施設 （市民

利用施設）の12か所を選定した。

また、洗湘機、掃除機、冷蔵）車等の軍化製品の搬

送、屯源工事、プラ イバシー保護用のI廿J仕切り板
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（パーティション）設骰などを行った。

第2次避難所

—•本庁地区・… •木庁地区会館、労働福祉会館、総

合老人福祉センター

一小田地区…• •小田地区会館、 高田幼稚園

←大庄地区…•••大庄地区会館、稲簗荘分館

←•立花地区・ ・…立花地区会館、女性センタートレ

ピエ

一武lilt地区……武lili公民館、武胆地区会館

.__園田地区・…..齢の巣園

| •:•(5) 第2次避難所への移動のために

4月171:1、第2次避難所への移動13を4月2813と

29EIにすることが災害対策木部員会議で決定された。

一方、避難所の集約化は、避難者の邸向を無視し

たものであり 「撤回」すべきとの抗謡が尼崎被災者

辿絡会からあった。

4月20日と21日には市長部局からの応援職只 (20

人）の協力を得て、夜間に二人一組で58か所の避難

所に出向き、移動対象世帯の187世帯392人に 「第2

次避難所への移動」についての説明を行った。

説明内容としては、①学校等の避難所は、4月末

で1!ll鎖になること②第2次避難所への移動は、 4月

28日、29日の両日にしていただくこと、また、病弱

者等で独自に荷物が巡べない方については、申し出

てもらえば、避難部で対応すること③第2次避難所

での世帯ごとのIM]取りについては、希糾を聞きなが

ら公平に抽せんを実施すること④第2次避難所では、

生活条件整備として、軍化製品およびプライバシー

保渡対策としてパーティションを設骰していること

—などであった。

一部の避難所では、学校長や関係職員の説得にも

難色を示していたが、粘り強く説得した結果、特別

な事ti『(5月初旬に仮設住宅の鍵渡しを受ける世帯

など）のある世術を除いて順次、移動が行われた。

5月に入り、第2次避難所への移動や仮設住宅へ

の入居等により大半の避難所は1がl鎖することになっ

272第3部 復1日から生活再建へ

た。蔽終的に学校等の指定避難勘所は、 5月10日を

もって1牙l鎖することとなった。

| || 11],t讐1|111||IIII己こ． I 

|•:•(l) 第2次避難所の運営

4月28日以降、順次、第2次避難所への移動が始

まり、5月1日現在257人、10日には274人が第2次

避難所で生活するようになった。

当初に調壺把掘した人数より減少した理由として

は、調査後に仮設住宅に当選および家屋補修の完了

などが主な理由であった。

第2次避難所となった施設は、施設機能を一部制

限して大会議挙、大／ぷ閻、和室などの各室を問仕切

りし、避難者を受け入れた。

施設の管理と避難者への対応は、勤務II寺問中は当

該施設の職員または市からの派辿職員 1人が、夜閻

と休館日については派辿職員1~2人が対応してい

た。避難部である教育委員会でも夜間待機のため3

人の職員が夜勤体制をとり、緊急辿絡などに対処し

た。

※ ただし、休園中の高田幼稚園では、昼勤務（午

前9時～午後9時）と夜勤務（午後911寺～翌午前

9時）の2交代制で派辿職員が従事した。

当初、第2次避難所の運営では長期の避難生活の

ため、種々の トラブルが各施設で発生し、真夜中で

も避雖部に連絡が入り、各施設に出向くなどして対

応に追われた。

避難者同士の喧嘩、飲酒による迷惑、受け入れ側

の職員の態度が悪いと文句を言うなどいろいろな苦

梢が避難部に寄せられた。

しかしながら、日が経つにつれ、避難者も第2次

避難所での生活に栢れ、徐々に落ち沼きが見られる

ようになってきたため、夜間と休館日の管理業務に

ついては、5月16日から市の派追職員から笞viii会社

の笞備員による委託業務に切り替えた。

委託後、避難者からの苦梢などもなく順調に迎営



がなされた。

I•:•(2) 避難者に対する住宅相談等 ー

5月15日現在、 254人の方が第2次避難所で避難

生活を送っていた。

避難部としては、避難世帯の今後の生活について

相談 ・指祁を行うための相談班を編成し、教育委且

会の各部の部課長級を中心として、 1チーム2人程

度で20チームを編成した。

初回の相談・指羽として 5月22日、23日午後6時

以降に各チームが第2次避難所に出向き、世常単位

に相談・指祁を行った。

内容としては、アンケート調査票に基づいて①住

所地の確認②自宅および借家の狽偽具合と修理期間

③仮設住宅申し込みの有熊④り災証明、義授金の確

認（全壊、半壊）⑤世帯として今後どう考えている

かなどの確認⑥住宅部が第2次避難所に入所してい

る世帯対象に住宅相談（仮設住宅の申し込み）を予

定しており、住宅相談を嬰する世帯の把握ー＿など

であった。

また、避難者の厖災II寺の住所地を現地確認するな

ど、実態把握に努めた。

5月26日、27日午後6時以降に住宅部と相談班の

戦員が第2次避難所に出向き、仮設住宅措骰の必嬰

な祉帯に対して住宅相談・指祁を行い、78世幣148

人が仮設住宅に申し込むこととなった。

| •:•(3) 第2次避難所の閉鎖

6月1日には避難者数が103世帯179人となった。

また、 6月5日には、 78世帯148人が仮設住宅への

入居が決定され、6月7日に仮設住宅の鍵渡しが行

われ、 14日までに第2次避難所から移転することと

なった。

6月13日には、第2次避難所は7か所となり、避

難者数は71人となった。そのうち57人が仮設住宅へ

の移転予定者であり、そのほかの人も補修を終えた

自宅や新居などへ移るめどが立ったため、 「避難所

の閉鎖について」のお知らせの掲示を行い、15日の

正午までに移転していただくよう伝えた。

6月15日には避難者数がゼロとなり、第2次避難

所を閉鎖することとなり、 5か月近くにわたる避難

所の開設が「終焉」することとなった。

〇 避難所での保健活動

店災当日に避難所ができ、地域担当の保健婦が複

数制で被災者の健康チェック、健康相談を実施する

こととした。

避難者はビーク時で91か所、 9,494人でその後少

しずつ減少したが、5月初めまで保健婦の訪問活動

は続いた。

各避難所とも、 一歩足を踏み入れると、厳寒期で

あるうえ、余店も続いたため、避難者の不安を助長

させ、ショックと恐怖で緊張し硬い表梢の人や、ふ

さぎ込んだ人もあり、避難所内はi'作まり返った状態

であった。

その中を保健婦が一人ひとりに声をかけ、訴えに

耳を傾け健康状態の把握をしていった。

1月末には支援物狩の医薬品、衛生賓材が届き、

健康調査にあわせてこれらを配付しながら、巡回活

動を続けていった。

具体的には、うがい薬やマスク、 トローチ、カイ

ロ、栄狡剤や風邪薬などを持って全避難所を毎日訪

間し、健康相談に限らずさまざまな嬰望や苦佑を受

けて回り、それぞれの担当部署との辿絡調整なども

茄極的に行った。

避難所での避難者の健康状態については、厳寒期

にもかかわらず十分な暖房も確保できず、そのうえ

冷たい食事で老人や即害者にとっては過酷な状態で

あった。大勢での伯れない共同生活による体力の消

耗や疲労、睡眠不足などで風邪が筏延し始め、イン

フルエンザ流行の兆しがみられたため、原生省が編

成した医療班による予防接種が実施され、市として

も協力した。

琢洩術生面としては、換気の方法、ペットの飼育、

トイレの甜掃、うがいの励行、手指の消甜楊所の確
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保、保湿、室内沿掃、食品の衛生などについてビラ

配付やボスター掲示を行い、全体に行き渡るよう配

慮した。

また、避難所生活が長引くにつれ、避難者の中か

ら血圧の上昇する人が目立ち始め、血圧測定を希紐

する人が多くなった。同時に今後の不安を訴えたり、

相談する人が増え、相談を受けるとともにそれらの

解決のための連絡調整が保飩婦の役割としてさらに

大きなものとなった。

さらに、要援護者の中には症状の悪化から緊急入

院し、 一命を取り留めた事例もあり、これらの人に

対しては医根機関や老人施設への入所を施設に頼む

など個別に対応していった。

老人保健施設や特別狡渡老人ホームヘの入所につ

いては、緊急時の国の対策とともに福祉事務所や当

該施設の協力が得られ、スムーズに行うことができ

た。

しかし、日増しに悛性疾患を持つ避難者の症状の

悪化やアルコールの問題が浮上したり、俎災のショッ

クと長期化した集団生活でのストレスからこころの

ケアの必要性も高まり、粕神保健福祉相談員との連

携により対応していった。

避難所での巡回相談の結果は、各保健所内でまと

め、健康状態や事例記録について、保健予防課で全

市の集約をし、同時に保健所間では相互に避難所の

地域による迎いなどについて俯報交換し、問題点や

対策について検討しながら対応していった。

その結果、巡回開始当初は個々の健康問題の対応

を中心に活動していたものから、必然的に避難所全

体へと視点を移すこととなり、公衆衛生の視点に立っ

た活動を行っていくこととなった。

1月末には尼崎市医師会により休日に避難所の健

康相談が行われるようになり、地域の開業医との連

携がより深まっていった。

5月初めには避難者の減少で避難所が集約化され、

保健活動としては第2次避難所の開設にあわせて、

この避難所訪問も実施することとし、6月中旬の避

難所閉鎖まで毎日巡回健康相談を実施し、多くの市
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民の心身の健康を支えていくことができた。

これらの活動については、保健婦以外にも避難所

の諸I問題への対応のために、 24時11ij体制で別途職員

を配皿していたため、 全体の日夜の健康に関するこ

とや珠境の調整、被災者閻のトラブルの解決につい

て辿携によりスムーズに対応することができたこと

も避難所の健康管理を考えるうえで前嬰な点である。

また、これらの活動は保健婦の日ごろの地域活動

としてのネットワークづくりが非営時にも役立ち、

結果として幅広い調整役としての機能が十分生かさ

れたといえる。

なお、保健紺による避難所での保健活動は、第1

次避難所については、延べ5,297避難所で3万3,749

件の面接を、第2次避難所では延べ332避難所で

1,847件の而接を行った。

〇 ケア付き避難所

紺災発生直後には、社会的弱者や病弱者について

も、他の被災者と同様に避難所で生活することを余

低なくされており、本市としても保健婦などが医療

機関や老人施設の入所を施設に頼むなど、個別に対

応する程皮の対応が限界であった。

しかし、被災者の避難所での生活が長期化すると、

個別対応ではフォローしきれない病弱者への対応が

見逃せない状況となり、平成7年3月1日から総合

老人福祉センターにケア付き避難所が設僻された。

設骰の結果、難病患者2人、歩行困難者 1人、脳

卒中後追症および心臓病の息者 1人とその家族 1人

の計•5 人が入所した。 入J所者への対応としては、要

援設者であるため保健所職員が輪番で24時間常駐し

た。さらに中央保健所から紺日 2回巡回訪rg)を行い、

病状の把握と相談を実施した。食事は長安寮で調理

された。

このケア付き避難所は、 3月27日以後、入所者が

順次公営住宅や仮設住宅へ転居したことにより、5

月27日をもって閉鎖（終了）となった。



●第3節住宅対策

|1-
❖( I ) 尼崎市地域防災計画と災害廃棄物の処理

0駅fi'/9悌．ト〒勤訊閲什作"
尼崎市地域防災計画（地震災害対策編を含む）で

は災也廃棄物処理について、仰害物除去計画および

取境整備計画として次のとおりその処理方針等が定

められている。

1) 節宙物除去計画

この計画では、災害によって発生した（到壊家屋や

落ド物等の節密物を自らの狡力で除去できない勘合

などに、必要最小限度の日常生活を可能とするため、

市長がその仰害物の除去を行うこととなっている。

あくまでも原則は個人負担であり、行政がB't極的に

倒壊家屋の解休まで行うような計画とはなっていな

し‘°
2) 印撹整備計画

この計画では、災忠時の珠樟衛生の万全を期する

ため、市長が避難場所等に発生したごみやし尿を迅

速かつ確実に収集処理することとなっている。

@I澤園附弓3.. 9．喧r .lF翫罰'/9河~~
災害時における廃棄物処理については、 「廃棄物

の処理及び甜掃に関する法律」で、市町村が行う災

苫廃棄物の処理に嬰する投用の一部を国が補助でき

ることが規定されている。さらに「災害廃梨物処理

:l}業役補助金交付要綱」では、その交付方針の中で

補助対象事業の範囲を廃菓物の収集、迎搬および処

分と仮設便所、集団避難所等から排出されたし尿の

収集、運搬および処分に限定していた。

しかしながら、今回の阪神 ・淡路大澁災では、大

都市直下型地鯰として過去に例をみない大規膜かつ

広域にわたる被害が発生し、倒壊家屋の解体をこれ

までどおり所有者負担のままとした場合、被災地域

復奥の大きなネックとなるとともに被災者の経済的

解体申し込み受付の様子

負担の軽減の必変性などからも、これらの処理が重

要な課題となっていた。

これらの課幽に対応するかたちで、平成7年 1月

28日に国をはじめとする関係行政機関で樅成する

「兵／印県南部地俎非常対策本部」は、個人住宅等の

｛到壊家屋の解体股用も全額公股負担とすることとあ

わせて自衛隊の釈極的な協力を得る方針を決定 • 発

表し、彫生省所管の災害廃棄物処理事業の一珈で対

応することとなった。

これにより、阪神 ・淡路大震災による建物の解体

撤去および災害廃棄物の処理は、尼崎市地域防災計

画の個別計画の枠組みを大きく超えた前例のない対

応をすることになった。

R 
1) 国の方針がでる前の対応

地i品発生直後から国の方針がでた平成7年 1月28

日までの間の災岩廃棄物処理については、 主として

尼崎市災害対策本部の建設部（土木局）が避難道路

の確保や災害役旧作業の円柑化を図ることを目的と

して、落下した屋根瓦や崩れ落ちたブロック塀など

の追路上のガレキの除去作業を業務委託により開始

した。

2) 国の方針がでた後の対応

国が平成7年 1月28日に個人家屋の解体などを含

め、公役による災害廃梨物処理を方針決定した後、

当時の保他環撹局玖拷と対策部が中心となり、公役解

体に係る申し込みの受け付け拙備を行い、 1月30日

劃．tFr希．m店四需呻邪r濯

一
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から（到壊家屋等解体・処理申し込み受け付け事務を

市役所南館 l陥市民ロビーで始めた。

2月3日には、兵庫県南部地定に伴う迅速な災害

復旧と被災地域の復躾計画を策定するため、尼崎市

長を本部長とする尼崎市災害復典本部が設皿された。

その事務局体制の中に建物の解体撤去を行う「災害

廃棄物担当」が硲かれ、各局室からの事務従事命令

により部長以下31人の体制が整備された。その後、

他都市の応援職員を含め、事務批の増加に伴う増員

がなされ、 1政終的には8月7日に動態的組織として

災宮廃棄物対策室が設附され、室長以下37人体制で

事務処理が進められることになった。なお、ガレキ

等の処理処分を行う休制は、 定常組織である当時の

閑様事業部が所管することとなった。

一方、俎災で発生した災宮廃棄物の処理状況を把

握し、搬送）レート、仮附楊および最終処分場を確保

し、これを適切に処分することを目的として、国、

県、関係市町および鉄道事業者等の関係機関で構成

する「災害廃梨物処理推進協議会」 が2月3日に発

足し、定例的な協蔽が進められることとなった。こ

れを契機として徐々に災害廃梨物処理についての取

扱基準等が明確になり始め、解体処理が進められた。

゜
’'屯頂匹問塁到Fr洋，罰9f駐囚雇望塁〇

（到壊家屋等の解体予定件数やガレキ等の発生茄に

ついては、被宙状況の調究や解体申し込みなどが進

むにつれ増加煩向へと変化したため、その都度、総

批把握に努め、月別の解体処理計画を策定してきた。

また、処理スケジュールについては、平成7年度当

初計画では、平成8年3月末までに建物の解体およ

びガレキ等を仮骰楊である武卯川ファミリーパーク

ヘ搬入し、平成8年度中に選別および最終処分地へ

の搬出を終えることとしていたが、最終的には建物

の解体は平成8年12月20日まで継続し、最終処分地

への搬出および仮附場の復旧工事については平成9

年3月末までとなった。
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災害廃棄物対策室組織図
（平成7年8月7日現在）

保健印疫1、,j此

災叩佑粂物対策‘名此I（政渡対策部長兼職）

1↑9lけil当，渫k

総務担当 I
• 国il！補助関係事務

・経理、 支払い、庶務

企両担当I
・処理計画の策定

・↑げ報管理システム

• 国、県との調整

潤整担当 1・事務取扱秘郡の策定

・苦↑け、相談事務

契約担 "lI 
・三者、公社契約事務

・解体済証lJT1内の発行

又務担当 19児K

曲介担当I
・調森、判定事務

・判定委且会

・市発注に係る権利調整

発注担当 1・市発注に係る染者選定

・解体済証l月忠の発行

工事担当I・基ii!iiiihlli等の設計栢符
・解体工事現楊監理

※ガレキ等の処理処分については、定常組織である氏？橙事菜

部の体制の中で対応した。

I ・：• (2) 建物の解体撤去（公費解体）

゜
1氾罰燻． I'9氾， r濯
1) 国の方針（l糾生省）

前述のとおり、国は今回の大磁災による被害の甚

大さによる社会的経済的彩親にかんがみ、 早期復旧・

復興と被災者の経済的負担軽減の観点から、平成7

年 1月28日に、これまで国庫補助対象外としていた



建物の解体役を含め、 「廃棄物の処理及び沿抽にI呉l

する法律」に基づく災害廃棄物処理事業として位附

づける方針を発表した。2月3日には倒壊家屋等解

体・処理計画策定マニュアルが示され、 2月28日に

は災害廃泰物処理事業投補助金交付要網の一部改正、

同日付けで阪神 ・淡路大店災にかかる災害廃棄物処

理事業実施嬰領が実施された。具体的な国の基辿等

は次のとおりである。

I> 事業の実施主体

災害廃棄物処理事業を行う市町

I> 事業内容（建物の解体撤去関係のみ）

・大俎災により生じた災害廃菜物の収集、運搬お

よび処分を行う処理事染（一定条件のもとで大

企業を含む）

・大屈災発生後に、市町が解体の必要があると判

断した家屋、事業所等であって廃棄物として処

理することが適当と認められるもので、所有者

の承諾のもとに市町が行う解体、収集、運搬お

よび処分を行う処理事業。

なお、上記解体処理事業については、災忠救

助法第2条に規定する市町が行う事業に限るも

のとし、個人住宅、分譲マンション、賃貸マン

ション（中小事業者のものに限る） 、事業所等

（中小事業者のものに限る）を対象とする。

I> 事業投の財源

・必喪とする事業按の2分の 1を国が補助する。

・残りの2分の 1は市町の起債（政府汽金）によ

り措附し、元金利子の恨迫時に95％の特別交付

税措附がされる制度となっている。

2) 市の対応

国の方針を受け、当而、解体・迎搬申し込みの受

付準備および体制を整え、平成7年 1月30日から市

役所本庁舎南館1階市民ロビーで倒壊家屋相談窓口

を設骰し、受け付けを開始するとともにプレス発表

を行い、本庁、各支所、避難所へ受け付け開始を知

らせるボスターとビラを張り、広報に努めた。また、

2月2日の市報あまがさき臨時号で、初めて受付要

領を掲載した。受付期限は、当初2月末までとして

家屋の解体

自衛隊による解体

いたが、 3月以降にも解体申諮に訪れる市民が相次

いだため、 当分の間受け付けることとし、i政終的に

は6月末まで解体申し込みの受け付けを継続した。

受け付けは、建物所有者等から解体 ・迎搬申込也

と固定汽産評価額証明内を提出してもらい、その場

で住宅地図への落とし込みを行うことにより、 二頂

申諮を防止した。また、当日受け付けた申諮内容は

すべて災害廃棄物俯報管理システム (R:BASE4. 5) 

に即日入力していった。この結果、解体済証明むの

発行をはじめ、その後の市民要紐に即応できるとと

I辿隊名 応扱 延II数 1阻幾等 延（午門
JUJ 1:11 延台数 人 Li

陸上 自 衛隊 2/10 

第 3 師団 ＼ 

82 1,244 3,908 

第36普通科連隊 4 /15 
日 ムロ 人

自衛隊の応援状況

作業実船：家屋解体 43件、ガレキ迎搬 2件
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もに、国による災害在定など、あらゆる而で事務処

理の迅速化と効率化が図られた。この成果は今後の

大災害発生時の良き前例として記録すべき事柄と考

えるものである。

受付事務と並行して倒壊家屋等解体処理フローを

作成し、 実際の解体処理の準備を行うとともに、 2

月2日からは当面、危険性の高い倒壊家屋を自術隊

の協力により解体処理すべく建物の損壊度調究を自

衛隊と共同で行った。2月7日には陸上自衛隊第3

師団との間で 「兵lili県南部地震に係る瓦礫等の処理

に関する協定也」を締結し、 2月10日から武州地区

を中心に自衛隊による解体処理を開始した。4月15

日までの閻に43件の家屋解体と 2件のガレキ収集処

理を行い、 4月16日に作業終了式を行い自衛隊の協

力による解体処理を終えた。

2月3日には災害復輿本部体制の中に「災害廃梨

物担当」 を設附し、 2月14日からは建物担壊度調究

要領に基づき、解体申し込み建物の拍壊度調査を1州

始した。調査体制は本市職員のほか堺市から幣II寺3

人、社団法人建設業協会から‘常時2人、さ らに,hTJJI I 

市 （埼玉県）から常時4人の応援を3月末まで受け

た。4月から7月末までの4か月1iりは、佐賀市、延

岡市、鹿児島市、那覇市からそれぞれ常時1人ずつ

計4人の応援職員により対応した。

2月15日には、倒壊家屋等の解体粕価を決定し、

順次市内業者と解体工事にかかる単([Iii契約を締結し、

2月20日からは市との粕価契約締結菜者による解体

処理工事が開始された。解体にあたっては、危険度

の高い建物から俊先的に舒手していった。

3月30日からは市と解体申込者と解体業者の三者

で解体契約を締結し解体処理する方法 （自己解体）

が開始され、解体処理が本格化し始めた。

平成7年4月1日以降は新たな体制の中で、数々

の課題や問題をクリアーしながら解体処理を継続し、

最終的には平成8年12月20日をもって公役による解

体処理を終了した。

応援職員による損壊度調査

宮田市長が家屋解体終了式で自衛隊に感謝状を贈呈

他都市等の応援状況

部 rli 名等 応援 Jtllliil 
延II数 延人Li 1 II I 

(II) （人） i立大人Li
大阪府堺 市 2/10~3 /17 36 108 3人

埼 玉 県桶川市 2/16~ 3/30 43 172 4人

佐賀県佐賀市 122 122 1人

宮崎県延岡市
4 / 1 ~ 7 /31 

122 122 1人

鹿児島県鹿児島市 122 122 1人

tI I，紺U閲し ］月じiIrIi 122 122 1人

(l」• .)建設染協会 2 /15~ 3/31 45 90 2人

計・ 2 /10~7 /31 612 858 9人
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解体処理フロー

対集家1丞等の確定

優先順位の決定

業者による

解体作菜

n衛隊による

解体 （乍菜

焼却・埋立・リサイクル

◎ 
1) （到壊家屋等解体処理フロー

尼崎市では、（到壊家屋等を早期かつ安全に解体処

理するため、倒壊家屋等解体処理フローを作成した。

その概要は上図のとおりである。

2) 解体処理事業の対象

a 解休処理事業の対象は、国の実施要領等により、

次のとおり定められた。

(a) 個人住宅

(b) 分譲マンション

(c) 貿伐マンション（中小企業者のものに限る）

(d) 事業所等（中小企菜者のものに限る）

(e) 中小企業に訃しずる非常利法人等の家屋、事業

所等

(f) その他市が必要と認めるもの

※ なお、中小企業とは、中小企業基木法第2

条に規定する中小企業の範囲とされた。

1濶罰浮嘉訊罰弔腎．

中小企業の範囲

又 桶 従来且規揆．灯本金規校

工 業 、 鉱業
300人以下または 1低円以下

迎送染等

卸 クー1¢-• 業 100人以下または3千万円以下

4ヽ 売 業
50人以下または 1千万円以下

サービス業

のとおり。

C 解体撤去の単価

解体処理件数が膨大な数になる見込みであったた

め、建物の構造ごとに lm'当たりの解体処理単価を

設定した。設定した粕価は、市発注においては、設

定した単{iIliで市内業者とi韓li契約を締結し、 三者契

約と泊符処理においてはこれを公按負担の限度額と

した。なお、描造上特殊なものや解体条件が著しく

悪いもの等については、個別に設計し解体処理した。

解体撤去の単価は、下表のとおりであり、時期に

より単価が異なるのは、市内道路の復旧によるダン

プ トラックの連行条件の向上などにより、適宜、解

体洋価を改正したものである。

d 大企業等の取り扱い

大企業等の解体事業については、 「阪神・淡路大

紺災にかかる災害廃棄物処理事業実施要領」で、適

用除外とされており、その後、駆生省による取り扱

い通知の中で一定条件を満たす大企業等について、

解体撤去の単価

b 解体撤去の方法

尼崎市では、解体申し込みのあった建物等で、

建物担壊度調脊の結果、公投解体が可能と判断し

たものの解体撤去は、次ページ表の4つの方法に

より行った。

偽壊家屋等の解体撤去実施フローは次ページ図

I IJi.価適）IlJUl1iil 姓物 の構近等 りt価 (Ill/m')

7年1月17日
木造（半壊） 10,000~11,000 

木造（全壊） 9,000~10,000 
＼ 

鉄筋・鉄骨（半壊） 14,500~15,500 
7年6月4日

鉄筋・鉄‘i]・（全壊） 12,000~13,000 

7年6月5日
木造（半壊） 8,400 

木造（全壊） 5,100 
＼ 

鉄骨（半壊） 10,000 
7年10月31日

鉄筋（全壊） （個別設計）

7年11月1日
木造（半壊） 7,800 

木造（全壊） 3,600 
＼ 

鉄廿（半壊） 8,400 
8年12月20日

鉄筋（全岐） （個別設計）

一 第4章＠手をさしのべて（救済措置）
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)j 法 窓 11 内 容 等

①市発注 災宙廃棄物 ・被災した建物所有者が解体の申し出をし、担壊度調究結呆に基づき市が鉗．

（市 解体） 対 策 室 価契約業者に工事発注し、解体処理を行う。

②自衛隊 災む廃棄物 ・被災した建物所有者が解体の申し出をし、損壊度澗森結呆に基づき市が自

対 策 室 衛隊に依頓し、解休処理を行う。

③ 三 者契約 災宮廃棄物 ・①および②による方法が原則であったが、解体を嬰する倒壊家屋が膨大で

（自己解体） 対 策 室 あり処理に日時を要するため、実態的に緊急性、必嬰性から市による解体

等を待てず自己処理を行いたいとの要紐が強かったため、市発注による解

体を補完する解体方法として、 三者契約による自己解体も採用した。

・被災 した建物の所有者が業者を選定し、当該家屋所有者、業者、市の三者

で契約を締結し解体処理を行う。

④ ti1i' 狩． 外郭団体 ・緊急性、必要性から、俎災直後上記の解体事業に係る制度が整備されるま

でに、 自己処理したもの等について当該建物所有者からの申し出に基づき

市が設定した解体単価を限渡として解体投用の支払手続きを行う。

・具体的処理については、似）尼的市哀接整備事染公社に委託した。

解体撤去の方法

建物 所イi 名・

倒壊家屋等の解体撤去実施フロー

災'，'：税東物対策屯 解体果名守

家松等解体 ・巡搬巾込，It
提出

受 付

現地確認
姓物担壊腹潤究

公毀解体 「否」
(flmm)「 I

適否通知 1

公股解体「適」

公牧解体適否の決定

解体優先順位の決定

（「否」 の場合）
↓ 

【適否判定委且会】

担壊殷叫在により公股解体で
きないと判断した家屈等につ
いて、判定委且会を通じて判

定基郎の適用の妥当性を確認
し、蚊終的な適否の判断を行

う。 （判定委且は市職且）

解体n程の関整、現ル｝立会、ライフライン濶幣、近隣I、り知

※ 申し込み段階等で提出し
ている楊合もある。

①市発注I
② 自衛隊依頼 I 1受注または受託

③ 三 者契約 1

股行確認 '

i 報告

解体我の支払い
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受付件数 ・解体処理件数等状況

区 分 件数等 摘 央

① 要解体処理件数 5,397件 （解体期限までに解体できなかった75件除く 。）

② 解体処理発注 ・完了件数 5,397件 〇家屋 4,878件 〇工作物・ガレキ 519件

• 木辿 4,744件 ・エ作物 177件

• 鉄fi·造 119件 ・ガレキ 342件

・鉄筋造 15件

③ 解体処理進ちょく率 100.0% （②／①） 

ガレキの収集 ・運搬および処分について（解体を除

く）国庫補助対象とすることが明らかにされた。

一定条件とは、災害救助法の適用地域内に事業所

を有する大企業等であって、次の嬰件のいずれかを

滴たすものとされた。

(a) 地俎発生後2か月の売上額もしくは受注額が

前年同期に比べて20％以上減少したもの。

(b) 被災事業者と災害救助法の適用区域内に事業

所を有する事業者との取引依存度が20％以上の

もの。

(c) 災害救助法の適用区域内にある企業のijT務所

の従業員数の割合が20％以上のもの。

R 1滋即渇磁！9昂豆糾紺開渇訊怜湯
平成7年1月30日から公投解体にかかる解体運搬

申し込みの受け付けを開始し、最終的に平成8年12

月20日までに解体処理を行った件数は上表のとおり。

|•:•(3) 災害廃棄物の処理

R 1,鉗，冨魯渇9滋冨湿肌， 用．四9惑≫
1) 震災直後

未曾有の大店災により、市内の多くの家屋が倒壊

し、 当初は災害廃棄物の発生砧は、どの程度の品に

なるのか全く想像もつかない状況であった。

少なくとも、地店の規模からみて、かなりの姑に

なるであろうということは察知できたことから、迅

速かつ効率的に町中からガレキを撤去するための方

策として、災害廃梨物の仮貯場の確保が急務であっ

た。

仮附場については、個壊家屋解体に伴うものは 1

月26日に武印川ファミリーパーク跡地に、一方、災

害大型ごみは園田競馬場の第5駐車楊と下水道局東

部第1浄化センターに、また、災害可燃ごみは珠坑

事業部第1工場南隣の（株）ダイソーグラウンドに、そ

れぞれ決定した。

なお、ここでは、｛到壊家屋等解体に伴う災害廃棄

物の処分に触れることにして、災害可燃ごみと災害

大型ごみについては、第2部第2章第2節7 (88ペー

ジ）を参照。

組織休制づくりおよび店災当時の処理計画方針に

ついては、所掌事務としては、倒壊家屋解体から仮

佃場までの運搬は、森椀対策部災害廃棄物対策室が

対応し、仮骰場以降の選別、運搬、処分は、環境ij̀i

業部が担当することになった。その中で仮骰場での

選別、処分は、0け）尼崎市環様整備事業公社へ委託し、

堕機やダンプを借り上げて処理していくことになっ

た。

さらに、市公社へは、不燃物の埋め立て処分先で

I 
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ある大阪湾広域臨海環楼整備センター（フェニックス

尼崎基地）までの運搬業務も委託することになった。

また、木材を中心とした可燃物は、緊急避難的に、

2月10日から野焼きすることで進めていた。

2) 武庫川ファミリーパークの受付業務

震災直後は混乱した中、 1月26日に武胆川ファミ

リーパーク仮硲場に災害廃棄物の受け入れを開始し、

2月8日に武庫）1|ファミリーパークヘのガレキ等の

災害廃棄物の搬入受け付けを市役所本庁舎で開始し

た。

当初は倒壊家屋解体に伴う廃棄物をり災証明fりに

よって受け付けていたが、便乗投棄もあり、このま

までは経挫的にも膨大になると判断し、受入許可の

基部を次のとおり改定して実施した。許可の基部と

しては、り災証明内、固定汽産評価額証明思を提出

してもらい、当該証明むに基づき建物の面和を確認

し、この面甜に一定の係数を乗じたものを災害廃棄

物の砧と認定のうえ、さらにこれを車両甜載容i面で

割戻した数値を許可台数として搬入許可証を発行し

た。また、混合物については1件に対し、原則 1台

のみ許可した。

感想

受け付けが始まると、毎日押し寄せてくる多数の

市民の相談や手続きの対応に追われた。

その内容によっては県の指示・指導を必要とする

ものもあったが、運用の考えが確定しない部分もあ

リ、現場サイドでは毎日答えを求められる立場J:.、

たびたび窓口対応要領の追加、変更をする耶態もあっ

た。

受け付けと同時に市内だけでなく遠くに避難して

いる市民からも電話による問い合わせが毎日多数あ

リ、限られた職員と電話回線では対応しきれず、あ

る日突然に災害を受けた市民が歯がゆ〈感じられた

ことも多々あったと思う。

と〈に当該事業が市民の財産を市が廃棄物として

処理しなければならないとの制約上、後々の調査・

契約・支払いの事務処理の過程で多くの困難を生じ

た。
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そして、本許可也を武廂川ファミリーパークヘ持

参しないと、受け入れできないようなシステムを確

立した。

3) 仮置場付近の地元調整

地元に対しては、 当初、今回の大俎災ということ

で、本市の謡向についてはスムーズに進めることが

できたが、解体業者を中心とする災害廃棄物の仮附

場への搬入車両の大渋滞により、付近の企業等から

業務上の彩密が非常に大きいとの苦梢が多発してい

た。

さらに、野焼きによる周辺珠境への影密について

も苦梢が寄せられた。

4) 災害廃棄物処理事業にかかる国の方針

国 ・政府では、厚生省所轄の下、平成7年 1月28

日に、従前の国庫補助事業における災害廃棄物処理

事業に加え、倒壊家屋解体工事投についても新たに

補助対象とする旨の発表があった。補助率は2分の

1、残りは全額起伯となり、起債の95％は交付税符

入されるため、実質上の市の負担は、国叩補助対象

額の2.5％となるというものであった。

この要綱等が文1!t通知されたのが、 1か月後の2

月末日ごろであり、平成6年度国印補助内示がすで

に県を通じ駆生省へ提出された災害報告に基づき通

知され、内示額に整合した平成6年度分の国庫補助

申諮に基づき査定するというものであった。

また、 予期していなかったことは、事業役の私符

で、仮侶場までの運搬投も含む解体工事投だけでな

く、これに係る選別や迎搬 ・処分、さらには、災宮

大型・可燃ごみも含め、単なる業者見籾だけではな

く、比較設計を含めた公共単価、歩掛等、いわゆる

詳細設計店を作成することが要綱上の制約条件となっ

ており、膨大な事務品になることは必至であるとい

うことであった。

そこで、原生省所轄の国1屯補助の実務経験者をも

含めた職員数名の応援体制を、 3月1日から組み、

最も基礎となる廃棄物の発生拡の予測を行ったうえ

で解体から処理処分までの一連の設計業務に辿日徹

夜が続いた。



また、このとき平成7年度当初国家予勾：は未措四

のため、国家補正予符が成立する 6月までは、災害

廃棄物処理事業を継続して進めることができるよう、

市の予符；でも平成6年度の緑越でつなぐようにとの

指示も新たに聞き、市予符も所定の手続きを行って

いる。

5) 平成6年度災害廃棄物処理事業の国庫補

助査定

平成7年3月14日、神戸市内の会楊で、 Ig生省査

定を大蔵省近畿財務局（当時は近畿財務局の応援の

ため東海財務局立会官）の立ち会いの下、兵1取県環

様整備課職員も加わり受検した。

査定内容は非常に細かく、厳しい指摘が多くあり、

査定当日の2日後、 徹夜の査定の結果、国／印補助金

を瀾額確保した。

また、平成7年度国家予符要求のための設計害も

4月7日に提出している。

このとき、災害廃棄物処理計画もあわせて提出し

ているが、その中でも、廃棄物発生／Jgl:it位の根拠

（建物構造別で延床而釈lm'に対し、可燃物、不燃

物別の発生T数および比重の根拠）も符出のうえ、

建物描造別解体而籾に基づき、災害廃菜物の発生見

込み批とその処理方法などについて検討した。その

結果、全体計画として、約60万8,000tになった。

このときの処理の方法としては、不燃物について

はフェニックスヘ埋め立て、木材を中心とした可燃

物については、他都市や民間処理業者での処分、さ

らには、野焼きの代替措訟になると予測していた後

述する仮設焼却炉の処理も計画した。

6) 災害廃棄物処理計画の本格的な策定

平成7年度国家補正予符要求のための処理計画の

提出後5月からは、本格的に処理処分のほうの実施

計画を確立していく必要があるとして、60万8,.000

tの全体基木計画iitに基づき、県環境整備課からの

俯報、指祁も受けながら、個々の処分先の配分と他

都市や民間処理業者の確保および契約事務の作業が

本格的になったのはこのころからである。

このときの処理計画の考え方は次のとおりであっ

一

た。

可燃物の処理については、

• 野焼きについては、 5 月末で中止のうえ、仮設炉

で焼却、焼却灰はフェニックスで埋立処分する。

•金屈等不純物が多くフェニックスで受け入れ拒否

となった大昴の野焼灰については仮設炉建設スペー

ス確保のため、短期に大容批の受け入れができる

処分場へ依頼する。

・木材の中でも柱等の良質のものは、民間業者で再

生してもらう。

・仮設炉が本格的に稼働するまでは、破砕機の祁入

により木材をチップ化のうえ、大阪府下都市の焼

却炉で処理を県の指群の下、依頼する。

•さ らに、 チップ化されたものは、市内民間業者で

焼却する。

不燃物の処理については、

・コンクリートガラで比較的大きいものは、再生利

用として民間業者に依頼する。

• その他については、フェニックスで埋立処分する。

また、民問処理や他都市での処分依頼についで労

力を嬰したところは、

・相手側の受け入れ条件 (1日当たりの搬入砒、時問

帯、搬入経路等）に相当な制約条件が加わること。

•とくに、他都市の処分については、その股用が無

恨と考えていたものが、相手側の条例や規則等に

基づく処理料金が必嬰となったこと。

などであった。

そして、 6月ごろから仮硲場の搬出、運搬処分が

本格的に稼働しだしたが、不伯れな点もあり、相手

市からクレーム（登録された車両で搬入されていな

い。交通渋滞のため搬入時間帯に遅れ、閉まってい

る投入扉の前にごみをダンピングしたことなど）が

あった。

また、運搬菜者からは渋滞がひどく、これでは仕

事にならないといったクレームも寄せられた。

いずれにせよ、非常事態であったこと、不伯れな

面が多々あったため、軌道に乗せるには相当時間を

婆したのは事実である。
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7) 仮置場の処理状況

廃棄物の受け入れは、可燃、不燃、混合の3種類

であり、解体現楊であらかじめ3種分別を行い、 irt

場に搬入された。

搬入されるとき、あらかじめ市役所本庁舎で発行

した許可也を確認、指定された山（可燃、不燃、混

合）に投棄される。仮佃場の面籾が狭いので、重機

により上へ上へ釈み上げていった。

一方、貯留された 「可燃」については、完全に分

別はできていないため、 「混合」と同様、主に重機

（スケルトンバケットとクラップルバケットを使用）

により木材ごみ、四、金屈等に選別し、これらのも

のを新たに貯留し搬出した。

木材の中でも柱など再生可能なものはあらかじめ

別に貯留のうえ、搬出し、また、 大阪府下都市等へ

搬出する木材は破砕機によりチップ化した。

そして、仮骰楊に設骰された仮設焼却炉へも木材

を運搬した。

残ったものは、土類がほとんどであるが、小さな

木切れ等がかなり残っており、このままでは、フェ

ニックスで処分してもらうことはできないので、さ

らに、水選別を行った。

また、平成8年3月ごろからは、選別作業効率を

上げるため、選別機も祁入した。

一方、不燃物については、フェニックスの受け入

れ条件でもあるコンクリート破片の大きさ300mm以

下にする必要があったため、重機（ブレーカー）に

より破砕して対応した。この際、鉄筋等は金屈とし

てクラップルでつまみ出し選別した。

8) 7年度国庫補助査定前の厚生省事前ヒア

リング

肛生省から平成7年度国/i]1補助壺定前の事前ヒア

リングを東京で行うため、処理計画とあわせて設計

唐と様式約40枚に数値を記入、さらに廃棄物発生原

単位の栢符根拠を提出せよという指示があり、この

作業に日夜追われた。

ヒアリングは7月17日に行われた。数々の質疑応

答があった中、駆生省から指祁されたことは、今後
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予定される 7年度壺定は平成6年度より厳しい状況

になり、場合によっては多額の市単独事業我が発生

することも懸念されるため、事業投圧縮を図ること

であった。

すでに、国家予符は赤字国船で賄われており、平

成6年度よりさらに厳しいという梢報は、 5月ごろ

本市が入手していたため、 5月2日に阪神間被災各

市による事業按確保の緊急要塑は行っていたものの、

駆生省ヒアリング後さらに阪神広域行政捲l都市協厳

会を通じ、上京陳俯も行っている。

9) 災害廃棄物処理計画の見直しと平成7年

度国庫補助査定

いよいよ平成7年11月7日から8日にかけて 2日

間、駆生 ・大蔵壺定が実施されることが決まり、平

成7年度の究定設計也の作業に沿手したのは10月ご

ろであった。

また、設計に係る基礎となる災害廃棄物処理計画

の見直しもあわせて行われた。

作業中、すでに査定が行われている淡路島など他

都市の俯報が県から流れるたびに、作業が後戻りの

紐返しであった。

処理については、新たに、 「混合」や骰、さらに

はごみの処分投等新たな設計項目も加わった。

そして、査定当日、予想どおり平成6年度にもま

してより厳しく、 一部カットされたものがあったが、

無事通過した。

10) 処理が進ちょくするに伴って

査定も終了、平成8年1月に内示があり、補助申

諮も無事終了した年度末にかけて、処理は順調に進

んでいった。

処理が進むにつれて新たに判明したことは、

・仮・i位楊の木材の山が減るにつれて、分別が徹底さ

れていなかった俎災直後の廃棄物であったためか

土砂まじりのものが目立つようになってきたこと。

・下のほうは相当圧縮されてきており、搬出重址が

かさむ割に、仮骰場の山の容梢が減らないこと。

・木材についても良質のものが減少、木切れ等が多

くなり、選別効率が大幅に悪化していったこと。



これらが問題になり、重砒も査定紐を超えるので

はないかと心配された。

また、仮設炉が本格的に稼働したころから、他都

市への処分委託は取り止め、一部木材再生の運搬批

を落としながら経般節減に向けた努力も行った。

11) 再度の災害廃棄物処理計画変更

平成8年度になって 4月に搬出品が67万4,000t 

を超え、災害廃棄物処理計画を再度見直す必要が生

じ、その結果、比誼等も見直し、全体計画砧として

86万3,000tを符出した。

査定茄より大幅に増え、事業投が国庫補助の枠内

にはまるかどうか懸念された中、不燃物の処分はさ

らに単価の安い扇町の神戸製鋼跡地に変更して経投

節減を図ったが、ついには事業投がはまらず、しか

も実品'tがかさむにつれ、補助泊冥の必要性が生じ、

補助洋価も見直したところ、単価差として対応すべ

き点も見受けられたため、補正予箕措骰を平成8年

度にあわせて行った。

このとき、全体計画砒について約3割の狂いが生

じたことで痛惑したことは、仮硲渇の受け入れ時に

計枯器を設骰していなかったことであり、正確な廃

棄物枯：の犯祉を計測できなかった点である。

12) 最終段階となった処理の状況

仮骰楊への災害廃棄物受け入れの受付業務も平成

8年12月20日に締め切り、災宙廃棄物の処理も最終

段階をむかえていた。

しかし、補正予符措骰時までに見込んでいた可燃

ごみ、不燃ごみの茄：に誤差が生じ、処理股が窃い可

燃ごみが増え、処理投が安い不燃ごみが減ったため、

処理役に不足が生じる恐れが出てきた。

そこで、限られた予符のなかで災害廃棄物の処理

と仮似楊の原状復旧を行うため、今まで選別業務と

処分業務を分けて業者委託していたのを、 一括して

側尼崎市哀様整備事業公社に委託し、予符の枠内で

執行できるように処理方法を変更した。

仮附楊に計砧器と大型選別機を祁入しなかったこ

とが、災害廃棄物の全体品の確定を遅らせ、何回も

処理計画が変更となった原因であったと思われる。

l
 

|.:•(4) 仮設焼却炉の設匿

災害廃棄物となる倒壊家屋解体等に伴い発生した

ガレキのうち、木材等の可燃物については、本市の

保有している焼却炉の能力に余力が全くないことか

ら、震災発生後、野焼きに頼って処理していた。

この処理は、定災という異常事態に対する緊急措

i位としてなされていたものであった。

しかし、いつまでもこれに頼って処理すること自

体、推計処理批からみても不可能なことが明らかで

あった。

そこで、木材等の可燃物の処理は、他都市が保有

している焼却炉での焼却、民間企業での木材再生ま

たは焼却処理等を依頼する方策で検討したが、依頼

先の受け入れ可能蘇に限界もあることから、本市で

仮設焼却炉を設け、あわせて処理していかないと仮

i荏場での貯留邸がオーバーしてしまうことになる。

また、国庫補助要綱でも、仮設焼却炉が新たに補

助対象となる旨の通知があったことから、平成7年

4月ごろからその計画に克f手した。

まず、基本的な仕様条件としては、バッチ燃焼式

焼却炉（以下 「パッチ炉」という）とするのか、連

続式機械炉（以下 「機械炉」という）にするのかの

選定であった。

これについては、大手メーカーが推奨していた機

械炉方式が最もよい方式であることで、まずは提案

した。

しかし、経投等から最終的には機械炉とバッチ炉

を含めて入札に至り、価格競争を行った。

次に、契約方法、予箕措骰については、当時厚生

省は、仮設焼却炉は工事諮負契約として契約のうえ、

市の財腟として取り扱うようにとの指甜があり、処

理の委託となれば国叩補助対象外になるとのことで

あった。

しかし、工事諮負として契約すると、法定耐用年

数が7年であるために、災害廃泰物の処理が完了し

たとしても減価飢却しきれず、残存価値が残ったま

ま撤去することになることから、国1車補助金の返遠
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が生じることになり、国や県に対し、あくまでも処

理の委託として契約したい旨を伝えた。しかし、国

からは民間の処理施設の中で廃止される予定のとこ

ろでもさがして、中古品で代用するようにとの指祁

があった。現実、時間的な制約の中で中古品を探す

ことは至難の技でありとてもできなかった。

このような状況の中で本市としては、国の方針に

反し、最悪、単独事業投揺悟で処理の委託で契約し

た。その後、屈生省と大蔵省との協談の中で、仮設

焼却炉は処理の委託でも国血補助対象となるとの結

論になり、担当者は胸をなでおろした。

また、予符措四の問題は、 7年度当初予符には計

上されておらず、野焼きの中止時期と仮設炉への切

り替え時期がボイントとなり、しかも予卯措硲の時

期も問題となった。

当時、野焼きは他都市でも4月から5月にかけて

中止のうえ、仮設炉へ切り替えていた。それに加え、

県からも野焼きを中止するよう指祁文柑も届いた。

本市もついに5月末で中止するに至った。

この時期は、倒壊家屋の解体工事が全盛期になり、

民間処理や他都市での処理を行ったとしても能力に

限りがあることから、たちまち仮四場がパンクする

ことになった。一刻も早く仮設炉の契約締結が必要

なことから、 6月補正予符に計上することになった。

そして、契約の方法については、補正予符とあわ

せて、仮設炉による処理について、参画の慈思があ

る業者12社を相手に、事前見栢、設計図思の審査と

技術ヒアリングを実施のうえ、該当する業者の他都

市や民閾処理施設の視察を行った。その結果、12社

は本市にとって問題がないとの結論に逹し、補正予

符可決後、災害廃棄物の焼却処理業務委託は、業者

側に 1基当たりの栢辿能力があることから基数は指

定せず、 （その 1)は120T／日、 （その2)は80

T／日の2つに分割発注して入札に至った。その結

果、 2社ともバッチ式焼却炉となったものである。

（その 1)は、 40t/日x2基と20t／日X 2基の計

4基で日批120t、また（その2)は、 40t／日X2 

基で日品80tを処理することになった。
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仮設焼却炉（その 1)の作業

仮設焼却炉（その2)の作業

|•:•(5) 仮設焼却炉の稼働

災宙廃棄物焼却処理業務委託に係る仮設焼却炉は、

（その1)は、平成7年8月23日に稼働した。また、

（その2)は、平成7年8月29日に稼働した。

【処理体制】

仮設焼却炉に係る処理体制は、廃木材の硲楊から

の廃木材の選別、搬入、および焼却灰の籾み込みか

ら搬送処分は、慨）尼崎市森境整備事業公社が担当し、

廃木材の計趾から焼却までは本委託業務内とした。

仮設焼却炉の担当課としては、通常の業務に加え

て当該業務における業者への連絡調整や現楊監理、

側尼崎市猿境整備事業公社との搬入廃木材等に関す

る連絡事項、さらに国庫補助申諮事務、また施設復

旧に係る国印補助申諮事務や工事監理などが新たな

業務となり、膨大な事務批になった。その結果、事



務がふくそうする中で仮設焼却炉に係る業務以外の

通常業務まで、なかなか手が回らない状況に陥った

が、なんとか無事完了できたことは幸いであった。

ただ、現場の常駐監視業務は、局の係長以上の管

理職員の応援で対処した。

【処理上の問題点】

焼却業務を開始後、廃木材に混入する土砂が多く、

バッチ燃焼式焼却炉の宿命から、炉内に土砂分が堆

釈していくため、クリンカーの発生や燃焼効率の低

下など、焼却炉運転において支節となった。

そこで、闘尼崎市環境整備事業公社側に搬入廃木

材の土砂選別をより細かくするよう申し入れ、クラッ

プル（重機）による選別・和み込み作業をスケール

トン（重機）による作業に変更するようにした。

また、スケールトンで選別できない廃木材等は、

プールでの水選別を施して搬入することにした。

災害廃棄物の処理については、誰もが初めての経

験であり、種々の梢報の中で厖災廃棄物を受け入れ

るにあたり、当時の混乱した中で十分検討すること

なく 、受け入れてしまったのが後の処理業務を困難

なものにした。

搬入廃木材の状況

反省

今回の未曾有の大震災に伴う災害廃棄物の処理は、

誰もが初めての経験であリ、混乱した中で処理をし

て＼、かなければならな＼ヽ状況であったが、振リ返っ

てみた場合、災害廃棄物の受け入れに際しては、分

別（土砂 ・ ガラ ・ 廃木材 • その他などに）を徹底し

て搬入するようにすぺきであリ、その監視体制の強

化も必要である。また、解体業者等をはじめ、関係

業界に理解してもらうことも重要である。

今回のような災害時も考慮して木材等の可燃物処

理は、本市の処理施設で処理できるようゆとリを持っ

た施設整備を行ってお〈ことが基本であるが、やむ

をえずできない湯合は、仮設焼却炉および他都市や

民間処理施設での処理が必要であリ、日ごろからそ

のルートの確保等について検討しておく必要がある。

また、 1反設焼却炉を設置する場合は、効率的な処

理および公害防止の面も十分考慮した機械炉を採用

することが望ましいと考える。

さらには、災害廃棄物の処理全体のことであるが、

解体だけではな〈処理も含めた一体的な専属組織を

震災発生後ただちに発足させ、災害廃棄物処理基本

計画の策定、設計業務等を行い、業務に専念できる

ような体制が不可欠である。
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市内のアスペスト濃度の推移
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地 域
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l 検体数 検出範朋 幾何平均 検体数 検出範囲 幾何平均 検体数 検出範囲 幾何平均j
幹線道路周辺地域 140 ND~lO 1.0 38 0.2~2.3 0.61 60 N D~3.7 0.43 

住 宅 地 域 110 0.26~6.2 1.2 30 0.09----2.9 0.34 59 N D~l.2 0.14 

商 工 業 地 域 84 0.30~6. l 1.2 38 0. 2~ 1.9 0.67 60 N D~l.3 0.17 

アスベストの一般大気環境濃度レベル

阿
アスベスト対策

0置
店災後、倒壊家屋の解体・撤去工事に伴い、発癌

性のあるアスベスト粉じんが飛散するおそれが懸念

された。

このため、本市では、国 ・県の支援を得て各種の

アスベスト対策を実施した。

＠ 
紺災直後の2月から、棗境庁の震災に伴う緊急森

国1l'ri-置，FHi≫

境モニタリング調査が実施され、本市でも2地点が

調査対象となった。

また、これとは別に2地点について本市独自の調

査を 3月から開始した。

その結果は上図のとおりであり、一時期社計塁度が

みられたが、おおむねわが国の都市地域の際境氾度

の変動の範囲内であった。

また、大気汚染防止法の工場の敷地境界線での規

制基準である10本／ ！は大きく下回っている。
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1) 業者指導

本市では、公費解体申諮窓口等でパンフレットを

配付し、市外業者を含めアスベス トの飛散等に対す

る指祁を行うとともに、市報を通じて注意を呼びか

けた。

2) 倒壊家屋の吹き付けアスベスト調査

平成7年3月19日から8月16日までの間に、解体

申謂のあった建物のうち、鉄骨 ・鉄筋構造のもの

188施設すべてについて吹き付けアスベストの実態

調査を行った。

その結果、アスベストの使用を確認したものが4

施設あり、内訳は公骰解体の判定が否のもの1施設、

申訥を取り下げ修理したもの3施設であった。

したがって、吹き付けアスベストを使用した建物

の解体は行われなかった。

3) アスベスト対策に係る基本方針の策定

平成7年5月、 「製災による狽壊建築物の解体・

撤去工事に伴うアスベス ト飛散防止対策基本方針」

を策定し、昭和50年以前に建築された鉄骨..鉄筋構

造の建築物を解体・撤去する楊合に、事前調査を行

い 「解体・撤去を行う建築物における吹付けアスベ

ストに関する調査報告柑」を提出することを義務づ

けた。アスベストの使用が確認された楊合には 「吹

付けアスベスト使用建築物に係る解体・撤去工事完

了報告柑」を提出するものとした。

4) 防塵マスクの配付

市報あまがさきで、マスクの沼用を呼びかけると

ともに、県・労働基部局の協力を得て、保健所等で

防塵マスクを配付した。

―I'}1墨籾訊口ぼ景詈．限'£≫ |-
厖災直後から、家屋の倒壊や焼失により住宅を失っ

た被災者に対する早急かつ大屈の応急仮設住宅の供

給が本市の当面する最大の課題となった。

そこで、都市局は、公営住宅供給所管局として、

また住宅建設のノウハウを有する部局として、地域

防災計画地俎災害対策編で定められている事務分掌

にとらわれず応急仮設住宅の建設に取りかかっていっ

た。以下、震災当日から応急仮設住宅2,218戸の発

注経過を記述する。 （発注元は県であり、戸数・用

地選定は市で行っている）

楊所別建設戸数は、次ページ表のとおり。

1月17日午後8時過ぎ

市有地を中心に建設候補地の選定に滸手

1月20日～2月17日

く第1次発注分〉

小田南公園内 A地区 150戸

B地区 100戸

※小田南公園は本市地域防災計画地俎災害対策編で

応急仮設住宅建設予定地として指定されている。

1月25日～3月8日

く第2次発注分〉

東園田野球場・庭球場

2月1日～3月28日

く第3次発注分〉

椀田公園 42戸

邸田公園 40戸

2月9日～3月26日

く第4次発注分〉

小田南野球場

神崎町 1期 （市有地）

計 250戸

計 200戸

計 184戸

道意公園 70戸

大圧公園 32戸

計 466戸

170戸

32戸

神崎町I期（（粉トヨタ自動車所有地）

264戸

2月25日～4月30日

く第5次発注分〉

二本松公園

北難波公園

計 360戸

32戸 迷川公園 50戸

20戸名月西公園 16戸
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名和公園

友行公園

16戸 次屋国有地 20戸

16戸

猪名川公園野球楊 104戸

東難波町（旭硝子（株）所有地） 46戸

北城内（歴史婢物館建設予定地） 40戸

4月4日～5月12日

く第7次発注分〉 計 726戸

記念公園サブグラウンド 80戸

橘公園野球場 144戸今福公園 12戸

窟松北公園 12戸

南城内（金井祖要工業（樹所有地） 14戸

久々知3丁目（麒麟麦酒（粉所有地） 32戸

食満1丁目 24戸 大西新町公園 36戸

下稲業公園 12戸 川辺公園 12戸

昭和公園 8戸 名月公園 12戸

向田公園

大物川緑地

田能西公園

潮江公園

南台公園

二十公園

12戸 武即庄公園

14戸友行西公園

40戸 浜田公園

76戸長洲公園

8戸

8戸福住公園

12戸

12戸

16戸

8戸

8戸

名神町1丁目 24戸菜切山町 12戸

大西町1丁目 12戸 潮 江 1丁目 18戸

小田南公園（高齢者 ・節害者向） 24戸

三反田 1丁目（閥齢者 ・悴害者向） 24戸

6 月 23 日～ •7 月 20 日

く第9次発注分〉 計 32戸

額田町（関西ペイント（松所有地）

小田南公園A

7月20日 すべて完成 総計

24戸

8戸

2,218戸

応急仮設住宅場所別建設戸数

区 分 I公 湖
i
ト
ヽ
，
 

校 I
公

公 t
 

う
↑,
 

（平成7年7月20日現在）

その他

公共J1J地
|介 ,if•

箇所数

建設戸数

31 

934 

スポーツ

施設

5 

698 

民打地等

8 

434 
0
-0
 

0
-0
 

6 

152 

50 

2,218 
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反省

1 建設用地について

①建設不可能地の発生

地域防災計画地震災害対策編で応急仮設住宅建設

予定地として指定されている場所の中に、地盤沈下

や液状化現象によリ事実上住宅を建設できない場所

があったこと。

② 用地（公園等）の配置計画

今回のような大災害時には大盤かつ早急な応急仮

設住宅の建設が必要となるが、大蛋の住宅を建設し

える公園等の大規模な公共用地は、市域の周辺部に

存在するのが実情であリ、今後の公園配置計画等に

おいて検討の余地がある。 というのは、被災者の便

利な場所、あるいは従前居住地に近いところで入居

した＼、と＼ヽう実情があったからである。

③建設面積の狭小化

発注を堂ねるにつれ建設用地の面積が狭小化して

きて、目標建設戸数になかなか到達しなかった。

2 建設戸数の決定について

被災者数の把握については、マニュアルがな〈、

非常に困難であった。 したがって、倒壊家屋や避難

所における実態調査等から概数を把握し応急仮設住

宅の申し込み状況等をにらみ、建設戸数を決定して

＼ヽ った。

3 建設、入居後にお＼ヽて

① 大壷 ・短期間建設による弊害

今回の震災においては、未曾有の被害からの復旧

という観点から、大盤の応急仮設住宅を短期間で建

設することが至上命令であった。そのため、均ーな

性能および規格の応急仮設住宅の確保に重点がおか

れ、高齢者 ・煕害者向け等の応急仮設住宅建設が後

回しとなリ、所帯数に応じた規模の住宅も最後まで

供給されなかった。

また、建設用地を次々と確保していく中で、整備

済の宅地もあれば、敷地整備や排水対策を大至急行

うべき用地もあリ、結果として基盤整備が不充分な

ところでは入居者から多くの指摘があった。

② ライフライン整備等の対応

道路、下水、水道、電気、ガス等の整備は、1主宅

建設に伴い不可欠であリ、閲係部局や隣接市との柔

軟かつ素早い相互連携による早期対応が必要であっ

た。

③付厩設備設置について

庇やスロープの整備、エアコンの設置、台風対策

等について入居者から多くの指摘がなされたにもか

かわらず7年度以降の対応となってしまった。

4 今後の課題、提案等

①住宅被災者の救済方法の選択肢

被災直後は自宅に住めなくても、西力的に余裕が

あり比較的早期に自宅の再建や修理が可能なリ災者

向け住宅として、避難所と応急仮設住宅との中間的

な形態としての集団的な生活を送リつつ、個々のプ

ライバシーが一定確保できる簡易な設備を装備した

中間施設の建設も提案したいo

住宅の被災内容を早期に十分把握でき、被災状況

に応じた種々の方策や対策を講じるという前提粂件

はあるが、今後の大震災に備え、被災者救済におい

て今少し幅広い選択肢を準備してお〈ことも一考さ

れた＼ ‘o

② ケア付きコレクティプ住宅

第7次発注として建設された地域型応急仮設住宅

（高齢者・障害者等向け応急仮設住宅）後の恒久住

宅として、都市局ではケア付きコレクティプ住宅を

計画し、福祉局の協力も得て、同住宅の建設に取リ

組もうとしたが、最終的に日の目を見ずに終わった

ことも、大震災から復興を図るためのモニュメント

として、また、始まリつつある高齢化社会での今後

の住宅のあるべき方向といった観点からもそのさき

がけとなリうるものであリ、残念でならな＼‘o

一 第4章＠手をさしのへて（救済措置）r,



I----| 
❖( 1 ) 災害復興公営住宅の供給戸数

厖災復典計画のうち住宅役典計画は、震災で失わ

れた住宅の復旧 ・復典を早期に図り、災害に強く、

高齢者等にやさしい安全で快適な恒久的住宅を供給

することを目的とするものである。その緊急性にか

んがみ、平成7年度から9年度までの3か年計画と

された。

その基本的な考え方は、 恒久的住宅の供給を市・

県 ・公団 ・公社等公的事菜主体が釈極的に行うこと

を柱に、まちづくりと一体となった住宅供給を行い、

あわせて、民間住宅の復旧 ・復典促進のため、釈極

的な再建支援策を講じようとするものである。

この計画による住宅供給戸数は、 下表のとおりで

あり、災害復興公営住宅の建設戸数の内訳は、 当初

尼崎市が730戸、県が670戸の合計1,400戸であった。

しかしながら、平成8年3月にいたり、応急仮設

住宅の実態調究等から、 圧倒的に lDKが不足する

ことが判明したため、 今福団地、道意町団地および

住宅供給戸数
（平成9年3月31日現在）

| 化 宅 桶りlj
l：段：供給｝ i数 F段 ：割介 I
J I 初 蚊 終 | 

災害復典公営住宅 1,400戸 1,567P 

（尼崎市＋県） (10.0%) (10. 7%) 

OF’ 434P 
公営住宅 空 家

(0.0%) (2.9%) 

1,300P 1,469P 
災害復典準公営住宅

(9.3%) (10.0%) 

400F' 301P 
再開発系住宅

( 2.9%) (2.0%) 

1,000戸 1,053P 
公団 ・公社住宅

(7.1%) (7.2%) 

4,lOOF• 4,824戸
公的住宅 計

(29.3%) (32.8%) 

9,900F' 9,900戸
民間住 宅 計

(70. 7%) (67.2%) 

14,000p 14, 724}=1 
総 A ロ 計

(100.0%) (100.0%) 

2.92第3部 復1日から生活再建へ

潮江団地で予定していた3DK住戸をすべて lDK

住戸にするため設計変更し、結果的に災害復興公営

住宅総供給戸数の半数以上がlDK住戸となり、最

終的には、尼崎市1,032戸、県535戸の合計1,567戸

の災害復輿公営住宅を供給することとなった。

Iヤ(2)建設用地の確保

都市局では、地震直後の 1月23日から既存市営木

造住宅の建て替えと新規用地の購入による二本立て

方式により災害復奥公営住宅を供給すべく建設用地

の検討を開始した。

建設用地の選定、用地交渉にあたっては、大厖災

に伴う災害復奥公営住宅の建設であることから、平

成9年3月までの粁エが義務づけられるという急施

を要する状況下にあったため、他の部局や各稲経済

団体に協力を仰ぐことなく都市局独自に用地や企業

の動向に関する梢報を基に行った。

その結果、最終的には、40か所の建設候補地につ

いて、移転時期、売買可能而釈、希望売買価格、売

買契約締結時期等について調査、確認を行い、5か

所（道慈町6丁目、今福1丁目、潮江5丁目、久々

知3丁目および潮江1丁目）で建設用地を買収ない

し定期借地権方式により確保することとなった。用

地買収場所および面甜等は下表のとおり。

用地買収場所および面積等
（平成9年3月31El現在）

，均 所 而 栢 央約年）j )J 式 I
道意町6丁目 4,900m' 8年3月 定 期

借地椛

今福 1丁目 4,600m' 8年10月 買 収

潮江5丁目 8,500m2 9年3月 j＂↓ ＂ 収

久々知3丁目 2,700m' 8年3月 買 収

潮江 l丁目 4,300m' 9年3月 買 収

結果的に、災宙復奥公営住宅建設用地は、 当初都

市局で予定していた場所とは異なった楊所にはなっ

たが、 当初計画予定箇所数を確保することができた。

この過程で、直面した問題点や評価してよい点は、



次のとおりである。

① 住宅の担壊状況等から、恒久的住宅の建設が必

須の状況のなかで、用地の取得については、都市

局を挙げて取り組んだものであること。

② 市内北部には、まとまった規模の土地 （おおむ

ね4,000m'以上）が少なく、 あった楊合でもその

大部分が生産緑地等であり、当初6行政区に均等

に災害復典公営住宅を建設しようとしたが、結果

的には南部地域での建設が多く、とくに新規に用

地を求めたところはすべて南部地域となったこと。

③ ②とも関辿するが、住居系地域での用地取得が

難しく 、工業系地域での建設となったこと。 しか

しながら、このことは、まとまった規模の土地は、

事業所用地しかなく 、大批の復奥住宅を早怠に建

設するという観点からすればやむをえない要素も

ある中で、工業系地域であっても可能な限り住棗

様に配應し、用地を選定したものであること。

④ 定期惜地権方式による建設用地の確保は、一般

論としてはイニシャルコストの削減而等から評価

する向きもあるが、50年経過後には用地を返迫し

なければならず、その評価については難しい点も

反省

① 応募戸数の見込

震災後、ただちに全庁統一的な住宅損壊の全戸調

査を実施していないため、同一住宅についての投壊

状況が調査実施担当課によ リ異なり、このことが災

害復興公営住宅の申し込みにまで影押した。

② ソフ ト面での管理対策

災害復興公営住宅の管理については、その供給が

IDK型 ・2DK型を主体としている関係上フ ァミ

リー世帯の入居が少な〈 、逆に高齢者世帯等の入居

が多くなることから、コミュニティの有成や団地の

活性化にソフト面からの対応が必要となる。

③ 家貿逓減化制度の創設

裳災で家財等の資産の消滅や所得が減少したこと

により、家賃負担能力が著し〈1底下した被災者が、

恒久住宅へ円滑に移行し、生活再建ができることを

目的とした家竹逓減化制度の創設が必要である。

注 ：平成8年10月1日から施行

あるが、民間企業がこれまで経験したことのない

大船災からの復典のため、社会的毀任を果た した

という点については大いに評価 してよいものであ

ること。

♦:•(3 ) 災害復興公営住宅の建設計画等

都市局においては、昭和49年度から木造住宅の建

替えに充f手し、 ようやく同事業の収束を迎えつつあ

るとき大危災に遭遇した。そこでただちに、新たに

用地を求め建設する住宅と木追の建替住宅をあわせ、

災害復典公営住宅として供給することを決定したが、

その団地別 ・型別最終戸数は下表のとおりである。

尼崎市災害復興公営住宅建設戸数 （最終）

（平成9年3月31日現在）

I I、JI 地名 戸 数 界！ りlj

1 DK 2 DK 3 DK 4 DK 

大 物 29 

゜
3 23 3 

友行西カイチ 15 

゜゜
15 

゜時友長ノ手3期 85 

゜
42 43 

゜神 崎 北 57 30 20 7 

゜西長洲 北 70 32 34 4 

゜今 福 136 112 24 

゜゜誼 3ハ1シニ, ヽ 町 150 106 44 

゜゜潮 江 240 192 48 

゜゜（仮称）久々知 52 29 18 5 

゜（仮称）潮 江北 78 26 24 28 

゜（仮称）金楽寺町 120 20 50 50 

゜（公団偕上）

合 計 1,032 547 307 175 3 

一

※（仮称）久々知団地は全住戸LDKである。また、

各団地については、高齢者等にやさしい安全で快

適な恒久的住居を供給することを目的として、

① 災害復輿住宅供給協謡会が決定した 「阪神淡

路大磁災に係る災害復奥住宅の方針」に基づく

設計の実施

② 全災害復典公営住宅のバリアフリー化

③ 神崎北団地30戸、西長洲北団地30戸、今福団

地30戸、道慈IIIJ団地30戸および潮江団地60戸の

計180戸（すべて lDK)についてシルバーハ

第4章＠手をさしのへて（救済措置）l勾3



ウジングの羽入

④ コミュニティ ブラザ方式集会所の祁入

⑤ （仮称）久々知団地22戸について、共同居住

型シルバーハウジングの祁入

以上の方針の下に設計し、順次議会の議決を得て、

建設に舒手 しているところである。建設工期ついて

は下表のとおりである。

尼崎市災害復興公営住宅の建設工期

（平成9年 3月31日現在）

団 地 名 建 設 L 期
大 物 平成7年10月～8年12月

友 行 西カイチ 平成7年10月～8年10月

時友長ノ 手 3期 平成 8年3月～9年8月

神 崎 北 平成8年10月～9年11月

西 長 洲 北 平成8年10月～10年3月

今 福 平成 8年10月～10年3月

道 意 町 平成 8年12月～10年5月

潮 江 平成 9年3月～10年8月

（仮称）久 々 知 平成 9年12月～11年 1月

（仮称）潮江北 平成 9年10月～10年12月

（仮称）金 楽 寺 町 平成 9年5月～10年8月

（公団借 上）

感想

今後、ますます高齢社会化が進展するなかでさら

なるシルパーハウジングの導入、一般公営住宅の高

齢者仕様への改造、老朽化した鉄筋住宅の建替え、

コミ ュニティ公営住宅の導入など、災害復興公営住

宅の供給に止まらず、公営住宅が担う役割は今後も

まだまだ大きなものがあると思われる。

いずれにしろ、大裳災に伴うシルパーハウジング

やパリアフリー化住宅の供給により、激甚地区の指

定を受けた市町の災害復興公営住宅を中心とする公

営住宅群は、 高齢化社会に対応しうる住宅を有する

先進市町として高い評価を得ることは確実である。

用語の説明

シルバーハウジング：

トイレの浴室に手すリを設置するなど高齢者向け

の設備、構造をもち、緊急時に対応する生活援助員

を配置した住宅。

'294第3部 復l日から生活再建へ

| 

用語の説明

バリアフリー：

高齢者や障害者を含むすべての人々が安全、円滑

に日常生活を送れるよう、たとえば住居内の風呂、

トイレなどの段差をな〈し平面化を図る考え方。バ

リアフリーの普及には、誰もが安心して界らすこと

ができるまちづ〈リを進めてい〈うえで大きな役割

を果たすことが期待されている。



4 公営住宅等への入居あっせん

|•:•(1) 災害復興住宅の供給

災害復典住宅の経集方法や申込汽格などについて

検討する機関として、建設省、兵庫県、神戸市、尼

崎市、芦屋市、西宮市、伊丹市、宝塚市、川西市、

明石市、津名町、北淡町、 一宮町、 五色町、東浦町、

住宅 ・都市整備公団、兵叩県住宅供給公社および神

戸市住宅供給公社により、災害復興住宅供給協議会

管理部会が平成7年3月22日に設附された。

同部会で、災害復典住宅の経集については建設省

の指祁で、県・被災各市町・公団・公社の各事業主

体が一元的に券集していくこととなった。

一元葬集の実施方法および申込汽格などについて

は、3月22日以降9月13日までの問に建設省 ・各tJ:i:

業主体による協議・検討を計16回行い、また第1次

券集以降の経集に際しても適宜、協議・検討した。

券集期1甘1と経集方法等は次のとおりであり、秘集

状況は下表のとおりである。

1) 経集期It:1-J

[>第1次一元硲集

平成7年10月31日～11月15日

第1次一元募集状況

（平成7年11月15日現在）

l 区 分 経集戸数 中込れ数 倍 叫
＇ 災 大物団地 29 620 21.3 

忠：
友 行 西公

15 110 7.3 
,’.、一『．一、≫’・ ’ カイチ団地
住
宅 計 44 730 16.5 

空 第 1 種 70 307 4.3 
家
第 2 稲 30 983 32.7 住

宅 計 100 1,290 12.9 
特 時 友
公 25 29 1.1 
貿 長ノ手団地

合 計 169 2,049 12.1 

注）特公貿…•••特定公共買代住宅

一

2) 経集単位

硲集は、被災地の地域性等を考廊して、次のプロッ

クli1位で実施する。

[>神戸ブロック

兵庫県 ・神戸市・公団・県公社 ・神戸市公

社で棉成

[>阪神プロ ック

兵即県・ 尼崎市 ・芦屋市 ・西宮市 ・伊丹市・

宝塚市 ・川西市・公団・県公社で行作成

[>淡路ブロック

兵廂県 ・津名町 ・北淡町・ 一宮町・ 五色IIIJ• 

東浦町・公団・県公社で構成

[>東播磨ブロック

兵叩県 ・明石市 ・公団 ・県公社で構成

なお、本市は西宮市とともに阪神プロックの幹事

市となっている。

3) 硲集住宅

経集住宅は、県・被災各市町の災宙公営住宅、空

家住宅、公団・公社住宅（新築 ・空家）と し、 恒久

住宅への入居決定を早期に行うことにより被災者に

粕神的な安心惑を与えるために建設が確定した住宅

について孫集対象と していく。

4) 申込汽格

阪神 ・淡路大厖災により、それまで自己の居住し

ていた住宅が、倒壊または焼失するなどして居住で

きなくなり、全壊（焼）または半壊 （焼）で、り災

証明むを提出でき、かつ家屋の解体を証明または確

認できる人で、現在住宅に困っている人。

ただし、応急仮設住宅と公的貨伐住宅の一時入居

者については、家屋解体の要件は問わない。

他の申込汽格については、通常の市営住宅等の申

込質格に準じる。

5) 入居者の決定

申込者の数が経集戸数を超える楊合は、抽せんに

より入居者を定めるが、公営住宅と改良住宅の入居

資格については、平成7年2月26日に施行された被

災市街地復典特別措骰法第21条で、 「阪神・淡路大

製災により滅失した住宅に居住していた被災者につ
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いては、当該災害発生の日から起符して 3年を経過

する日までの間は、 『現に住宅に困窮していること

が明らかな者であること』の条件を具備する者を公

営住宅法第17条各号に掲げる条件を具備する者とみ

なす」との規定等を踏まえ、抽せんに際して、次の

俊先措骰をとることとなった。

[>市営住宅については、本市で被災した被災者を

俊先する。

[>各孫集住宅の本来の入居基辿に該当する人を俊

先する。

[>麻齢者 ・仰害者等の社会的弱者枠として各硲集

住宅ごとに3割の優先枠を設け、同枠の抽せん

で落選した人は、一般枠で再抽せんを行う。

6) PR方法

県で記者発表するとともに市報あまがさきに経集

嬰領を掲載。

応急仮設住宅入居者と公的只伐住宅入居者に対し

ては申込案内むを全戸に配付し、また市外の民間住

宅への避難者に対しては申し出があれば郵送した。

さらに応急仮設住宅入居者に対しては、申し込み

の相談 ・誘祁を行った。

❖(2) 特定優良賃貸住宅（準公営住宅）の供給

〇夏匹工工曇
紺災で住宅を失った世帯に対して適正な家貿負担

で、俊良な賃舒住宅を供給するため、国の「特定俊

良貸伐住宅制度」を活用して民閻の土地所有者等が

建設する餃貸住宅を借り上げて公的な貿貸住宅とし

て供給する。

◎ 

※参考

なお、平成8年度実船（平成9年3月31日現

在）は、兵庫県分が6団地 ・115戸、尼崎市分

が5団地 ・154戸で計11団地 ・269戸である。

置汲．＇覆耳咽粋霞『 9

|•:•(1) 被災住宅の応急修理

〇置匹霜
災害によって住家が半焼か半壊の被害を受け、そ

のままでは住むことができないが、その破拍箇所に

手を加えれば、何とか日常生活を営むことができる

ような場合に、その応急修理を行う買力がない人に

対し、必嬰最小限度の補修を行い、被災者を保護す

るもの。

＠量罰寄賢看
1世惜当たり29万5,000円の範囲の現物給付をもっ

て実施した。

なお、現物給付とは、木材、釘等の修紐に必要な

材料を支給するのではなく 、木市の指定する業者に

より、必要な修繕箇所を応急的に修理することであ

る。

®Iぼ〖孔~
1) 受付期間

平成7年3月6日～16日

（ただし、土 ・日曜日を除く）

2) 修理時期

平成7年3月20日～31日

01i国1伍＇’，
261件（受付件数316件）

特定優良賃貸住宅供給戸数

（平成8年3月31日現在）

団地数 1 戸 数’Ji業 I:体
兵即県

尼崎市

合 計

1
-2
-
3
 

15-83
-98 

I.:•(2) 総合住宅相談所の開設

住宅復旧センター閉鎖後、被災した住宅の復興を

促進するために、財産関係 ・建第技術 ・まちづくり

等に関する各種相談 ・指祁や公的施策の紹介および

住宅に関する梢報提供など、総合的な住宅相談に対

邸 篤3部 復旧から生活再建へ



応できる総合住宅相談所を県内9か所に開設した。

本市でも分室として 1か所設硲した。分室の相談件

数と相談内容については下表のとおりである。

゜[>実施主体国 ・兵眼県 ・被災各市町および（財）阪神・淡路大厖

災復膜基金

[>設既楊所

県内 9か所

C>尼崎分室の開設日、設骰場所

平成7年4月24日、本庁北館5階会議室

[>相談体制

4人 （県職員 1人、市職員 1人、嘱託1人、女子

臨時職員 1人）

※週 1~2回、税理士および建築士を相談員として

配備した。

＠ 

It噸忍昴t≫

Il'需匹謂昴't'弓附孵”

尼崎分室の相談件数および相談内容
（平成7年4月24日～平成8年3月31日）

相 談 件 数 4,160 

| 朴I 淡 内 容 の 内 択 . 

内 容 件 数 比 率

只校住宅入居情報相談 538 12.93 

融 質 相 談 1,151 27.67 

補修 等 の技術相談 883 21.23 

借地 ・伯家 ・不動産取引 567 13.63 

解体 ・仮設住宅 ・義援金 703 16.90 

税理士 ◆建築士 ・公 糾 318 7.64 

被災建築物の復旧活動が活発化するのに伴い建築

確認申諮ばかりでなく、その事前相談などが急激に

増大している。とりわけ、被災を受けた既存不適格

建築物の復旧に対する相談が多い。

代表例としては、

[>戸建て住宅等の建て替えの接道規定について

[>応急仮設建築物の取り扱いについて

[>容栢率不適格の分譲マンションの建て替えに伴う

俎災復興型総合設計制度の運用について

等々
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●第4節応急仮設住宅の運営

I•:•(1) 「仮設住宅担当」の誕生

平成7年4月1日 「仮設住宅担当」の組織が発足

し、これまで住宅管理課が担当していた応急仮設住

宅の入居 ・管理事務を引き継ぎ、執り行うことになっ

た。

第2次経集の入居者への鍵渡しから事務を引き継

ぎ、今後どうなるのかという不安も混じりながら、

完成に合わせて順次鍵渡しを行い平成7年7月2013

額田町仮設住宅24戸分で終了することになった。

❖(2) 住宅相談等による応急仮設住宅入居事務

゜
I、・出翫罰'1’!hi,1環甲Hi暉

平成7年5月26日、 27日に第2次避難所に避難し

ている世帯を対象に住宅相談を行い、 81世帯を応急

仮設住宅にあっせんした。

＠冨9鼎咽讃9
平成7年6月8日、9日に応急仮設住宅の第1次、

2次笏梨のいずれにも応硲しておらず、全壊の判定

（義援金） で住宅困窮者である世帯に対して住宅相

談を行った。結果は、 216世帯をあっせんした。以

後入居あっせんは行わなかったが、相談の窓口は‘iit

時開設していた。

R I屯が訊、』廂晴
応急仮設住宅への入居は、 当選順位ごとに完成に

合わせて順次されていったが、第2次の鍵渡しから

は、供給できる応急仮設住宅の楊所数が増加したこ

ともあり、住む仮設住宅の選択を認めてほしいとい

う要望が出てきた。

そこで、仮設住宅相互間で希紐のかなった者同士

で住み替えができる制度を設立し、 「仮設住宅住み

替え希紐相談」の窓口を開設した。希望人員は200

人を越えたが、 58人が成立して相互に住み替えを行っ

'298第3部復1日から生活再建へ

た。

※応急仮設住宅建設入居戸数、 自治会設立状況

（平成8年3月31日現在）

・応急仮設住宅建設戸数

50か所

・入居戸数 50か所

・自治会の設立数

2,218戸

2,074戸

23か所

門

゜
璽↓『関濯濫匹柑暑晴，~r，

仮設住宅の入居は、寒さの厳しい2月から始まり、

7月末の牲い盛りまで続いたが、 住宅内での生活が

軌道に乗ると、生活実態に即した嬰望が入居者の間

から出されるようになった。各団地で自治会が設立

されているところでは自治会単位で要鎖が出されて

いる。

要紐 ・苦↑li件数は約400件に逹し、内訳と経役は

下表のとおりである。梅雨の時期を迎え、雨水の排

水対策、邸齢者や即宙者のための手すりやスロープ

の設既、庇 ・エアコンの設i性、すきま風・害虫対策、

草刈りなどにとくに要望 ・苦ti!]が集中した。

仮設住宅関連維持管理経費
（平成8年3月31日現在）

「 項 n 金額 （千PJ)
雨 水 対 策 股 68,000 

邸齢者・料玲且者対策股 8,000 

エ ア コンの設硲毀 138,492 

閑 坑 整 備 1ゼ 74,000 

本体 維 持管理牝 31,500 

319,992 

平成7年7月から8月までは、上記経役について

は財源確保がままならず、極めて予符化が難しく、

嬰紐 ・苦tiりが来ても何もできず、入居者に辛抱をか

けるのみの状況であった。しかし、県費補助や役典

基金で財源確保ができ、また（社）プレハブ協会応急仮

設住宅管理センターの設立により、要紐 ・苦梢に対

して早急に対応できる体制ができ上った。



＠ ”『『呼雹『9
自然発生的にコミュニティの輪ができあがりつつ

あった。住宅内での孤独死という出来事から、高齢

者のいる家庭に「元気印」のハンカチを配付して、

在宅中は玄関先にそのハンカチを下げておくといっ

た運動や、自治会の発足、時折々の行事（誕生日会、

敬老の日、クリスマス会、餅つき大会等々）、保健

婦の仮設住宅訪問、巡回相談などが行われ、仮設住

宅内でもやっと落ち沿いた生活が営まれ出した。

| .:•(4) 泣あいセンターの設匹

仮設住宅に住む邸齢者等の自立を支援し、心身の

ケアとコミュニティ形成の勘の提供として「ふれあ

いセンター」を設i在するのに伴い、その管理迎営経

費の一部を補助することとなった。

設的は当初100戸以上の大規校仮設住宅地とされ、

尼崎市では平成7年7月に小田南（B)、橘公園、

東園田野球場、神崎の4仮設住宅地に 「ふれあいセ

ンター」がオープンした。その後、 100戸未満50戸

以上の中規模仮設住宅地にも拡充設i社されることに

なり、翌年3月に迷川公園、道慈公園、潮江公園、

記念公園、小田南（A)地区、小田南 (H)地区、

猪名川の7仮設住宅地にも 「ふれあいセンター」が

相次いでオープンし、被災者の自立支援のための活

動が行われるようになった。

ふれあいセンターの概要

1 設i社主体 ふれあいセンター推進協識会

2 建設股用復輿基金1/2、県1/2

3 管理運営 ふれあいセンター迎営協蔽会

（構成⇔社協、民協、ボランティア、

仮設自治会等）

4 管理迎‘滋股

復興基金1/2、県1/4、市1/4

5 運営内容 ①心身の健康増進事業

②生きがいにつながる事業

③ふれあい交流

④生活梢報等の事菜

ふれあいセンター一覧

1名 称 対象戸数 所 化 地

小田南 ．A 158戸 杭瀬南新町3-4-56

小田南 ．B 100戸 杭瀬南新町3-3-1

小田南• H 170戸 杭瀬南新IIIT3-3-1

（野球楊内）

神 崎 296戸 神崎町12-28

橘公園 144戸 東七松町1-22-1

束園 田 200戸 束園田町2-245

猪名 JI I 104戸 豊中市利介1-12

潮江公園 76戸 潮江3-2-1

記念公園 80戸 西長洲町1-4-6 

蓬川公園 50戸 崇徳院3-1 7棟5号

道意公園 70戸 逍意町6-8 7棟1号

東難波 66戸 東難波町2-15-16

2棟2号

ふれあいセンター

'If) 

（ 

ふれあいセンター事業の料理教室

ふれあいセンターの運営は、 「ふれあいセンター

運営協議会」 で行われた。その樅成は、社会福祉協

I 
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議会、民生児童委員協識会の各地区役員とポランテ

イア、仮設住宅自治会等で構成した。

［ 

ふれあいセンター補助金

規 校 形 態 補助金 （年額）

100戸以上 新 築 200万円

新 築 140万円

50戸以上
空 き 室

120万円
2室 利用

100戸未枇i
空 き 室

1室 利用
90万円

ふれあいセンター支援組織

ふれあいセンター

巡営協議会

ボランティア 仮設自治会

| •:•(5) 巡回指導・相談活動

゜
It罰秘iti料璽！詈界；翔僻．1l,

市内6保健所における仮設住宅への訪問活動開始

日は、建設時期が辿うことから下表のようになって

いる。

地区別訪問活動開始日

iiii始llI：月1，； I;;1>]|；月2贔I:m;: I：石；に 1竺l2]］
活動は、いずれの保健所も保健婦による入居者の

状況把握から始めた。たとえば、治療中の病気はあ

るのか、かかりつけの医院があるのか、仮設から通

えるのかといった医療の状況、睡眠や不安について、

その他健康状況について、また、どこの地域からの

転居であるのかや食事や風呂はどうしているのかと

いった生活状況についても 1軒 1軒訪問してllf.lき取

りを行った。また、同時に保健所事業の紹介文など

3(X)第3部 復1日から生活再建へ

| 

も配付した。

しかし、昼間は訪問しても留守の家庭が多く、メ

モを投函しても辿絡がないことなどが多かった。そ

のような時、日を変えて何度も訪問したり、楊合に

よっては休日に訪問したケースもあった。

入居後2週間から 1か月の期間では、隣近所で助

け合うことがあまり期待できず、地区役員や民生委

員の活動や地域の組織による支援が不可欠だったと

いえる。

「仮設に移り、 主治医まで通うには軍車、バスを乗

り継がなければ行けないが、近くの医療機関がわか

らないので」と元の医療機閲まで通っているという

人やユニッ トバスに伯れず使いにくいという邸齢者

の話も多く聞かれたが、皆一様に避難所から移り安

堵したといった状況であった。

このような訪問活動で而接できた世帯数は、次ペー

ジ表のとおり全戸数の66.2% (1,469世帯）に及び、

そのうち閻齢者や即害者など、継続して何らかの支

援が必要な要介護世帯は、31.4%(696世帯）を占

めている。

仮設入居者の状況は、各仮設で多少異なっている

が、たとえば、援護を必要とする住民が多く入居し

ている束園田仮設、猪名川仮設、小田南A •B仮設

の状況をみてみると次のようになっている。

東園田仮設では、全世帯の9割が60歳以上で占め

られており、健康状況では、世帯主の6割以上が何

らかの疾病、不調を訴え、また翡齢になるほど不健

康を訴える人が増加している。そして、疾病別の状

況では、成人病とくに漏血圧が最も多く 、その他外

勧、骨、 1具l節等の疾患となっている。

猪名川仮設では、 全世幣の6割が60歳以上で占め

られており、とくに80歳以上の閥齢者が目立つ。ま

た、疾病別の状況では、成人病が約4割と最も多く 、

次いで身体即害、精神節害の順となっている。

小田南A・B仮設では、全世帯の6割が高齢、独

居、 身体即害などの要援護世帯であり、また、何ら

かの疾病を有する人が8割近くを占めている。

入居者各々が住み伯れた場所を離れ、見知らぬ土



保健所職員による仮設住宅入居者への訪問活動の状況

（平成7年7月25日現在）
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地で見知らぬ人と生活する不安を抱えており、さら

に仮設住宅の建設用地が買い物や通院に不便な勘所

が多いことも手伝って、 今まで住み切れた地域では

どうにか生活できていた人たちの潜在的な問題が急

激に表面化してきた。

また、健康状態の悪化も予想されたため保健婦を

中心に訪閲活動を継続実施している。

実際に訪問活動をしていると、仮設住宅に移った

ことで、食料品を買える場所が遠く食事が偏ってし

まったり、今まで通院していたかかりつけの医院が

迪くなり、通院回数が減ったり行かなくなって持病

が悪化したケースや閉じこもりがちになり心の不安

を訴えるケースなど、 f且災前にはなかった問題に出

会うことが多い。隣近所との人間関係から」(Il圧が上

昇してしまう人から「周囲に知り合いがいないので

おしゃべりができなくて寂しい」と心の内を打ち明

けられ、帰りがけに 「今日は、ほっとしました」と

言われて、励ましの言業に窮したこともある。

そのほか必嬰に応じて、保健所の栄狡士、歯科術

生士、梢神保健相談員等の訪問活動も行っている。

◎ 
平成7年 5月15日からは、仮股住宅入居者に対す

る心身両而からの支援活動を行うため、保健所職員

による支援活動と並行して、巡回保紐栄投相談を開

始している。

実施形態としては、医師2人、保健婦1人、栄殺

士1人、歯科衛生士 1人を月6~7回ずつ臨時屈用

し、保健所からの嬰諮に応じて巡回訪問を突施し、

保健・栄狡・歯科等に関する相談業務を行っている。

現在のところ、整形外科と籾神科に関することが

多く、前述したような治根が必要であるにもかかわ

らず、かかりつけの医師が遠方であるとか、仮設住

宅に近い病院がどこにあるかわからないなどの理由

で受診できないと訴える人について、医師の巡回指

祁を受け現在の症状を判断してもらうことで、適切

な治根に結びつき、保健婦の活動に対しても良い俯

報となっている。

また、7月19日に完成した「東園田ふれあいセン

置曙罰罰喜閑'『暉t1，9

地区別訪問件数
（平成7年2月～平成8年3月）

本4:|'；：1ぶI人7は『Z6ぷl武1ばII刈65↑|4,]；2

疾病別保健帰訪問件数
（平成7年2月～平成8年3月）

疾 納 名 等 件 数 割介潔）

籾 神 節 害 516 10.6 

心 身 節 宙 242 5.0 

成 人 病 1,503 31.0 

認 定 公 ゴに',,・ 病 139 2.9 

感 染 症 1 

結 核 32 0.7 

その他の疾病 1,077 22.2 

家族計画、妊産婦相談 39 0.8 

乳 幼 児 相 談 59 1.2 

そ の 他 1,244 25.6 

合 計 4,852 100.0 

ふれあいセンターでの活動
（平成7年7月～平成8年3月）

l191 数 1 延参加名・数容

談

有
相

教

康

康

内

健

健

42 

19 

631 

877 

巡回保健 ・栄養相談
（平成7年5月～平成8年3月）

種
棺形 粕神

戯
外科医
科医 保健紬I栄投 l:| I, 9• 

訪問回数 74 66 77 74 291 

延件数 128 120 324 158 730 

巡回保健・栄養相談での相談内容
（平成7年2月～平成8年 3月）

疾納名等 件 数 割合 (%) I 
粕神節 也 124 17.0 

心身悴 宮 85 11.6 

成 人 病 178 24.4 

認定公也病 46 6.3 

結 核 1 0.1 

その他の疾病 252 34.5 

そ の 他 44 6.1 

A Iコ 計・ 730 100.0 
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ター」等13か所で所管保健所の職員とともに月 1回

程度集団形式による健康教有や健康相談を実施し仮

設住宅入居者の不安の解消や助言、また要介護者の

把握や梢報交換、さらにはコミュニティの醸成に努

めながら活動を行っている。

門 ケア付き仮設住宅

謀齢者 ・節害者向けのケア付き仮設住宅が、三反

田町と小田南公園に各24戸建設され、 5月16日に入

居が始ま った。入居者は、外出することも少なく 1

日中部屋で過ごすことが多いが、 一般の仮設住宅と

迎ってこの住宅には、 1棟ごとに介股人が24時間常

駐していることと共同炊ijT・場や浴室でのふれあいも

あり、安心惑につながっている。

保健所の関わりは、保健婦が各部屋を訪問し、 医

根についての相談を受けたり、リハビリテーシ ョン

の指祁を行っているほか、話し相手となっており、

このことが心のケアになっている。

◎ ケア付き仮設の運営に携わって （高齢者等避難

者援護担当 ：ライフサポートチーム）

チームの主な業務になったケア付き仮設は、心身

に節害のある被災者向け仮設住宅であり、小田南公

園に2棟24室 （小田南ケア付き仮設）、教育総合セ

ンター敷地内に2棟24室 （三反田ケア付き仮設）の

建設が始まろうとしていた。

しかし、運営主体が決ま っていない、 予符が全く

ないなどチームにと っては白紙の状態であった。と

はいっても、 5月の入居を控え緊急に対応を要する

ものであった。

迎営について、社会福祉事菜団に持ちかけたとこ

ろ、 24時間施設運営のノウハウがない、従事者の確

保の見通しがないとの理由で受け入れてもらえず、

急ぎ局内で検討した結果、特別投護老人ホームを経

営する社会福祉法人に委託を内定した。

くケア付き仮設住宅の概要＞

〇小田南ケア付き仮設住宅

運営主体：社会福祉法人尼崎老人福祉会

特別投護老人ホーム 「喜楽苑」

設四場所：小田南公園

設附数： 1棟14室、 1棟10室

〇三反田ケア付き仮設住宅

迎営主体：社会福祉法人 阪神共同福祉会

特別投護老人ホーム「園田苑」

設硲場所 ：教育総合センター敷地内

設骰数： 1棟12室X2棟

〇入居狩格

• 65歳以上の高齢者

・身体節害者手帳 1級～3級所持者

上記の人であって、 日常生活上軽度の介助が必

要な人

〇特 徴：コミュニティルーム （共同食鎚）

配侶

〇介護機能：介護員 1人24時間常駐

〇介護内容：入浴、洗滞、調理、買物の介助

〇居 室 ：6伐ー間、流し台、トイレ付き

〇共同使用：風呂、洗湘機、調理機器

〇入居開始：平成7年5月16日

その他チームの活動内容

(1) 仮設住宅環境整備対策事業の実施

住宅建設課と辿携し、段差の解消や手すりの

設的、車椅子用スロープの設皿などを行った。

① 申請件数 ：31団地109件

② 決定方法 ：全世帯訪問による

③ 施工箇所 ：360件

④施工者： プレハプ協会の会員事業所

(2) 社会福祉協脳会と辿携した安心プザーの全世

帯供与

(3) 関係部局に対する県の復輿対策事業の梢報提

供

(4) 日本ユニシスの協力を得て、パソコンを利用

した仮設住宅入居者支援システムの開発研究

(5)市民相談課が主催する被災者生活支援調整チー

ムヘの参画

(6) ポランティアとの連携

引っ越しボランティアや大工ボランティアと
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連携し、ケア付き仮設住宅の入居支援や棚の取

り付けを行う。

(7) 都市局が行った避難所での住宅相談や仮設住

宅入居説明会に参画

(8) その他 ふれあいセンターの方向づけ等必嬰

に応じて関係部局との連絡調整を行った。

| •:• ( 7 ） そ虚の保健活動

各保健所ごとに仮設住宅入居者を対象に、 「ふれ

あいセンター」等で市民健診として血液検査、尿検

査、胸部X線撮影等の検査を実施し、成人病予防や

健康状態の把握に努めると同時に、福祉事務所や社

会福祉協議会 ・ボランティア組織等の関連団体と協

カのもと、 「健康まつり」を開催し、活気づくりの

場を設けている。とくに他の入居者との交流もなく、

閉鎖的生活をしている被災者とのふれあいと励まし

の機会になるよう努めている。
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